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事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２１年度の取組状況
平成２１年度事業費

（フルコスト）
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1110Ba1 健康推進課 運動習慣普及事業
生活習慣病予防のためのエ
クササイズガイド2006の普及
を図る

市民を対象とし、健康運動指導士及び保健師が運動の
実技指導を実施した。また、マックテレビにおいてメタボ
リックシンドローム予防運動等を放映した。

¥320,000 A 現状維持
運動習慣の定着を図ることは医療費削減につなが
る効果が期待でき、必要性、有効性共に高いことか
ら、今後も指導を継続していくこととする。

1110Ca1 健康推進課
妊婦集団歯科健康診査
事業

歯科医師による妊婦の集団
歯科健診を実施

平成２０年度から毎月１回妊婦歯科健診を実施。受診者
は約14％で少なかったが、受診者の79％が要指導、要
治療のため、妊婦の口腔衛生を状態を見直し、また乳
幼児の歯の健康づくりにつなげていく意味でも貴重な機
会である。

¥670,000 A 現状維持

妊婦の口腔衛生状態を良好に保つことで、安全な
妊娠経過、出産につながること、また出産後は乳幼
児の口腔衛生の向上につながるので、必要性、有
効性は高いことから継続jして実施する。

1110Da1 健康推進課 防煙・禁煙の推進事業
学校における喫煙防止教室、
職場における禁煙教室等の
実施

がん検診・特定健診受診者のうち喫煙者に対し保健指
導を実施した。また、妊婦及びその配偶者に対し禁煙指
導を実施した。

¥320,000 A 現状維持

非喫煙者の受動喫煙による健康障害を防止するこ
と、禁煙希望者に適正な禁煙支援が受けられる体
制を整えることは必要性が高く、指導の効果も大き
いことから、今後も保健指導、禁煙指導を継続して
いくこととする。

1110Db1 健康推進課
アルコールの健康障害に
関する講演事業

医師等による市民を対象とし
た講演会を実施

医師等による講演会を見合わせ、保健師が適正飲酒に
関する保健指導を実施した。また、母子手帳交付時に妊
婦に対し禁酒指導を実施した。

¥19,000 C
見直し（予算を

伴わない）

現在、適正飲酒の必要性は一般に周知されてお
り、講演会開催の必要性が低いことから、単独事業
ではなく他類似事業と統合させ保健指導を実施して
いくこととする。

1110Dc1 健康推進課
薬物乱用防止に関する
講演事業

薬剤師、警察官等による市民
を対象とした講演会等を実施

市内各団体での取り組み状況の調査、市の施設へ啓発
ポスター掲示。

¥0 C
見直し（予算を

伴わない）

保健所や警察が主体となっている事業であることか
ら、他の事業と統合し、必要に応じ共催、後援等を
実施していくこととする。

1110Eb1 健康推進課
胃・肺・大腸がん検診、
子宮がん・乳がん検診

市民を対象とした各種がん検
診を実施するとともに、受診
率向上を図る。

20年度同様、市民がん検診は、特定健診や歯科健診等
と同日実施とし、21年度は土日も4日間実施、さらに、社
保の被扶養者の特定健診日をするなど体制の工夫を
図った。又、一部の対象者の個別通知や、町内会及び
保健協力員の協力のもと、検診のＰＲ用チラシ毎戸配布
や個別勧奨等、周知方法の工夫を図った。その結果、い
ずれも受診者が増加した。その他、女性特有のがん検
診推進事業として、２０歳～４０歳の５歳刻みの子宮がん
頚部検診、４０～５０歳の５歳刻みの乳がん検診の対象
者に対し、検診手帳と無料クーポン券を個別に配布し、
集団検診の他、医療機関で通年で受診可能としたことに
より、受診者の増加につながった。

¥65,801,000 A 現状維持

各種検診の周知方法や実施体制等を検討しなが
ら、引き続き受診率の増加を図る。予算について
は、現在、目標とする当初予算を上回ることが無い
ため、まずはその予算範囲で実施可能な最大人員
の実施をめざす。

1120Aa1 健康推進課 思春期会議の開催 思春期セミナーの開催
思春期に関するセミナーに加え、性に関するパンフレット
を配布した。

¥272,000 A 現状維持

近年、性情報が氾濫し若年層の性行動が活発化し
てきている。そのため、命の大切さや、性に関する
正しい知識を身につけることが必要である。また経
年的に全中学校で実施することで、効果も大きいこ
とから継続して実施する。

1120Bb1 健康推進課
母子の健康づくりのため
の家庭力向上事業

父子手帳交付等、夫による母
子健康づくり支援を進める

平成２０年度から、母子健康手帳交付時に父子手帳を
配布し、妊娠、出産、育児における夫による母子健康づ
くりの支援を図る。

¥394,000 A 現状維持

核家族化等により、妊娠や育児が母親の心身負担
になることがあることから、夫による母子健康づくり
支援が必要であり、夫婦での育児力の向上を図る
機会となっているため継続して実施する。

1126Ba1 健康推進課 妊婦委託健康診査事業
妊婦健診の公費負担部分の
拡大を図る

妊婦健診の公費負担回数を５回から１４回に拡大した。 ¥40,927,000 A 現状維持

　妊婦の身体状況は日々変化することから、健診に
よる管理は必要性が大きく、妊婦健診の公費負担
により未受診や飛び込み出産を防ぎ、安心・安全な
出産につながることから継続して実施する。

1129Ca1 健康推進部 乳児訪問指導事業
新生児生後４ヶ月までの全家
庭訪問指導を実施

生後４か月までの乳児のいる全家庭を保健師と訪問指
導員が訪問する。出生に対して約93％に対応し、また里
帰り中で必要時には訪問依頼し、ほぼ全数に対応した。

¥3,554,000 A 現状維持

産後の心身状態が不安定な時期に訪問し、産婦と
乳児の保健指導と育児不安に対応することで、子
育て支援の充実が図られることから、必要性、有効
性は高く継続して実施する。
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1130Aa1 健康推進課 こころの相談窓口事業
相談窓口の周知及び相談機
能の強化を図る

・県の自殺対策緊急強化事業費を活用し、「こころの相
談窓口一覧表」を作成し、市民に配布した。
・産婦訪問において、「産後うつスクリーニング」を全員
に実施し、ハイリスク産婦については訪問・相談等で継
続的支援を実施。
・一般健康相談（来所・電話等）を開設し、こころの相談
にも対応。

¥3,433,000 A 現状維持

　多様なストレス等で自己管理ができなくなり、自殺
等の問題行動や自傷他害に及ぶ行為を未然に防ぐ
ための相談窓口として、専門機関等への紹介を行
なう等の相談も担っており、問題を抱えた市民に
とっては必要性が高い事業である。
市が相談窓口を開設することにより市民により近く
にある相談窓口として利用度合いが大きいと見込ま
れる。

1130Ab1 健康推進課
こころの健康まちづくり事
業

市民を対象としたこころの健
康教育を実施したり、趣味、
サークル活動を支援

・広報文字放送による自殺予防週間のPRおおうに関す
る知識の普及啓発、
・うつ予防に関するパンフレットを毎戸配布し、知識の普
及啓発に努めた。また、地域における健康相談、健康教
育を実施。
・市民のこころの健康づくりに役立てるため、市民総合
検診受診者に対し「こころの健康づくりに関する意識調
査」を実施した。
・県の協力を得て、地区組織の代表者の協力をえて「生
きるこころの支援隊」を結成し、県知事のメッセージを市
長や商工会の代表者に届け、自殺予防について対談を
行った。

¥1,040,000 C
見直し（予算を

伴わない）

こころの健康に問題を抱えながらも、地域で生活し
ていけるように団体等に働きかけ、見守りや支援が
できるよう、支援者となる地域住民の協力が得られ
るようにするため、支援のための住民意識の向上を
目指すものである。
　一時的に支援団体が組織された経緯はあるが、
継続性がない。支援団体等の必要性は感じられる
ものの住民意識が熟成されておらず、今後はこころ
の健康づくりに関する普及啓発に努めることとす
る。

1130Ac1 健康推進課 自死遺族サポート事業
自殺者の遺族への訪問、相
談等を実施し、遺族の精神的
ケアを図る

・個人情報保護法及び遺族の申出により、自殺者及び
自死遺族の詳細な情報を得ることが困難な状況にある。
・今年度から上十三保健所において死亡小票の閲覧申
し込みを行い情報を得ることができるようになったため、
個々の状況に応じ
　遺族に対する訪問を実施し、少しづつではあるが遺族
に対する支援につなげていくことができた。

¥8,000 B
見直し（予算を

伴わない）

自殺者等の遺族の精神的負担軽減の事業継続の
必要性はあるものの、個人のプライバシーに関する
部分が多く、遺族サポートの件数は少ない。
しかし、家庭訪問、健康相談等により把握された中
で個々の要望により対応できるよう、相談窓口業務
と統合し継続実施する。

1210Aa1 病院建設課
三沢市立三沢病院建設
事業費

地域の中核病院として、質の
高い医療サービスを提供する
ため、三沢市立三沢病院の
移転新築を行う。

病院本体及び附帯施設等の内外装工事・各種設備工事
等を行い、建物工事を完成させた。

¥5,958,536,000 A 現状維持
平成２３年度は現病院の解体工事を平成２２年度か
ら２ヶ年の継続事業として実施することとしている。

1210Ab1 病院建設課 医療機器購入費

地域の中核病院として、質の
高い医療サービスを提供する
ため、三沢市立三沢病院の
医療機器の整備充実を図る。

磁気共鳴診断装置外を整備した。 ¥824,454,000 A 事業完了
平成２２年１１月に新病院の開院を予定しており、新
病院の開院に向けた医療機器の購入・更新を終え
るため。

1220Aa1 管理課 医師招聘推進事業
医師招聘のための待遇改善
と関係機関への働きかけ

医師招聘のため大学への派遣依頼や派遣業者など関
係機関への働きかけを行った。また、学会や研究会での
交流を通じて医師招聘に努め、業務援助医師等の招聘
をした。また、医師に分娩手当ての支給、呼び出し手当
ての見直しなどの待遇改善や住環境の改善を図ると共
に平成23年4月から新病院に隣接した場所に、24時間保
育所確保の検討を行った。

¥934,000 A 現状維持
医師の招聘は、内部評価のとおり、病院の経営安
定化における根幹をなす事業で有効である。

1220Ab1 管理課 研修事業 各種研修会への参加

日本胃がん学会など各種学会への参加・発表や病院業
務改善委員会などの研修会を通じ、高度な医療の知識・
技術の習得に努めた。また、研究図書について予定とお
り購入し研究に寄与した。

¥19,622,000 A 現状維持

高度医療の習得は、内部評価のとおり市民の生命
を守るための最善の方法で、がん拠点病院におけ
る施設基準の認定を受ける必要不可欠なものであ
る。
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1230Aa1 医事課 地域医療連携室の設置
医療連携による紹介患者業
務及び在宅ケアの推進

平成２１年度実績として他医療機関からの紹介患者
2,357件、他医療機関への紹介患者　1,517件

¥7,715,000 A 現状維持

 　紹介患者は、「紹介状」を持参しない場合でも受
付（完全予約制ではない為）するが、統計的（紹介
率）には影響がない、また、逆紹介患者は、紹介先
の病床数・診療時間・時間外診療・休日診療等の理
由により紹介するのが困難な場合が多々あるため
実績値の上昇には繋がらない。

1230Ac1 医事課
セカンドオピニオン外来
の実施

がん診療に関する相談事業
他医療相談事業の実施

主治医以外に、がんの専門家である院長の治療方針等
についての意見を伝えることによって、患者は治療法の
選択肢が増え、納得した治療を受けることができた。
平成２１年度実績として、セカンドオピニオン受け入れ件
数7件

¥0 A 現状維持

　セカンドオピニオン外来は、がんの専門家である
院長が一人で担当し、原則午後からの完全予約制
で行っているため、一人に要する時間等を考慮する
と、患者の増加は見込めないのが現状。

1310Aa1 介護福祉課 地域福祉計画策定事業 地域福祉計画策定事業
計画策定についての検討、準備作業（他市の状況調査）
などの実施。

¥0 A 事業完了

本計画には、Ｈ２２年度中に策定予定の「災害時要
援護者避難支援全体計画」を盛り込み、住民が主
体となって策定する必要があることから、支援全体
計画策定後に市民アンケートを実施し、その結果を
反映させた計画として、Ｈ２３年度中に策定完了の
見込みである。

1310Ca2 生活福祉課 福祉バス購入事業 福祉バス購入事業 財政運営計画に提出 ¥0 A 現状維持

1311Bc1 介護福祉課
社会福祉総務費(ほのぼ
のコミュニティ21推進事
業委託料)

社会福祉協議会のボランティ
ア活動促進に係る支援

事業継続しているが、事業自体は横ばいである。（交流
員の確保等）

¥6,048,000 B 現状維持

県が事業を提唱して、全県的に実施している事業で
あるが、県補助金の減少と事業として補助金がなく
ても地域での支え合いを視野にいれ実施するべき
ものであること等を判断すると、今後は市単独事業
として検討していく必要がある。

1311Cb1 生活福祉課
社会福祉総務費（民生委
員活動報償費）

民生委員・児童委員による、
高齢者等の地域の人々が自
立して暮らすための様々な支
援に係る活動

各種研修会に参加し自己研鑽や啓発活動に努める共
に、通常の相談業務のほか、４単位民事協それぞれに
月例会を開催し問題ケースの対応を図った、また、福祉
団体、行政に積極的に協力した

¥5,432,000 A 現状維持

1320Aa1 家庭福祉課
保育所費（一般職給料
外）

保護者の就労形態や疾病等
の事情により、一時緊急的に
保育が必要になった児童を
保育

一時預かり保育の需要に対応し、三沢市立中央保育所
が、一時・特定保育事業を実施。市内で実施している保
育所は中央保育所のみであるため、休日、祝・祭日を除
いて、毎日利用された。

¥9,801,000 A 現状維持

1320Be1 家庭福祉課 子育て広場開設事業
地域において子育て親子の
交流等を促進する、子育て拠
点の設置を推進

今年度１０月より「子育てサロン」と称して、働く婦人の家
の託児室を利用し、親子で一緒に遊べる場、交流や情
報交換ができる場として、常設の子育て広場を開設し
た。

¥361,000 A 事業完了

1320Ca1 家庭福祉課 保育料軽減事業
保育所に入所している第３子
以降の３歳未満児の保育料
を軽減

保育者の負担する保育料のうち、第３子以降の３歳未満
児に対して、県と市が軽減事業を実施した。負担割合
は、県1/2、市1/2である。

¥5,507,000 A 現状維持

1320Ea1 家庭福祉課 児童扶養手当費
父親と生計を同じくしていない
18歳までの児童の母あるい
は養育者に支給

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進を図るために、
国の制度に基づき児童扶養手当を支給した。

¥269,345,000 A 現状維持

1351Aa1 家庭福祉課 児童扶養手当費（再掲）
父親と生計を同じくしていない
18歳までの児童の母あるい
は養育者に支給

ひとり親家庭の生活の安定と自立の促進を図るために、
国の制度に基づき児童扶養手当を支給した。

¥269,345,000 A 現状維持
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1320Eb1 健康推進課 5歳児発達相談

1歳6カ月児健診、2歳児歯科
健診、3歳児健診に加え、就
学前の児への支援の場とし
て、5歳児発達相談と事後指
導教室を行なうことにより、発
達障害等を早期発見し、就学
に向けての子供の発達を支
援する。

県のモデル事業として、平成20年度より2ヵ年実施。
5歳児発達相談は年に10回実施、発達相談後の事後指
導教室は年に10回実施した。

¥633,000 A 現状維持

5歳児発達相談を実施し、発達専門の医師等が継
続的に関ることで、就学までの支援体制を整え、児
と保護者が集団生活に適応できることから、必要
性、有効性は高く継続して実施する。

1320Eb2 家庭福祉課
障害児手当及び障害児
補装具支給

２０歳未満で障害の重い児童
に障害児福祉手当を支給、ま
た障害児の身体機能を獲得
又は補完するための用具を
交付･修理する。

障害児福祉手当・・・身体に重度の障がいがあり、日常
生活で常時特別の介護を必要とする方に支給。（２０歳
未満対象。月額１４，３８０円）
障害児補装具給付・・・１８歳未満の方の障がいのある
部位を補うための装具を提供。

¥9,035,000 A 現状維持

1321Cx1 家庭福祉課
地産地消でわんぱく家族
米支給費

少子化対策として、18歳以下
の子どもが3人以上いる世帯
に対し、地元産米の引換券を
支給する。

地元産米の引換券を支給し、子どもを多く持つ子育て家
庭を支援するとともに、地元産米の消費拡大を促進し、
児童の福祉の増進を図た。
・子ども4人以上への支給：110世帯
・子ども3人への支給：600世帯

¥11,293,000 B 現状維持

今後においても子育て家庭の家計を支援するととも
に、ご飯食の普及で元気な子どもが育ち、また地元
産米の消費拡大による地域経済の活性化にも繋げ
ていけるよう続けていきたい。

1321Da1 家庭福祉課
児童福祉総務費（要保護
児童対策協議会委員謝
礼）

関係機関の連携を図り、児童
虐待防止に向けた取り組みを
推進

平成１７年度に三沢市要保護児童対策協議会を設置
し、代表者会議・実務者会議・個別ケース検討会議の３
層から成り、それぞれの関係機関とで要保護児童等の
状況把握、支援の方針や役割分担等、問題解決のため
の活動を行った。

¥95,000 A 現状維持

1322Ab1 家庭福祉課
児童福祉費（延長保育促
進事業費補助金）

保護者の就労形態や残業等
の事情により、早朝や夕刻の
保育が必要な児童に対し通
常保育を超えて保育

民間保育所の１１時間の開所時間の前後の時間におい
て、さらに３０分以上の延長保育を実施した。

¥39,288,000 A 現状維持

1322Ac1 家庭福祉課
児童福祉費（障害児保育
事業委託料）

保育に欠ける中程度の心身
障害児を入所させ、健常者と
ともに集団保育

障害児の保育について、知識・経験を有する保育士の
配置や障害児の特性に応じた設備整備及び遊具の購
入により、受入体制の整備に努めた。

¥8,313,000 A 現状維持

1322Ad1 家庭福祉課
児童福祉費（保育所地域
活動事業委託料）

保育所を地域の拠点として、
世代間交流や異年齢児交
流、育児講座等を実施

老人福祉施設・介護保健施設等への訪問、異年齢児童
との地域的行事・ハイキング等の共同活動などの交流を
行った。

¥527,000 A 現状維持

1322Ba1 家庭福祉課
児童福祉費（地域子育て
支援センター事業委託
料）

子育て家庭の育児に関する
相談や情報提供を総合的に
実施

地域の子育て支援情報の収集・提供に努め、子育て全
般に関する専門的な支援を行う拠点として機能するとと
もに、既存のネットワークや子育て支援活動を行う団体
と連携しながら地域に出向いた地域支援を展開した。

¥7,647,000 A 現状維持

1322Bb1 家庭福祉課
児童福祉費（子育て支援
短期利用事業委託料）

保護者の疾病等により、家庭
における養育が困難な児童
を乳児院で保護

保護者が児童を養育することが一時的に困難になった
場合に、緊急一時的に宿泊を伴い児童を保護するた
め、ひまわり乳児院へ委託した。

¥101,000 A 現状維持

1325Bd1 家庭福祉課 家庭児童相談室設置費
子どもに関する様々な問題や
悩みの相談を受け、問題解
決に向けた援助

家庭における適正な児童養育のため、相談員2名を配
置して相談指導業務の充実に努めた。また、関係機関と
の連携を密にして要保護児童の早期発見や適切な保護
を図った。

¥5,084,000 A 現状維持
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1326Cb1 市民課 児童手当費
小学校６年生までの児童の
保護者に児童手当を支給

児童を養育している者に児童手当を支給することによ
り、家庭における生活の安定に寄与し、次代の社会を担
う児童の健全な育成及び資質の向上に資することを目
標とした。
※H22.5月末現在　児童手当費支給額　３０１，９８５，００
０円（延児童数４５，４３１人）

¥309,731,000 A 事業完了
平成２１年度をもって児童手当制度が終了し、平成
２２年度より子ども手当制度が始まったため

1328Bc1 家庭福祉課
ファミリー・サポート・セン
ター運営費

育児の援助を必要とする人と
援助を行いたい人を組織化
し、会員相互の援助活動を支
援

アドバイザーを配し､会員の募集や会員登録の業務、相
互援助活動の調整業務、講習会及び情報交換の場を提
供する交流会などを実施した。

¥3,085,000 A 現状維持

1329Cc1 国保年金課 乳幼児医療費給付費

３歳児までの乳幼児及び４歳
から就学前までの児童に係る
医療費の一部負担金相当額
を助成

０歳児から小学校就学前までの乳幼児の外来及び入院
に係る医療費（個人負担分）の給付。ただし、４歳から小
学校就学前までの幼児の入院に係る医療費の給付に
ついては、１日５００円の受給者負担有り。

¥52,925,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

乳幼児の医療費助成について、入院に係る医療費
については、入院１日につき、５００円を被保険者に
負担してもらっているが、これを廃止するものであ
る。

1330Bb1 家庭福祉課 日常生活の援助

　障害者の身体機能を獲得
又は補完するための用具を
交付･修理及び車いす等の貸
出し、手話通訳者の派遣等を
行なう。

障がい者（児）補装具交付件数（実績）・・延べ６４９件
手話通訳者２名設置

¥13,574,000 A 現状維持

1330Ca1 教育総務課 三沢市就学指導委員会

①子供たちの立場に立ってよ
り望ましい学習内容や学習の
場を考える②保護者の方々
が就学先を考えるための参
考資料の提供③就学の相談
等　　　　児童の発達の状況
を的確に把握し検討する。

4月・第1回就学指導委員会　　5月・小中学校説明会・保
護者説明会・保育園幼稚園説明会　　6月・第2回就学指
導委員会　　7月・知能検査　　8月・専門部会　　9月・医
学検査　10月・専門部会2～3・第3回就学指導委員会
11月・保護者説明会　　12月最終判断　　1月・会議　　2
月・届出書提出

¥1,751,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

   三沢市就学指導委員会では、通常学級在籍が困
難と思われる児童生徒の専門検査を実施している。
　 年々、検査を必要とする児童生徒数は増加傾向
にあり、保護者の同意が得られれば、検査件数が
増え経費の増加となります。
　 また、三沢市内の特別支援学級が一同に集う行
事を運営する特別支援振興会の運営については、
補助金の交付を受け運営しているが、本来、三沢市
教育委員会の事業として考えることが望ましいた
め、補助金を廃止し就学指導委員会の事業費に取
り入れるものである。

1330Cb1 家庭福祉課 障害者自立支援

　一般企業等へ就労を希望
する障害者に、就労に必要な
知識及び能力の向上のため
に必要な訓練を行う就労移行
支援や自立訓練等を行う施
設への助成します。

自立訓練給付費　　　・・地域で生活できるよう、身の回り
の訓練が受けられる施設に対する負担金。
就労移行支援給付費・・一般企業等の就労を希望する
方に訓練を行う施設に対する負担金。
就労継続支援費　　　・・一般企業等での就労が困難な
方に働く場を提供するとともに、知識や能力向上のため
に必要な訓練を行う施設に対する負担金

¥40,722,000 A 現状維持

1330Cc1 家庭福祉課 障害者自立支援
　身体障害者福祉会や各障
害者支援施設への補助

　三沢市身体障害者福祉会や各障害者支援施設への
補助を実施。

¥17,855,000 A 現状維持

1331Ba2 家庭福祉課
障害者用駐車場看板作
成事業

公共施設における障害者等
のための駐車場看板作成及
び設置

安心・安全な暮らしの整備及び生活安心確保対策とし
て、障害者等に配慮した公共施設の整備を図るため、移
動式の駐車場看板を作成。設置した。設置した公共施
設は市役所本庁、三沢市総合福祉センターをはじめ１４
箇所。

¥838,000 A 事業完了

1334Aa1 家庭福祉課 自立支援給付費

障がいの種類を越えた共通
のサービスを提供し、障がい
のある人が地域で安心して暮
らせるよう支援する。

障害者自立支援法に基づく事業(サービス)を実施
　事業内容
　　自立支援給付　 ・・・居宅介護、生活介護、児童ディ
     サービス、短期入所、共同生活介護等
　　訓練等給付　　  ・・・自立訓練、就労移行支援、就労
      継続支援等
　　特例訓練等給付・・・補装具等

¥441,064,000 A 現状維持
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1335Ab1 家庭福祉課 地域生活支援事業費

障がい者（児）が有する能力
及び適正に応じ、自立した日
常生活を営むことができるよ
う支援する。

知的障害者職親制度・・・企業が市に登録し、知的障が
い者を預かり、その社会への自立に必要な訓練指導を
行う制度。
地域活動支援センター機能強化事業・・・知的障がい者
が通所しながら創作的活動や生産活動を行い地域生活
を支援している団体への強化事業。
日中一時支援・・・障害者に活動の場を提供し、社会適
応するため日常的な訓練等を行う事業への支援。

¥21,178,000 A 現状維持

1340Aa1 介護福祉課
地域介護予防活動支援
事業

介護予防に関するボランティ
ア等の育成・研修、地域組織
活動の育成・支援

家族介護者教室１９回延べ人参加
家族介護者講演会１回１５０人参加
介護家族リフレッシュ事業１回１４人参加
地域介護予防活動支援事業(リーダー育成）２回延１０２
名参加
介護予防教室補助事業

¥2,163,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

高齢者人口は確実に増加しており、今後も多くの高
齢者が｢自らの介護予防の意識」を高めていくよう介
護予防教室等の介護予防事業を推進し事業を展開
することが重要である。

1340Ba1 介護福祉課
介護予防ケアマネジメン
ト事業

介護予防事業におけるケアプ
ランの適切な策定・評価

特定高齢者把握事業において、把握・決定された特定
高齢者で介護予防に取組む者に対し、介護予防のケア
ﾌﾟﾗﾝを作成し、要介護状態にならないよう支援した。
21年度ケアﾌﾟﾗﾝ作成件数；２９件

¥20,911,000 A 現状維持

虚弱な状態にある特定高齢者を把握し、要介護状
態に陥らないように介護予防の意識を高め、介護予
防に取組めるよう事業を推進することが重要であ
る。

1340Bb1 介護福祉課
地域密着型介護保険施
設整備事業

介護保険事業計画に基づく
施設整備

国庫・県補助金により、小規模福祉施設にスプリンク
ラーの設置を実施した。
　・グループホーム　にこにこプラザみさわ
　・グループホーム　スカイ
　・栄町ぬくもりの家
　・グループホーム　赤とんぼ
　・栄町コラボケアセンター

¥617,000 B 現状維持
　介護保険事業計画に基づき、国庫（県費）補助事
業対応によって計画的に施設整備を進めていく。

1340Bc1 介護福祉課
介護予防特定高齢者事
業

生活機能評価による特定高
齢者の把握、通所形式での
「運動器の機能向上」「口腔
機能向上」「栄養改善」教室
の実施

特定高齢者と決定され介護予防に取り組む意欲のある
ものに対し下記の教室実施した。
・運動器の機能向上プログラム７回・延７３人＊
・口腔機能の向上プログラム４回・延３３人
・認知症予防プロｸﾞﾗﾑ(回想法）８回・延５１人＊
*印教室は修了者に対しクラブ化させ継続支援を実施

¥9,481,000 B
見直し（拡大（予

算を伴う））

生活機能が低下している高齢者の把握と生活機能
の低下が認められた特定高齢者が要介護状態にな
らないための通所型予防事業を充実するよう取組
むことが必要である。

1340Bc2 介護福祉課
介護予防一般高齢者事
業

介護予防教室の実施、介護
予防に関する知識の普及

介護予防教室；
・在宅介護支援センター委託分＝１１地区２０３回・延２５
３７人参加
・自主活動分＝13地区170回・延2473人参加＊
・介護福祉課(いきいきディセンター実施分）=24回・延542
人
介護予防講演会；271人参加
＊自主活動地区には補助金を交付し活動を支援し定着
化、活性化を図った。

¥8,409,000 A 現状維持
多くの高齢者が身近なところで自らの介護予防に取
組むよう地域での介護予防教室の取り組みや知識
の普及啓発を継続実施することが重要である。

1340Bd1 介護福祉課
包括的・継続的ケアマネ
ジメント支援事業

包括的・継続的なサービスが
提供されるよう地域の多様な
社会資源の活用、ケアマネジ
メント体制の構築支援

・保健・医療・福祉のサービスを対象者に包括的・継続
的・効率的に提供できるよう地域ケア会議（月1回）、ケア
マネジメント会議（月1回）を定期開催した。
・高齢者や介護者が身近なところで相談などができるよ
う地域包括支援センターの業務の一部を市内の4ヶ所の
在宅介護支援センターに委託し、高齢者の自立した生
活が送れるよう支援した。

¥10,284,000 A 現状維持

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい生活を送れ
るよう保健・医療・福祉・介護の関係職種が連携し、
包括的・継続的に支援するために継続して実施する
ことが必要である。
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1340Ca1 介護福祉課 介護予防支援事業
要支援者に対する適切な支
援計画の作成・評価

介護認定において、要支援１・２の判定を受けた者に対
し、地域包括支援センター直営または居宅介護支援事
業所への委託により介護予防支援計画書を作成、評価
した。
21年度支援計画作成件数＝直営作成数；1422件、委託
作成数；1359件

¥25,675,000 A 現状維持
介護保険法に定められた業務であり、要支援の認
定状態になっても重度化を予防するため適切なケ
アﾌﾟﾗﾝを作成することは重要である。

1340Db1 介護福祉課 介護予防普及啓発事業
介護予防に関する基本的知
識の普及、パンフレット等の
作成・配布

・認知症サポーターを養成するための講師役となるキャ
ラバンメイトを16名養成した。
・認知症サポーター養成講座を5回開催し93名のサポー
ターを養成した。
・介護予防教室や講演会で認知症予防の知識の普及啓
発を行った。

¥367,000 B 現状維持

高齢者人口の増加に合わせ認知症高齢者の増加
も予測されており、認知症になっても住み慣れた地
域で自分らしい生活を送るためには、認知症を正し
く理解する市民を増やし認知症ケアを推進すること
は重要である。

1340Dc1 介護福祉課
総合相談事業費（総合相
談支援・権利擁護事業）

高齢者の総合相談窓口の開
設、訪問による実態把握、虐
待防止活動

社会福祉士や相談員を配置し、地域に住む高齢者の
様々な相談に対応し、適切な機関や制度、サービスと連
携し継続的に支援した。
高齢者権利擁護に関する相談件数；

¥8,144,000 B 現状維持
高齢者の権利を擁護し、安心して住みなれた地域
で、自分らしく生活することができるよう相談活動を
継続し関係機関と連携し支援する必要がある。

1341Cb1 介護福祉課
老人福祉費（軽度生活援
助事業委託料）

虚弱な一人暮らし高齢者に対
し除雪等軽微な日常生活の
援助をする

事業の大部分を占める除雪について、臨機応変に対応
するため、事前に周知徹底を図った（１１月上旬にケアマ
ネージャーに周知した）ところ、降雪量が多かったという
状況の変化もあったため、例年の３倍程度の利用があ
り、予算の不足を生じた。（予算１０万円、実績：約２０万
円）

¥324,000 A 現状維持
シルバー人材センターの対応力（対事業量）やボラ
ンティア育成で対応可能な部分等を考慮して事業
見直しを検討

1341Cb2 介護福祉課
老人福祉費（高齢者は
り・きゅう・マッサージ費
給付費）

70歳以上で本事業を希望す
る者に１枚1,000円の助成券
を年に6枚給付

例年のとおり実施し、支給実績は前年並みであった。ま
た、事業の分析を行ったところ、集中して使用するケー
スが散見される。また、用率が７割程度、申請者の２／３
が住民税課税世帯であることがわかった。

¥1,268,000 C 廃止 ２２年度より事業廃止

1341Cb3 介護福祉課 老人福祉費（長寿祝金）
長寿の高齢者に対し祝い金
を支給する

２０年度と同様に支給した。 ¥50,583,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））

制度実施後４０年が経過し、高齢者福祉の状況（平
均寿命が延び、社会保障のニーズが変化）、自治
体の財政状況も変化している。他の自治体の状況
（縮小傾向）や市議会でも見直し意見も出る等の情
勢変化に対応した制度設計が必要と考える。しか
し、一方的縮小だけでなく、縮小した財源を現在の
社会福祉により多く充当する方策を検討したい。

1341Cb5 介護福祉課
老人福祉費（高齢者いき
いきパス券購入費補助
金）

70歳以上の高齢者1ヶ月3000
円のバス代助成し、社会参加
促進を促進する

同様に事業継続した。また、利用者調査を実施したとこ
ろ、約４割が市立三沢病院の利用者であった。

¥3,791,000 A 現状維持
利用対象地区である北部地区の高齢者の減少傾
向、市立三沢病院の移転による影響が未知数であ
ることから、当面は、現状維持

1341Cb6 介護福祉課
老人福祉費（高齢者歩行
安全杖給付事業）

75歳以上で介護度１以上の
者に対し、歩行用杖を無料で
支給する

１９本支給 ¥10,000 D 廃止 ２２年度より事業廃止とした

1341Cb8 介護福祉課
老人福祉費（在宅寝たき
り老人等扶助費）

在宅で介護度４・５の者に対
し紙おむつを無料で支給する

一般会計の事業から移管して介護保険特別会計地域支
援事業として実施。
在宅の要介護4・5等の寝たきり者に対し、介護用品（紙
おむつや衛生材料など）のメニューから月5000円分を選
択してもらい、2か月分を委託業者が申請者宅に配達す
る。
平成21年度実績；

¥7,264,000 A 現状維持
介護に必要な用品の一部を現物支給することは、
介護家族の経済的負担の軽減を図ることに繋がり
重要である。

1341Da1 介護福祉課
老人福祉費（老人クラブ
補助金）

会員の教養向上、健康増進、
地域との交流促進を目的とし
補助金交付

４０クラブが活動中で、前年度と同額の補助金を交付し
た.

¥1,891,000 A 現状維持

各種の団体活動に参加する高齢者が増加してお
り、老人クラブそのものは、クラブ数、会員数とも横
ばいであるが、社会貢献（奉仕活動）、いきがい活
動、健康増進等に有効であることから現状維持とし
た。
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平成２２年度　事務事業評価一覧表 資料１　

事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２１年度の取組状況
平成２１年度事業費

（フルコスト）
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1341Da2 介護福祉課
老人福祉費（老人クラブ
連合会補助金）

単位クラブの連絡調整、育成
指導、指導者の育成を目的と
し補助金交付

同額で継続し、補助金交付 ¥933,000 A 現状維持
老人クラブ補助金と同様の理由であるが、自立した
活動をしており、老人クラブの増加があれば、見直
し（拡大を伴う）も十分にある

1341Da3 介護福祉課
老人福祉費（高齢者生き
がいづくり推進事業費補
助金）

高齢者が事件事故に遭わな
いよう研修会を実施

芸能発表会（生きがい対策）、交通安全・防犯大会（社会
参加対策）として実施

¥656,000 B 現状維持
予算措置上で事業を分離しているが、連合会活動
として重要であり、老人クラブ補助金と同様に現状
維持である

1341Da4 介護福祉課
老人福祉費（高齢者いこ
いの家運営費補助金）

商店街の空き店舗を利用し
高齢者が気軽に利用できる
場所を提供する

前年度と同様に補助金を交付した。利用者の増加はな
かった。今後のあり方については、事務事業評価・行政
経営会議の方針を受け、市立三沢病院移転の影響を考
慮して検討することとなった。

¥1,209,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））

市立三沢病院の移転の影響は、これからである
が、現状でも老人の施設として、ニーズは少なく、商
業活性化施設・利便施設としての存続を検討する方
向で検討する必要がある。

1342Cb9 介護福祉課 デイセンター運営費
自立している高齢者に対しセ
ンター内において各種サービ
スを提供

前年度と同様に実施した。利用登録者は、ほぼ満員の
ため利用者等の増加はなかった

¥19,568,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

事業としては高評価であり、可能であれば若干の定
員増も視野に入れており、事業は継続・拡大であ
る。しかし、直営による今の運営と指定管理による
民活でのサービス・経費の比較を検討すると予算的
には縮小の可能性がある

1343Cb4 介護福祉課 敬老会関係経費
70歳以上の高齢者を公会堂
に招待し会を開催する

継続実施 ¥11,057,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））

高齢化社会で対象者増加（会場定員の６倍）、弁当
を貰うだけの人の増加、地域で実施した場合の効
果等を検討し、開催方法を見直し・検討する必要が
ある。その中で、地域の活性化や経費の削減に繋
がるのでないかと考えている。

1345CB10 観光物産課 老人福祉センター管理費
老人の福祉サービスと健康
相談

温泉浴場無料（65歳以上）利用者延べ107,453人。前年
度比５％増。  全利用者（231,490人）に占める上記無料
者は４６％
　使用料収入12,240千円。逸失利益（上記無料者を大人
料金徴収した場合の収入）10,745千円
宿泊施設やすらぎ荘利用者1,755人、ほぼ横ばい。使用
料収入4,541千円。
レストハウス利用者1,604人、使用料収入174千円
使用料収入計17,104千円、前年度比１５％増。指定管理
料年間35,461千円、修繕実績16,642千円

¥52,875,000 B 現状維持

当指定管理料は、「老人福祉センター」だけでなく、
接続している「温泉浴場」「レストハウス」「やすらぎ
荘」の管理を含んでおり、前３施設は「高齢者福祉」
という目的の施設であり、市福祉部門への移管が
望ましい。
多額の指定管理料を必要としているものの、温泉浴
場は北部住民を中心に好評でにぎわっており、継
続すべきと思われる。

1350Ab1 家庭福祉課
児童福祉総務費（ひとり
親家庭等医療費）

ひとり親家庭等に対し医療費
の一部負担金相当額を助成

ひとり親家庭等の父又は母及び児童の医療の負担軽減
のため、県ひとり親家庭等医療費助成事業に基づき実
施した。

¥31,085,000 A 現状維持

1350Aｃ1 家庭福祉課
家庭児童相談室設置費
（母子自立支援員報酬）

母子家庭等の子に対する、就
学支度資金及び修学資金等
の貸付事務

近年の厳しい経済状況の中、母子家庭の母や寡婦は、
生計を支えるための十分な収入を得ることが、困難な状
況にある場合が多いことから県が貸付事業を実施して
いる。三沢市はその受付事務を行った。

¥1,682,000 A 現状維持

1350Ba1 家庭福祉課
家庭児童相談室設置費
（母子自立支援員報酬）
（再掲）

母子家庭等に対して、職業能
力の向上や求職活動の情報
提供等の相談・支援

子育てや母子関係に関する問題、児童扶養手当の受給
やひとり親医療費などの経済上の問題などに関する相
談に応じた。

¥1,682,000 A 現状維持

1350Ad1 家庭福祉課
三沢市母子寡婦福祉連
合会補助金

母子寡婦等の生活の安定に
向けた取り組みを行う活動を
支援

学習・交流会を開催することにより、母子家庭及び寡婦
の福祉向上と生活の安定並びに会の活性化を図った。

¥194,000 A 現状維持

1350Bb1 家庭福祉課 保育所入所決定事務

ひとり親家庭が就職や就職
活動を十分に行うことができ
るようにするため、保育所に
入所する際の選考を優先

保育所入所優先配点表において、ひとり親家庭の特別
加算を設けて優先し、ひとり親家庭の福祉の増進を図っ
た。

¥154,000 A 現状維持

1410Aa1 国保年金課 特定健康診査事業費 パンフレット配布

これまで特定健康診査等に係る事業内容を保険証更新
時にパンフレット送付により周知を行っていたが、今年
度は特定健康診査の開始にあわせ、対象者のいる全世
帯に健診の必要性、実施日等の案内も行った。

¥1,096,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために
健診を実施することは、医療費の抑制につながり、
健全な国保事業運営が図られる。
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1110Ea1 国保年金課
特定健康診断等事業費
(特定健康診査・特定保
健事業)

各保険者による生活習慣改
善を目的とした特定健診、特
定保健指導を実施

特定健康診査受診者　１，３０５名 ¥12,549,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために
健診を実施することは、医療費の抑制につながり、
健全な国保事業運営が図られる。

1410Ac1 国保年金課
特定健康診査等事業費
(特定健康診査・特定保
健事業)(再掲)

特定健診、特定保健指導を
行う

特定健康診査受診者　１，３０５名 ¥12,549,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために
健診を実施することは、医療費の抑制につながり、
健全な国保事業運営が図られる。

1410Ab1 国保年金課
保健事業費(人間ドック事
業、脳ドック事業)

人間ドック１００名、脳ドック１
５０名の実施を行う

平成２２年１月～３月に三沢中央病院・三沢市立三沢病
院に委託し実施した。
人間ドック　４５名　　　　　　　　脳ドック　　８２名

¥1,687,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

生活習慣病、疾病の早期発見・早期治療のために
人間ドックを実施することは、医療費の抑制につな
がり、健全な国保事業運営が図られる。

1410Ba1 国保年金課 納税相談推進事業
徴収率向上のための計画策
定

電話催告、夜間窓口の開設、クレジット収納、口座振替
の促進、差し押さえ物件のインターネット公売

¥0 A
見直し（予算を

伴わない）

納税義務者の現状を把握するためにも、納税相談
をより徹底を図るとともに、納税義務者のニーズに
対応しながら収納率の向上を図るものである。

1420Aa1 介護福祉課
老人福祉費（高齢者保健
福祉計画・介護保険事業
計画策定業務委託料）

保健・医療・福祉全般にわた
る高齢者施策の総合的な計
画の策定

第４期高齢者福祉計画・介護保険事業計画に沿った業
務を実施した。

¥963,000 A 現状維持

　第4期高齢者福祉計画・介護保険事業計画は、平
成21年度～平成23年度までの計画であることから、
事業計画に沿って実施してく。併せて第5期計画策
定に向け準備作業を進める。

1420Bb1 介護福祉課
介護給付等費用適正化
事業（再掲）

ケアマネジメント会議を随時
開催する

月1回ケアマネジメント会議を開催し事例検討や介護保
険に係る学習を実施

¥3,740,000 B 現状維持

高齢化に伴う介護保険給付費の増加の傾向は今
後も続くと想定されるため、適正なケアﾌﾟﾗﾝの作成
や介護予防を意識した支援ができるよう介護支援
専門員等のマネジメントの力を高める一機会として
事業を継続することが必要。

1420Bc1 介護福祉課
介護給付等費用適正化
事業（再掲）

市職員による認定調査の拡
大、研修会・情報交換会を随
時開催する

新規申請及び区分変更の要介護認定調査については
市直営で実施した。
調査員の研修も受講している。

¥8,974,000 B 現状維持
　現在、新規申請の調査は職員2名で対応している
が、短期間に件数が集中した場合は包括支援係に
も依頼しながら実施していく。

1420Bd1 介護福祉課
介護給付等費用適正化
事業（再掲）

介護サービス事業者への指
導・監査を実施する

地域密着型サービス事業者に対して指導を実施しまし
た。

¥123,000 A 現状維持
　市内の地域密着型サービス事業所８箇所につい
て、今までと同様に計画的に実施していく。

1420Be1 介護福祉課
介護給付等費用適正化
事業（再掲）

介護サービス利用者苦情・相
談等の窓口の強化を図る

介護保険制度の説明パンフレットの作成。
三沢市ＨＰの充実。

¥77,000 B 現状維持
　引き続き、介護保険制度のしくみや利用方法など
の広報活動に努める。

2110Aa1 環境衛生課
自然保護費（仏沼水文調
査委託）

仏沼の湿地環境を保全管理
するため、水循環、水収支の
基礎調査

①仏沼の水循環、水収支の調査で、仏沼周辺地域の沼
の中での地下水の関係について調査
②仏沼の周囲に張り巡らされてある用水路・小水路と仏
沼の地下水との関係を調査
③仏沼の中と外に設置した深度別の井戸を用いた水位
観測データの取得
④地下水の水質調査
⑤調査結果報告書

¥3,003,000 A 事業完了
仏沼の水文調査は、平成１９年度から平成２１年度
までの３ヵ年で調査が完了した。

2110Ab1 環境衛生課
自然保護費（仏沼保全活
用協議会補助金）

仏沼保全活用協議会で｢仏沼
保全活用基本構想」を策定、
水管理、火入れ方法の検討

三沢市仏沼保全活用協議会への補助金
　（三沢市仏沼保全活用協議会において、仏沼の水管
理、火入れ方法の検討などを行う。）

¥2,525,000 A 現状維持

三沢市仏沼保全活用協議会は、仏沼の保全活用に
ついて、国・県や関係団体等から幅広く意見を徴
し、仏沼の保全や活用を行うため必要なことから、
事業を継続する。

2110Ba1 環境衛生課 自然保護費
自然環境及び景観の保全並
びに安全・安心な快適利用を
図るため清掃活動

・町内会による海岸清掃
・漁業協同組合・米軍等による漁港及び海岸清掃
・NPO法人おおせっからんど・国土交通省・三沢市が共
催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

¥3,000 A 現状維持
各種団体等による清掃活動により、環境美化や景
観の保全に寄与するため継続する。

2110Bb1 環境衛生課 自然保護費（再掲）
海岸、小川原湖畔，仏沼周辺
等の景観保全活動

・町内会による海岸清掃
・漁業協同組合・米軍等による漁港及び海岸清掃
・NPO法人おおせっからんど・国土交通省・三沢市が共
催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

¥3,000 A 現状維持
各種団体等による清掃活動により、環境美化や景
観の保全に寄与するため継続する。
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2110Bc1 環境衛生課 自然保護費（再掲）
潤いのある水循環を保全し、
快適な環境の形成

・町内会による海岸清掃
・漁業協同組合・米軍等による漁港及び海岸清掃
・NPO法人おおせっからんど・国土交通省・三沢市が共
催で仏沼・小川原湖周辺の清掃

¥3,000 A 現状維持
各種団体等による清掃活動により、環境美化や景
観の保全に寄与するため継続する。

2121Aa1 環境衛生課
自然保護費（非常勤嘱託
員報酬　外）

仏沼の巡回監視、来訪者へ
の案内、環境パトロールカー
の購入

仏沼の巡回監視及び来訪者への案内 ¥1,920,000 A 現状維持
非常勤嘱託員（自然保護監視員）は、仏沼の管理
や来訪者に対する案内及び不法投棄の監視などを
行うため継続する。

2121Ba1 生涯学習課
自然保護費(仏沼自然観
察会講師謝礼）

市内小学校の仏沼自然観察
会

仏沼での自然観察会を上久保小学校、岡三沢小学校、
おおぞら小学校の３校において実施した。

¥86,000 B 廃止
　平成２２年度から学校教育課の総合的な学習推
進事業の一部としての実施に移行することにしてい
る。

2210Aa1 環境衛生課
家庭系ごみ有料化検討
事務

家庭系ごみ有料化の検討
ごみの減量化や分別の徹底の促進を図るため、継続し
家庭系のごみの有料化を検討してきた。

¥741,000 A 現状維持
家庭系ごみの排出量は微減傾向ではあるが、排出
量の監視を継続する。

2210Ab1 環境衛生課
塵芥処理費（事業系ごみ
有料化）

引き続き事業系ごみ有料化
を実施

事業系ごみの有料化の継続により処理原価にあった適
正な処理手数料の負担を求め、ごみ排出量の抑制、及
びリサイクルの取り組みを促した。

¥8,980,000 A 現状維持
事業系ごみの有料化以降、排出量は少しずつでは
あるが減少している。
今後も、事業者に対し啓発活動を継続してゆく。

2210Ac1 環境衛生課
市民・事業者への広報活
動事務

広報みさわ・マックテレビなど
を通じて、ごみの減量化の啓
発をする

平成２１年度においても、カセットボンベ缶やスプレー缶
によるものと思われる火災が発生した。このためマックテ
レビや広報紙による分別収集の徹底や使い切ってから
出すよう案内を行った。

¥31,000 A 現状維持
事故防止の観点からも、継続的に周知する事とす
る。

2210Ad1 環境衛生課 環境教育への支援
市内小中学校と連携を図り、
児童・生徒への環境学習を支
援する

小学校社会科学習の一環とし施設見学会を実施（２７４
人）中学生取材学習として清掃センターの役割等の調査
（１２人）三沢ウオッチングほか個人見学（２５人）などを
通し、ごみ問題や環境に与える影響などの情報提供や、
学習支援を行った。また、おおぞら戦隊サワレンジャー
による学校訪問による啓発活動を行った（対象小学生２
００人）

¥309,000 A 現状維持
ごみ問題への感心を児童生徒に理解するようにす
ることは重要であり見学会等を通しわかりやすく説
明するよう心がける。

2210Ba1 環境衛生課
家庭系ごみ発生抑制事
務

広報みさわ・マックテレビを通
じて、家庭から排出されるご
みの発生抑制を促す

広報みさわ等による啓発記事の掲載による周知 ¥247,000 A 現状維持
ごみの排出量の削減は市民一人ひとりの取組みが
重要でありその意識の醸成のための取り組みは継
続すべきである。

2210Bb1 環境衛生課
事業系ごみ発生抑制事
務

事業系ごみ有料化を継続し、
ごみの排出抑制を促す

広報みさわによる、ごみの減量化及び天然資源の節約
について周知した。

¥77,000 A 現状維持
事業系ごみの有料化により、年々ゴミの排出量は
減少傾向であが、今後も計画的に周知を行っていく
ことは減量化に向け有効であると考える

2210Bc1 環境衛生課
自己処理責任の推進事
務

事業者に対し、チラシなどで
適正排出を促す

平成１８年度からの事業系ごみの有料化が始まり、事業
者への周知は浸透してきたため排出量を記録しその推
移を見守った。

¥108,000 B 現状維持
事業系ごみの有料化は、だいぶ浸透してきたが継
続し事業者に対し「自己処理責任」と排出量の抑制
を働きかける。

2210Ca1 環境衛生課
市民へのリサイクル推進
事務

各種団体の会合等に出向
き、分別排出の徹底やリサイ
クルの推進を図る

地域活動を通し、資源物を回収しゴミの分別、リサイク
ル資源物（紙類）の回収を行う団体に対し助成金を助成
し、リサイクルに対する意識の醸成を図った。また、施設
見学会等を通し、リサイクルの重要性等について周知し
た。

¥219,000 A 現状維持
資源のリサイクルは重要な課題であり、継続してリ
サイクルの重要性の啓発に努める必要がある。

2210Cb1 環境衛生課
事業者へのリサイクル推
進事務

事業系ごみ有料化を継続し、
リサイクルへの転換を促す。
また、事業所等へ出向き、分
別排出の徹底やリサイクル推
進を図る

平成１８年度からの事業系ごみの有料化が始まり、事業
者への周知はだいぶ浸透しきた。事業系資源ごみの受
入れは無料であるが、運搬費がかかることからリサイク
ル業者へ直接引渡しているものと思われ、資源ごみとし
ての排出量を記録しその推移を見守ってきた。

¥478,000 A 現状維持
センターに搬入される資源物の分析を継続し、リサ
イクルの必要性について事業者等への取り組みを
促す。

2210Da1 環境衛生課 環境美化の推進事務
各種団体が行う清掃活動へ
の協力

連合町内会が中心に年２回のクリーン大作戦や、東部
地区町内会などによる海岸線清掃活動などにより不法
投棄の撤去や清掃活動により市内の環境美化に貢献さ
れた。

¥1,203,000 A 現状維持
各団体が行うボランテアによる清掃及び環境美化
活動について引き続き支援する。
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平成２２年度　事務事業評価一覧表 資料１　
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2210Db1 環境衛生課 ごみ問題への啓発事務
市民一人ひとりが、ごみ問題
への意識向上を図るため、チ
ラシなどで啓発する

広報みさわに、ごみ減量の啓発記事の掲載した。また連
合町内会によるクリーン大作戦の支援を行い、市民が
環境美化への意識向上やごみの減量化への啓発に努
めた。

¥347,000 A 現状維持
ゴミ問題や環境美化への意識の向上、啓発につな
がるため継続して実施してゆく。

2220Aa1 環境衛生課 生活排水対策事業
河川の浄化活動・事例発表
等情報交換など、生活排水
全国大会の開催

・全国生活排水対策協議会負担金
・全国生活排水対策セミナー出席
・全国生活排水対策協議会総会出席

¥246,000 B 廃止
全国生活排水対策重点地域指定市町村連絡協議
会での成果目標が達成されたことにより廃止する。

2220Ab1 環境衛生課
環境美化支援事業（衛生
センター）

し尿・浄化槽汚泥による堆肥
化（家庭菜園用肥料として配
布）

堆肥化用脱水汚泥の搬出量　１０２，７９０㎏（103㌧弱）
教育施設の環境美化用、歩道及び公園等の花壇用、環
境啓発事業の参加者等に配布

¥62,000 A 現状維持
衛生に関する市民への啓発のため、継続して実施
する。

2220Ac2 都市整備課 公園環境整備業務委託
三沢公園緑化公社と地域住
民が一体で、公園維持管理
活動を推進する。

公園６７ヶ所の環境整備を実施。３７団体が公園維持管
理活動に参加。
公園遊具の日常点検及び桜等の剪定を実施。
平成２１年度より街路樹管理を公園環境整備等業務委
託に含まれ、街路樹の管理を行った。

¥47,967,000 A 現状維持

市民の憩いの場である公園、街路の維持管理であ
るため、必要不可欠である。今後も、市民ニーズを
踏まえた維持管理を推進していかなければならな
い。

2220Ba1 環境衛生課
（仮称）地球温暖化防止
実行計画の策定事業

地球温暖化の防止について
の三沢市の取り組みを定め
た実施計画の策定

ＩISO１４００１の導入以降からの取り組みの継続　「三沢
市地球温暖化防止実行計画」（エコオフィスプラン）　ｸｰ
ﾙﾋﾞｽﾞ（７月～9月）　週１回（自家用車通勤の自粛、ﾉｰ残
業デー）

¥0 B 現状維持
地球温暖化防止のため、今後もエコオフィスプラン
を継続して実施する。

2220Bb1 環境衛生課
省エネルギー普及啓発
事業

太陽光発電・自然再生エネル
ギーの情報収集及び検討

脱化石燃料由来のｴﾈﾙｷﾞｰから自然再生ｴﾈﾙｷﾞｰへの
転換に向けての啓発として自然ｴﾈﾙｷﾞｰの町として知ら
れている岩手県葛巻町へ一般市民を対象とした研修視
察を実施

¥154,000 B 現状維持
市民に対し省エネルギーの普及啓発のため、事業
を継続する。

2223Ad1 環境衛生課 動物保護費
狂犬病予防注射の推進・しつ
け教室の開催等

狂犬病予防注射　春（5月）と秋（10月）の２回実施。　接
種頭数（接種率）　1,894頭（76.8%)  犬のしつけ教室開催
春日台せせらぎ公園　参加犬及び人数　15頭　22人

¥1,821,000 A 現状維持

狂犬病予防法により毎年狂犬病予防接種を受けな
ければならないことになっていることから、接種率を
向上のため集団接種を継続する。
また、犬の糞や泣き声などの苦情があることから、
マナー向上に対する事業を継続する。

2230Ag1 基地渉外課
基地対策費（航空機騒音
測定調査）

航空機騒音測定器により騒
音測定及び分析を行う

市内5ヶ所（淋代平、根井、花園町、浜三沢、駒沢）に設
置した常時騒音測定器にて、航空機騒音の測定を実施
した。

¥1,712,000 A 現状維持
騒音実態の把握のために、客観的なデータを収集
する必要があり、今後とも継続的かつ効率的に事
業を実施していく必要があるため。

2231Aa1 環境衛生課
公害対策費（悪臭監視調
査委託料）

公害防止協定事業所からの
排水調査・悪臭調査　年2回
7事業所

公害防止協定事業所　5社７事業者（大規模畜産事業
所）を対象として年２回　悪臭監視調査を実施。

¥3,072,000 A 現状維持
公害防止協定に基づく監視調査であることから、継
続し監視していく。

2231Ab1 環境衛生課
公害対策費(公共用水域
汚濁調査委託料)

河川の水質分析年2回　古間
木川・三沢川ほか

・公共用水域等汚濁調査地点（古間木川、三沢川、三川
目川、淋代川、細谷川、六川目川、織笠川、農業用かん
がい排水、基地排水）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
低質（古間木川、三沢川、淋代川）

¥3,661,000 A 現状維持
市内の主な河川の水質汚濁状況を把握するため必
要であることから、調査を継続する。

2231Ac1 環境衛生課
公害対策費(地下水水質
調査)

地下水を利用している施設の
水質調査　市内5ヶ所　市役
所ほか

調査箇所は市役所、古間木小、上久保小、木崎野小、
堀口中学校の５箇所の井戸水を調査

¥182,000 A 現状維持
地下水の汚染状況を把握するため必要な業務であ
ることから、調査を継続する。

2231Af1 環境衛生課
公害対策費(水生生物調
査：小田内沼）

水生生物の種類・生息状況・
河川の水質調査

小田内沼から小川原湖へ注いでいる小田内川の水生生
物生息調査　Ｈ２１年９月１０日実施　生息水生生物等
（ｲｻｻﾞｱﾐ､ｲｿｺﾂﾌﾞﾑｼ、ﾄﾞﾌﾞｶﾞｲ）

¥66,000 A 現状維持
自然環境の変化を確認するため必要なことから、調
査を継続する。
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2310Aa1 基地渉外課 防音工事助成事業
対象施設の拡大、施工基準
の改善を国に要望

平成２２年度重点事業に関する要望」を通じ防衛省等へ
要望
「三沢基地周辺対策に関する要望」を通じ防衛省等へ要
望
青森県基地関係県市町村連絡協議会が実施する「基地
周辺対策に関する要望」を通じ東北防衛局へ要望
防衛施設周辺整備全国協議会が実施する「防衛施設周
辺整備対策に関する個別要望」の中で防衛省へ要望

¥309,000 A 現状維持

平成２２年度において、樹脂サッシの使用が東北管
内で青森県のみ認めるとの報告があり、住民の要
望を受け、国に施工基準の改善を求めた活動の結
果である。今後も、更なる施工基準等の改善を国に
対し要望することは必要である。

2310Ab1 基地渉外課 移転補償
移転対象地区の早期移転を
国に要望

平成２２年度重点事業に関する要望」を通じ防衛省等へ
要望
「三沢基地周辺対策に関する要望」を通じ防衛省等へ要
望
青森県基地関係県市町村連絡協議会が実施する「基地
周辺対策に関する要望」を通じ東北防衛局へ要望
防衛施設周辺整備全国協議会が実施する「防衛施設周
辺整備対策に関する個別要望」の中で防衛省へ要望

¥309,000 A 現状維持
集団移転に関しては、平成２２年度をもって完了す
る見込みであるが、個人移転に関しては今後も要
望活動を継続していくため。

2310Ab2 都市整備課
三沢対地射爆撃場周辺
集団移転先地公共施設
整備事業

天ヶ森、砂森地区の集団移
転先地の整備工事

○20年度事業（H20-21国債工事：2年目）
道路工 L=800m、下水道工 L=477m、配水管工
L=778m、共同受信施設設置工 1式

¥62,460,000 A 事業完了

2310Ac1 基地渉外課 移転跡地の有効利用
移転跡地の整備と無償使用
許可に係る規制緩和の国へ
の要望・提案

無償使用許可の用途及び対象者の拡大を求めた。 ¥309,000 A 現状維持
移転跡地の許可対象が地方自治体に限られている
ため、市が規制緩和を求める必要があるため。

2411Ba1 生活環境課
交通防犯対策費（安協補
助金・母の会活動費補助
金）

安全協会、交通安全母の会
による街頭指導・交通安全教
室等開催

市民・運転者への交通安全の呼びかけ、街頭指導や子
ども・高齢者が安全に行動できる習慣や交通規制につ
いて指導を行ない、交通安全対策に努めている。

¥2,452,000 A 現状維持
今後とも、市民の交通安全意識を図りつつ、交通事
故防止に向けた適切な対策を推進する。

2411Bb1 生活安全課
交通防犯対策費（交通整
理員設置費補助金）

通学児童の交通安全指導
交通安全指導員(PTA等)の
養成講習会開催

交通整理員による通学児童・生徒の交通安全指導及び
交通安全指導員（PTA等)への交通安全指導員講習会
の開催

¥7,427,000 B 現状維持

交通安全整理員が通学児童・生徒に対し交通安全
指導を行ない交通事故防止に努めているが、交通
量・歩行者数を考慮し、効率的な交通安全整理員
の配置を行い交通安全対策を推進する。

2412Aa1 生活安全課 交通安全施設整備事業
カーブミラー・区画線・標識等
の整備

区画線（中央線）及び道路反射鏡を設置することで、車
両の円滑な通行、交通事故防止を図っている

¥5,229,000 A 現状維持
見通しの悪い道路に道路反射鏡や道路区画線等
の整備を今後も行うことで安全対策を講じる。

2424Ba1 生活安全課 青少年対策費
巡回活動・各種行事等の特
別巡回・有害図書の排除活
動

地域一体となって関係団体と連携を図り、青少年の非行
防止、有害環境の浄化活動の推進や防犯体制の強化
充実を図る

¥8,130,000 B 現状維持

今後もこの事業を継続することにより、市民に「自分
たちの地域は自分たちが守る」という意識の高揚を
図るとともに、青少年の健全育成や防犯体制の充
実を図る。

2430Ab1 生活安全課
生活対策費（消費者の会
補助金）

消費の正しい知識の普及・調
査研究等

多種多様な消費者問題に対応できる「自立した消費者」
を目指し、各種講習会への参加及び学習会等を開催し
て会員の資質向上に努めている活動に対して補助金を
交付して支援した。

¥285,000 B
見直し（縮小（予

算を伴う））

消費者トラブルを未然に防ぐためには、消費者自ら
が考え判断できる能力を高めていくことが重要であ
ることから、消費者の会の活動支援は必要と思わ
れるが、会運営費に占める補助金の割合が高いの
で、活動・運営に対する主体形成を図るため、補助
金の削減を図る。

2430AC1 生活安全課 消費生活窓口事業
苦情相談・担当職員による適
切なアドバイス。関係機関と
の連携

消費者問題研修会等に参加し、相談業務担当職員の実
務能力向上を図った。

¥246,000 A 現状維持

相談者への適切なアドバイスは、相談者に対し安心
を与え、消費生活の安全・向上に対する意識啓発
に大きな役割を果たすことから、相談業務担当職員
の更なるレベルアップを図っていく。

2431Aa1 生活安全課
消費生活対策費（東北都
市消費者行政協議会負
担金）

消費者の苦情等の円滑な解
決法の情報提供

東北都市消費者行政協議会の総会が三沢市で開催さ
れ、消費者トラブルに関する研修会及び各市における消
費者行政の諸問題について情報交換を行った。

¥94,000 A 現状維持
東北全市が加入していることから、都市間の情報交
換及び連携が図られる。
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平成２１年度事業費
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2510Aa1 総務課 危機管理体制の整備

地域防災計画及び国民保護
計画を含めた危機管理指針
に基づく各種対策本部運用
体制の確立。

   三沢市危機管理指針を危機管理体制の最上部の位
置づけから防災計画、国民保護計画以外の危機事象に
対応するための指針とし、三沢市の危機管理体制を防
災計画、国民保護計画及び危機管理指針の３本立ての
体系とした。
　三沢市危機管理指針を職員、ＨＰ及び、広報みさわに
て公表、周知を図り、各課においては、三沢市危機管理
指針に基づき、想定される危機事象別の危機管理個別
マニュアルを作成し、完成したマニュアルをシナジーにて
掲示し、職員間の情報の共有を図った。

¥1,275,000 A 事業完了

2510Ab1 総務課 危機管理能力の強化

総合的な災害対応力を向上
するために、危機管理計画の
策定と職員の危機管理意識
向上に必要な訓練・検証の実
施。

　 災害発生時に様々な方法で付与される災害状況を、
収集・分析・判断・対策方針を検討するなどの災害対処
活動を模擬的に体験し、実際の災害に迅速かつ的確な
対応ができるよう個々の災害対応能力の向上を図ること
を目的として、ロールプレーイング方式の図上訓練によ
る、災害対策本部運用訓練及び消防活動運用訓練を実
施した。

¥70,000 A 現状維持

職員の災害発生時に対応できる体制づくりには、日
常的な訓練等の実施が不可欠であることから、今
後も災害を想定した図上訓練等の各種訓練を実施
していく必要があるため。

2510Ac1 総務課 国民保護計画の推進
三沢市国民保護計画に基づ
く関係機関との連携強化を目
的とした合同訓練の実施。

   青森県総合防災訓練において、アイスアリーナでのス
ポーツイベント中に化学剤の使用とみられる爆発事案が
発生したとの想定で、現地対策本部設置運用、避難誘
導、救助、救出、応急救護所設置運用、除染等の訓練
を実施した。市及び各消防機関、自衛隊、米軍、医師会
の災害対応の連携を確認した。

¥1,543,000 A 現状維持
国民保護計画で想定される事案に対応するため、
実働訓練を通じた職員の能力強化を図ることが必
要であるため。

2510Ba1 総務課 防災訓練の充実

自然災害に対する訓練及び
市民の防災力を高めるため
の町内会単位による実践的
な訓練の実施

　平成２１年度県総合防災訓練を実施し、８１機関、１，０
８１人が参加し、各防災関係機関による実働訓練を実施
した。
　全市民参加型訓練については、９７町内会、２，６７８
人が参加し、主な訓練は、初期消火訓練、炊出し訓練、
参集訓練、防災に関する話し合い、バケツリレー等を実
施した。

¥1,163,000 A 現状維持

地域の防災力は、市職員及び消防隊員の危機対
応能力の向上に加え、地域住民の防災力強化が不
可欠であることから、毎年行われる市総合防災訓練
及び地域自主防災訓練を通じた地域防災力の強化
を図っていく。

2510Bb1 総務課 防災知識の普及
マックテレビ、広報みさわ及び
三沢市ＨＰ等の活用による防
災知識や情報の提供。

　市民及び職員の防災意識の高揚促進のため、広報み
さわに防災特集を掲載し、防災係のＨＰを、緊急情報、
防災マップ、防災パンフレット、地域防災計画、国民保護
計画等の防災に関する数多くの情報を掲載できるようリ
ニューアルし、さらに防災啓発講習、気象講習、防災シ
ンポジューム等の各種講習、研修等を実施した。また、
防災情報を提供するツールとして、防災無線、マックテレ
ビに加え、「情報メールｉｎ三沢」による携帯メールへの防
災情報等の配信を開始した。

¥1,288,000 A 現状維持

防災情報の普及は、地域の防災力強化に不可欠で
あることから、引き続き、マックテレビ、防災行政無
線、ＨＰ及び「情報メールｉｎ三沢」を活用した防災情
報の提供を強化していく。また、防災知識の普及の
ため、各種市民向け研修会等についても実施して
いく。

2510Ca1 予防課
自主防災組織の結成促
進

地域防災力の強化に必要な
自主防災組織結成の促進。

　平成21年4月に大町第四町内会、浜三沢町内会が自
主防災組織を結成し、2団体増えて現在は12団体になっ
ている。現在の組織率は約１２．５％で昨年より２．４％
増えている。

¥1,543,000 A 現状維持

広報紙や町内会会長会議等で自主防災組織の必
要性及び重要性を訴え、各町内会へのより一層の
防災意識の高揚を図るとともに、結成への依頼文
書等を発送し、町内会単位の説明会の機会を増や
し、積極的に自主防災組織の結成を促進する。

2510Cb1 予防課
自主防災体制の強化（自
主防災組織補助金）

火災予防週間、防災週間、ク
リーン作戦等に併せて行う市
民、事業所、地域等による自
主的な訓練の実施。

春・秋の火災予防運動期間中の防火広報活動、青森県
防災訓練・消防のつどい・各シンポジュウム等への参加
及び自衛消防訓練の実施など自主的に活動し、防災意
識の向上を図り、知識及び技術の習得に努めました。

¥1,867,000 A 現状維持

火災予防運動期間の広報活動、三沢市総合防災
訓練への参加、自主防災訓練の実施及び防災講
演会等への参加を通じて組織の充実と推進を図
る。

2510Cb2 予防課
自主防災組織資機材整
備事業外

災害用資機材の整備
備蓄倉庫、消火器、スコップ
等防災活動用品

　現在、自主防災組織１２団体結成されている内、７団
体が災害用資機材の未整備であったが、６団体へ経済
危機対策臨時交付金８，０００，０００円、１団体に平成２
１年度コミュニティ助成事業を活用し、２，０００，０００円
の助成金を交付した。（交付実績：７団体）

¥10,926,000 A 現状維持
今後、新しい自主防災組織が結成された場合は、
自主防災組織育成事業助成金を活用し、防災資機
材の整備をする。
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2510Cc1 総務課
災害時要援護者援護体
制整備事業

災害時要援護者援護体制の
整備に向けた関係課等との
協議を実施

 災害時要援護者避難支援全体プラン作成にむけ、福祉
部局とスケジュール等の調整を行った

¥617,000 A 事業完了

2520Bb1 予防課
住宅用火災警報器の普
及・設置促進事務

市民への設置促進広報、説
明会を開催し、住宅用火災警
報器の普及を図る。

　町内会長会議等において住宅用火災警報器の説明を
行い、また各事業所や団体の消防訓練及び救命講習会
等で設置の呼びかけをした。年２回行われる火災予防
運動では、住宅防火対策を重点目標として幼少年婦人
防火クラブ及び自主防災会へ依頼し、防火広報とともに
住宅用火災警報器の設置促進の広報活動を行った。ま
た、三沢市防災協会、幼少年婦人防火委員会の協力の
もと、一人暮らし高齢者に対し住宅用警報器(７５個）を
無料配布した。その他、広報みさわ、ＣＡＴＶ、設置促進
旗の掲示等により、普及啓発に努めた。

¥772,000 A 現状維持
今後も消防団、幼少年婦人防火クラブ等と連携し、
市広報紙掲載やリーフレットの配布を行うなど、住
宅用火災警報器の早期設置の普及啓発に努める。

2521Ba1 予防課
常備消防費（火災予防広
報）

火災予防看板、ポスター等を
作成、掲示し、市民に対する
防火思想の普及啓発を図る。

各署所の防火看板の掲示、広報みさわ及びＣＡＴV等の
広報媒体を活用した防火広報を実施した。春の火災予
防運動では、防火ポスターを作成し、公共施設及び店舗
等に掲示。秋の火災予防では、幼児の消防車写生会、
消防フェスタを開催し広く市民に防火を呼びかけた。ま
た、幼少年婦人防火クラブ及び自主防災会に依頼し、火
災予防期間中の防火広報を実施した。
しかしながら三沢市の火災件数は、平成２０年１８件、平
成２１年２３件と２０年に比べ５件の増であり、今まで以
上に広く市民に防火の呼びかけが必要である。

¥2,617,000 A 現状維持

火災予防運動・危険物安全週間など防火運動を中
心に消防フェスタ、消防車両等の写生会等の実施、
広報誌等の広報媒体を活用した広報活動の実施、
各種イベント等での防火チラシや啓発物品の配布
等による意識啓発を行う。また、消防団、幼少年婦
人防火クラブ及び自主防災組織に防火広報のお願
いをし、広く市民への火災予防思想の啓発を行い、
火災予防や火災の軽減を図る。

2521Ca1 予防課
常備消防費（幼少年防火
クラブ補助金）

幼少年消防クラブにおける各
種防火、防災活動への支援

春秋の火災予防運動での防火活動を通して、子供たち
自ら防火に対する意識を高め、火遊びによる火災予防
につながるとともに、家族や地域住民の防火意識の高
揚が図られた。また、クラブ指導者は各種研修会等へ参
加し、防災意識を高め、防災への知識と技術を習得しク
ラブの指導に生かした。

¥1,705,000 A 現状維持

火災予防期間中での防火広報の活動、高齢者施設
への訪問などにより、幼少年の防火意識の高揚を
図り、火遊び等の防止につなげ火災の低減に努め
る。

2521Cb1 予防課
常備消防費（婦人防火ク
ラブ補助金）

婦人防火クラブにおける各種
防火、防災活動への支援

春・秋の火災予防運動期間に防火及び住宅用火災警報
器の設置を呼びかけ、防火の啓発に努めた。また、各研
修会、講習への参加、三沢市防災訓練等の市の行事に
自主的に参加し、防火防災意識を高め、知識技術の習
得に努め、地域の防火防災活動に役立てた。

¥1,750,000 A 現状維持

火災予防運動はもとより、市防災訓練、消防出初式
等の行事に参加し、火災予防及び住宅用火災警報
器設置の促進に努める。また、各研修会やシンポジ
ウムに参加し、防火防災の知識技術を深め、地域
住民の防災意識の向上に役立てる。

2521Cx2 予防課
自主防災組織資機材整
備事業

災害用資機材の整備
　備蓄倉庫、消火器、スコップ
等防災活動用品

　防災資機材未整備の自主防災組織６団体に対して、
地域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用し防災資
機材の整備を完了した。これにより、現在結成されてい
る自主防災組織１２団体全てに防災資機材が配備さ
れ、地域住民の防災意識が益々高まり、災害時の被害
の軽減につながる。

¥8,926,000 B 現状維持

　防災力の強化のため、自主防災組織の結成促進
を図っているところであり、新たに自主防災組織が
結成された場合には、自主防災組織育成事業等を
活用し、防災資機材等の整備事業に取り組んでい
きたい。
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2521Da1 管理課
常備消防費（救急救命士
養成）

救急救命士の養成及び薬剤
投与等の追加講習を受講し、
救急活動体制の整備を図る。

　救急救命士　1名　養成
　薬剤投与追加講習　1名　修了
　気管挿管実習　2名　修了

¥3,320,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　救命士の養成は計画的に実施できているが、救
急救命士の資格が拡大されたことに伴う気管挿管
実習及び薬剤投与追加講習への派遣が毎年度1名
から2名では、年数を要することから、派遣方法を見
直し、拡大された資格の早期の取得を目指す。
　気管挿管実習については、受け入れ側病院の手
術状況等に左右されることから、これまでと同様に
年間2名程度の派遣となるが、薬剤投与追加講習
については、学校側の受入れ体制も充実しているこ
とから、年間1名の派遣を、早期の資格取得を目指
し、年間3名程度の派遣とし、平成23年度から約3年
で完了させ、救命率の向上を図る。

2521Db1 管理課
常備消防費（普通救命講
習会）

市民に対する普通救命講習
会を開催し、救急法取得者の
拡大を図り、市民協同の救命
体制を目指す。

　普通救命講習（3時間）　1,008名
　普通救命講習（4時間）　40名
　上級救命講習（8時間）　27名
　救急講習（3時間未満）　420名  　　　　計　1,495名

¥1,742,000 A 現状維持
　今後も広報みさわ等を活用した広報活動を実施
し、救急講習会を通じた救急法取得の普及に努め
る。

2523Ab2 管理課 消防設備整備事業 消防用資機材の整備
　救助用支柱器具等一式
　高発泡器具　６組                      ※以上３点を「１」式
とするセット数を目標値として設定。２１年度完了。
　空気ボンベ　２６本

¥8,692,000 A 現状維持
　効果的な災害活動及び隊員の安全確保を図るた
めに、継続的に資機材等の整備を図っていく必要
がある。

2523Ab6 管理課 消防施設整備事業
消防総合庁舎車庫換気設備
改修工事

消防総合庁舎車庫換気設備改修工事 ¥11,792,000 A 現状維持

　消防施設のうち、車庫換気設備の改修工事は完
了したが、老朽化の著しい消防庁舎、分署等の改
修を実施し、災害拠点の確保に努めなければなら
ない。

2523Ab7 管理課 消防団施設整備事業
消防団第14分団屯所移転事
業

消防団第14分団屯所実施設計 ¥1,953,000 A 現状維持

　天ヶ森地区の消防団第14分団屯所の移転整備
は、平成22年度をもって完了するが、平成23年度以
降は、消防団第1分団（浜三沢）をはじめ、老朽化が
進む消防団屯所の建て替えを進める必要がある。

2530Aa1 総務課
防災拠点の耐震化の促
進

昭和５６年に改正された現行
の耐震基準以前の基準によ
り建設された防災拠点の耐
震改修に必要な耐震診断の
実施の促進

平成２１年度現在の耐震診断必要な施設の把握と診断
に着手した施設の把握を行った。
また、耐震診断等の実施が見込めない避難所として使
用する施設について、避難所として使用の可能性につ
いて担当課と協議した。

¥31,000 A 現状維持

避難所の耐震診断を実施することにより、耐震化が
必要な施設を把握できることから、引き続き避難所
を所管する関係課に耐震診断を実施するよう働き
かけを行っていく必要があるため。

2530Ab1 総務課 災害対策拠点整備事業
市役所の耐震化及び自家発
電装置の整備手法について
の関係課による検討

　コストを抑えた自家発電装置の改修方法案を作成し、
業者側と実現の可能性について協議したが、電気保安
上実現不可との結論に至った。

¥77,000 A 現状維持

市庁舎は災害拠点となる施設であることから、災害
発生時に想定される停電に備えて、老朽化した自
家発電装置の更新等が必要であり、担当課と引き
続き導入手法等について協議していく必要がある。
　また、市庁舎は昭和４６年建築であることから、現
在の耐震基準を満たしていないため、耐震診断を
実施し、耐震化の有無についても担当課協議してい
く。

2530Ac1 総務課 避難所表示板整備事業
市内各避難所に避難場所案
内板を設置する

　平成２０年度に全避難所の避難所案内看板の設置が
終了した。平成２１年度は、地域防災計画の修正項目で
ある避難所の見直しの検討を開始したことから、新たに
設置が必要となる避難所案内看板について検討を行っ
た。

¥0 A 事業完了
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2530Ba1 総務課
全国瞬時警報システム
整備事業

防災行政無線の自動起動化
するためのシステムの整備

平成21年度、国の方針により、国費１００％で整備する
旨が示されたことから、それに係る予算調整、交付申請
等に係る各種手続きを行った。事業の着手については、
全国瞬時警報システムの機器が新機種に更新されるこ
ととなり、その新機種の販売がＨ２２年度中にずれ込む
ことになったため、事業を繰越すこととなった。

¥1,852,000 A 事業完了

2530Ca1 総務課 関係企業との協定締結

関係企業と、災害時における
応急生活物資の安定供給、
物資の配分及び食料の配送
等に関する協定の締結の促
進

災害時おける支援協力に関する協定（マックスバリュー
東北㈱、㈱サンデー、㈱ユニバース）、三沢市と三沢警
察署の「住民の安全に関する協定」、災害時おける資器
材等物資の供給協力に関する協定（ホーマック㈱）の締
結を行った。

¥319,000 A 現状維持

　災害発生時に必要な物資等の安定的な供給によ
り、災害対応及び避難住民への対応等が強化され
ることから引き続き、災害協定締結可能な市内各関
係団体と協定締結をすすめていく。

2530Cb1 総務課 防災施設の整備

車載型防災行政無線の適正
な配置及び非常電源確保の
ための発動発電機の適正な
配置の検討

停電時においても情報伝達がスムーズに行えるよう毎
週金曜日に車載無線の通話試験を実施した。また、停
電時でも携帯電話は使用できることを踏まえ、災害を想
定した情報伝達訓練を警報対応中に総務課職員に対し
て実施した。

¥741,000 A 事業完了

2530Cc1 総務課
備蓄資機材の充実と災
害用物資の調達を可能
とする各種協定の推進。

備蓄資機材の充実と災害用
物資の調達を可能とする各
種協定の推進。

災害時被災者用毛布として５００枚備蓄が完了した。
その他の資機材の備蓄については、市内に事業所を構
える会社との協定に基づく流通備蓄で対応。

¥31,000 A 事業完了

2530Xx1 土木課 河川総務費

河川及び海岸に関する各協
議会等の参加。
河川の維持管理。（高瀬川流
域改修促進期成同盟会負担
金など）

河川及び海岸に関する各協議等への参加
河川の維持管理

¥365,000 A 現状維持

河川・海岸整備等に関し、周辺自治体が協働して取
り組むことに必要性・有効性ともに高い評価を得て
いる。なお、今後は各協議会の効率性について注
視する必要がある。

2530Xx2 土木課 三沢川整備事業 実施設計、改修工事

実施設計L=1,710m
公有財産購入A=3,560.04㎡
支障移転補償２事業者
改修工事,橋梁１基,右岸L=399.3m,左岸L=423.7m

¥164,948,000 A 現状維持
市民の民生安定上重要度の高い事業であり、必要
性・有効性・効率性について高い評価を得ている。

2530Xx3 都市整備課 急傾斜地崩壊対策事業
急傾斜崩壊危険区域におい
て、防止施設を整備し土砂災
害等から人命、財産を守る。

本町地区急傾斜地の修繕に係る工事（負担金：事業費
の20％）
事業費20,000千円×0.2＝4,000千円

¥4,309,000 A 現状維持
急傾斜地の崩壊による市民の人命・財産を守るた
め、今後も崩壊危険箇所を整備していく必要があ
る。

3110Ac1 国際交流課
ウェナッチバレー大学留
学支援事業

ウェナッチバレー大学に関す
る情報提供

ウェナッチバレー大学に関する情報収集を行い、国際交
流教育センター内に資料の設置及び広報みさわやケー
ブルテレビを利用した情報提供を実施した。

¥39,000 B 現状維持
市内の高等学校を含む教育機関と連携し、情報提
供方法の工夫をしながら、進めていく。

3110Bb1 国際交流課
国際交流団体の支援事
業

みさわ国際交流協会等の実
施事業支援

国際交流教育センターで開催されるイベントに多くの市
民が参加した。市としては、会場の提供、職員による協
力支援を行った。

¥524,000 A 現状維持
みさわ国際交流協会が様々なイベントを企画・実施
し、センターの有効活用がなされているため、今後
も継続して、会場提供等の支援をしていく。

3110Bc1 国際交流課
国際交流の情報発信事
業

国際交流教育センター及び
ホームページを活用した国際
交流事業に関する情報発信

国際交流イベントに関するポスター、パンフレットの設
置、ホームページや広報誌への情報提供を行った。

¥1,446,000 B 現状維持
センターへのポスターやパンフレットの設置で、様々
なサークル活動の活性化が図られているため、継
続して設置場所の提供等の情報発信をしていく。

3110Bd1 国際交流課
基地内大学就学支援事
業

基地内大学就学に関する情
報提供

基地内大学説明会とＴＯＥＦＬ・ＩＴＰ試験に関する情報提
供を、広報誌やケーブルテレビで行った。

¥154,000 B 現状維持
情報配信方法を検討しながら、継続して進めてい
く。
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3110Xa1 政策調整課
高等教育機関設置検討
業務

当市の特色を活かした高等
教育機関の設置に係る調査・
検討

　平成21年2月の国際教養教育推進研究会からの提言
を受け、市立外国語専門学校の設置について検討を行
うため、7月から県内18校の高等学校へのアンケート調
査、県内企業や市内団体の代表者等に対しての意向調
査などによるニーズ実施を実施。また、その内容をふま
え、庁内に設置検討チームを組織し、想定モデルなどを
含む中間報告を行った。
　一方、県に対しては重点要望事業として県立による高
等教育機関（大学等）の設置を継続して要望している
が、難しいとの回答を得ている。

¥7,570,000 B 現状維持

　三沢市は米軍基地があることから多くの人が英語
を話す地域特性があり、それを活かしたまちづくり、
ひとづくりを行う事は市の主要な施策である。
　このため今後は、人材の育成、教育レベルの向上
など、教育の充実という面の検討を行い、その中で
学校のコンセプトや、設置形態からの有効性などに
ついて再度検討を行うものとする。

3111Aa1 国際交流課
国際交流推進事業費（姉
妹都市委員会補助金外）

姉妹都市友好親善使節団の
相互派遣

新型インフルエンザが流行したことにより、平成２１年度
の使節団派遣を見合わせた。８月のウェナッチバレーか
らの訪問については、２４人が訪問した。

¥12,338,000 A 現状維持

姉妹都市交流事業は、これまでの経緯を踏まえな
がら文化相互理解を促進するためには欠かせない
事業であり、スケジュール調整及び予算の関係上、
現状維持ですすめていく。

3111Ab1 国際交流課
国際交流推進事業費（姉
妹都市委員会補助金）
（再掲）

使節団受入に係るボランティ
ア登録

使節団受入に係るボランティアの募集を行った結果、９
名の応募があり、８月に訪日したウェナッチバレー使節
団の日本文化体験の際に協力を得た。

¥39,000 B 現状維持
広報やマックテレビへの掲載回数の増等、何らかの
工夫をしながら、継続して進めていく。

3111Ba1 国際交流課
国際交流推進事業費
（ジャパンデー・アメリカン
デー事業費補助金外）

ジャパンデー、アメリカンデー
等の国際交流事業の実施

ジャパンデー・アメリカンデー事業費補助金を交付すると
ともに、ジャパンデーでは、県内市町村のＰＲブースの設
置及び運営、アメリカンデーでは、ポスター配布及びテン
トの設営及び撤去等で職員による協力支援を行った。

¥1,470,000 A 現状維持
三沢市独特のイベントとして知名度も高く人気があ
るが、イベント内容を精査し、補助金の見直しをしな
がら、継続して進めていく。

3120Ac1 国際交流課 外国人居住者支援事業
在住外国人からの各種相談
の受け付けと対応

日本語習得に関する相談１件を受付し、対応した。 ¥15,000 B 現状維持
民間団体からの協力も得られていることから、継続
して進めていく。

3120Bc1 国際交流課
国際交流推進事業費（各
種語学講座）

一般語学講座、日本語講座、
日本文化理解講座の実施

第１期から第３期まで各８講座、合計１４７回実施。ま
た、日本文化理解講座（茶道）を民間団体へ移行するこ
とについて関係団体と協議し、平成２２年度から民間団
体が実施することとなった。

¥1,726,000 A
見直し（縮小（予

算を伴う））
講座内容等を考慮し、実施主体を民間団体へ移行
していく。

3121Aa2 国際交流課
外国人支援事業費（英語
版情報誌等作成）

月刊英語版情報誌
三沢シティニュースを毎月５００部発行。生活情報マップ
は、みさわ国際交流協会が(財)自治体国際化協会の助
成金を受けて作成し、市内の商店等に配布した。

¥741,000 A 現状維持
新たな設置場所も検討しながら、継続して進めてい
く。

3121Bb1 国際交流課
外国人支援事業費（異文
化理解講座）

新赴任軍人・軍属やその家族
に対する日本での生活に関
する講座の実施

毎週木曜日（お盆、祝日を除く）の８：００から１２：３０ま
で、異文化理解講座を実施。実施回数：４１回　参加人
数：１５９８人

¥580,000 A 現状維持 講座内容を講師と相談し、工夫しながら進めていく。

3210Ab1 生涯学習課
地域における家庭教育
支援基盤形成事業

多くの親が集まる機会を活用
して家庭教育関連の学習機
会を提供する

家庭教育支援のための学習機会として「子育て・親育ち
講座」を開催した。
幼稚園での講座１回開催。小学校での講座１回開催。
父親の家庭教育参加促進子育て講座３回開催。

¥316,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　家庭教育力の向上のため、家庭教育に関する学
習の機会の提供は、ますます必要性を増してきてい
る。そのため、国県の補助金を活用できるこの事業
で、より多くの学習機会の提供ができるよう、幼稚園
や小中学校に働きかけ、事業を拡大していく方向と
したい。
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3210Ax1 生涯学習課 学校支援地域本部事業 学校支援地域本部事業

古間木学校支援地域本部を立ち上げ、三沢市学校支援
協議会を設置し学校のニーズと地域のニーズを見合わ
せ、学校支援の有り方を企画・立案・事業評価を行っ
た。また、学校支援コーディネーターを１名設置、学校の
求める人材の斡旋やボランティア活動の場の調整やボ
ランティア名簿の作成、ボランティア活動のPRを行った。
このような取組により、地域の学校支援ボランティアが
学習活動にも参加するなど、学校・地域・家庭の連携が
強化されつつある。
三沢市学校支援協議会３回開催。ボランティア募集のポ
スター・チラシの作成・配布。事業報告書の作成・配布。
学校支援ボランティア養成研修会３回開催。学校支援ボ
ランティア活動報告会開催。

¥2,074,000 A 事業完了

　平成２２年度をもって委託事業は終了となる。平成
２３年度以降については新たに、地域住民の学校
支援のためのコーディネーターやボランティアに対
する支援を計画したい。

3210Ba1 生涯学習課
ジュニア・リーダー宿泊
研修

年２回（夏季・冬季）小学３年
～６年生を対象に小川原湖
青年の家で２泊３日の宿泊研
修を行う

市内小学３年生～６年生を対象に公立小川原湖青年の
家で２泊３日の日程で夏季・冬季の計２回実施。
夏季は、７月３１日～８月２日の３日間、６７名が参加し、
キャンプでの野外活動による様々な体験によりリーダー
シップ能力の向上を図った。
冬季は、１月８日～１０日の３日間、６５名が参加し、講
義や｣レクリエーション、ゲーム等の活動を通してジュニ
アリーダーに求められる基礎的知識の習得を図った。

¥206,000 A 現状維持

　少子化の進展により異年齢集団での活動の重要
性が増していると考えられることから、今後も地道に
ジュニアリーダーの育成を継続し、子ども会を活性
化させる必要性がある。

3210Bb1 生涯学習課 三沢市子どもの祭典
小学生、未就学児を対象にレ
クリエーション・創作活動等を
行う

平成２２年３月１４日武道館にて開催。参加者１０９名。
市内の小学生と未就学児、その保護者を対象として、中
高生のジュニアリーダーの指導のもとにレクリエーション
や創作活動を行った。中高生のジュニアリーダーを含む
子どもたちが一同に会して異年齢集団の中での活動交
流を通して、子ども会の楽しさを知るとともに、豊かな人
間性や社会性の醸成に寄与した。

¥125,000 B 現状維持
　地域の教育力向上のためには、異年齢間の子ど
もの交流が重要であり、子ども会への加入促進の
機会としても、この事業を継続していきたい。

3212Aa1 生涯学習課
家庭教育学級運営事業
費

保護者を対象とした家庭教育
に関する講座を開設する

三沢小学校において、２講座を開催し、参加者は合計
810名。第二中学校において、４講座を開催、参加者は
合計１７５名。
障害児（者）やその保護者等を対象とした「たんぽぽ家
庭教育学級」を６回開催し、参加者は、合計６６名。講座
内容は、たんぽぽ家庭教育学級運営委員会が検討する
とともに講座の準備、実施についても協力を得た。また、
障害児（者）やその保護者等が自由に集える場である
「サロンｄｅたんぽぽ」を月２回総合社会福祉センターに
開設し延べ１２８名が参加した。他に、障害児やその保
護者に有益な情報等を発信する「たんぽぽだより」を毎
月発行した。

¥2,522,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　家庭教育力の向上のため、家庭教育に関する学
習の機会の提供は、ますます必要性を増してきてい
る。そのため、毎年全小中学校での学習機会の提
供に向けて、事業を拡大していく方向としたい。

3220Aa1 教育総務課 学校統廃合検討事務
少子化による複式学級解消
のため、統廃合に向けた統合
検討委員会の会議の開催

淋代小学校の統廃合が完了。 ¥0 A 現状維持

  現在、複式の小学校が１校あることから、少子化
による児童生徒の推移を見ながら、学区の見直し
や統廃合も含めた検討が必要となることが考えられ
る。

3220Ba1 教育総務課
小中学校営繕事業（耐震
診断業務委託料）

学校施設の耐震化に向け耐
震診断の実施

H21年度において、５校の耐震診断を完了。 ¥34,147,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

   H21年度において、5校の耐震診断を完了し、H22
年度は、1校の耐震補強工事、4校の耐震補強設計
を行う。今後は、H23・24年度において補強工事を
行うこととしている。
   また、耐力度調査済みの1校についても、H23・24
年度に新築予定で現在、実施設計を行っている。残
り1校の耐震診断未了の学校(機械室）については、
現在防衛省と協議を進めているところである。
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3220Ca1 教育総務課
学校周辺の安全確保対
策

学校周辺の児童安全確保対
策と通学路の連合ＰＴＡ要望
に対する関係機関との協議

市内4小学校に1名ずつ警備員を配置していた児童安全
確保対策業務委託を廃止し、各学校で組織する安全ボ
ランティアに移行するとともに、各学校の通学路の安全
確保に対する連合PTA等からの要望について関係機関
との協議を行った。

¥62,000 A 現状維持

   今後も、各学校で組織する安全ボランティアと連
携し、児童生徒の通学路の安全確保行っていくとと
もに、各学校の通学路の安全確保に対する連合
PTA等からの要望について関係機関との協議を行
い、学校周辺の安全確保に努める。

32216Ba2 教育総務課 第三中学校新築事業
耐力度調査の結果、改築が
必要と判定された第三中学
校を新築する。

第三中学校新築事業基本計画策定業務委託 ¥4,562,000 A 現状維持 平成２４年度完成を予定している。

3227Da1 教育総務課 教育用パソコン購入事業
小・中学校教育用パソコンの
購入（小学校42台/1校、中学
校84台/2校）

平成21年度　　　岡三沢小（４２）・第五中学校（４２） ¥20,615,000 A 現状維持

   学校教育の充実を図るため、いままでリース契約
していた教育パソコンを、平成19年度から新たに購
入整備し、平成23年度までに市内全小中学校すべ
ての教育パソコンを計画的に買い換えすることによ
り、学校教育の高度化が図られ、児童生徒が、より
効率的、効果的にパソコンを活用することができる。

3230Aa1 学校教育課 学校訪問事業
計画訪問、要請訪問で「学校
教育指導の方針と重点」の周
知徹底を図る

市内全小・中学校へ5月から10月までかけて実施。経営
方針、教育目標具現化に向けた全体構想・学力向上に
向けた取り組み・生徒指導の取り組み・教員の資質向上
策について確認。これにより、各校の課題と具体的な方
策が明確にされた。

¥2,096,000 A 現状維持

児童生徒の学力向上に向け、教員の資質・指導能
力の向上は極めて重要であり、市教育委員会が掲
げる「学校教育の方針と重点」の周知徹底は、今後
も重要な取り組みである為、現状維持とする。

3230Ab1 学校教育課
小・中学校学力・知能検
査

学力検査（小４、小６、中１、
中２）知能検査の実施

知能検査は、小2・小5・中1・中3で実施。学力検査は、全
小・中1・中2でCRT(目標基準準拠検査）を実施。基礎基
本の確実な定着がなされているかを評価。各校では、結
果を分析し課題を明確にすることによって、以降の指導
法の改善を図っている。

¥8,645,000 A 現状維持

児童生徒の学力の実態に応じた適切な対応を高じ
ることによって確かな学力と学習力を身に付けさせ
るため有効的な方法であり、指導法の改善にも成
果がある為、現状維持とする。

3230Ba1 学校教育課
東部上北小・中学校教科
研修会事業

教科研修会と講演会を実施
し、教職員の資質の向上を図
る

止揚コミュニケーション研究所所長による講演会（演題：
「なぜモンスターになるのか？」を実施。英語スピーチコ
ンテストでは、各中学校が集まり、暗誦・創作の部で練
習の成果を発表。それぞれの部の代表が県大会出場で
好成績をおさめている。

¥1,013,000 A 現状維持

児童生徒の学力向上のための授業改善や指導内
容の充実、教育水準を高めるため、教科研修は極
めて重要である。また、スピーチコンテストでは、高
度な英語能力を発表できるよい機会であり、県大会
に出場するなど好成績を収め、英語教育の充実に
も効果的であるため現状維持とする。

3230Bb1 学校教育課 幼小連携教育研究会
幼児教育と小学校教育の関
係者が教育上の諸問題につ
いて理解し合う

幼児教育と小学校教育の関係者が一堂に集まり、お互
いの指導内容や教育上の諸問題について理解しあうこ
とにより、双方の教育活動の一層の充実を図った。

¥87,000 A 現状維持

近年の小１プログレム問題解消のため、幼児保育と
の連携が極めて重要で、情報交換や諸問題の話し
合いは、指導の一貫性が図られ効果的であるた
め、現状維持とする。

3230Bc1 学校教育課 校内研修講師派遣事業
教育課題解決に向けた専門
的研修のための講師派遣

専門的知識と有する教育等から指導・助言を受け、教師
力の向上を図るとともに学校の教育水準を高めることが
できた。

¥155,000 A 現状維持
学校課題解決と教育の指導力向上のため、効果的
であり現状維持とする。

3230Ca1 学校教育課
豊かな心を育てる生徒指
導研究推進事業

豊かな心を育てる教育環境を
つくるための研究と実践活動

中央・東部・北部地区における活動
・長期休業中、お祭り等の巡回指導
・講師を招き生徒指導に関わる研修会の実施

¥1,917,000 B 現状維持

学校・家庭・地域社会が連携を密にし、豊かな心を
育てる教育環境をつくるための研究や細やかな実
践活動を行うことにより問題の未然防止に役立てて
いることから、現状維持とする。

3230Cc1 学校教育課
心の教室相談員設置事
業

全中学校に１名配置。教室復
帰を目指して指導にあたる

全中学校に専門員1名配置し、教育相談室や各学校と
連携しながら、一人一人状況が異なる様々な不安や問
題の解消を求める生徒への相談・助言を図っている。不
登校やひきこもり等の未然防止につながるケースもある
ことから、勤務時間数の増加も望まれるところである。

¥1,725,000 A 現状維持

様々な不安や悩みを抱える中学生徒の相談ニーズ
は大変大きい。事業目的である生徒の生きる力を
高め、育てるために今後も重要で必要不可欠な取り
組みである為現状維持とする。

3231Ac1 学校教育課
指導費（研究指定校研究
委託事業）

教科研究指定、健康教育発
表指定をし、教職員の指導力
の向上を図る

知・徳・体の調和のとれた児童・生徒の育成に向け、教
育の資質向上と指導力の向上に資するものとなった。

¥377,000 A 現状維持

多くの教員が集まり、指導法や実践について討議
し、指導力の向上に最適であり、若手教員の資質
向上を得ることができる重要な機会であるため現状
維持とする。
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3232Cb1 学校教育課 教育相談室設置費
様々な相談活動と不登校児
童生徒の学校復帰を目指し
た指導にあたる

国際交流ｾﾝﾀｰ内に教育相談員2名・適応相談員2名を
設置し多様化している様々な悩みや心配事、不登校生
徒の学習指導等に関して電話相談・来室相談に応じた。
不登校児童生徒の学校復帰を目指し在籍している学校
や保護者との連携を図っている。

¥30,127,000 A 現状維持

いじめや不登校生徒、また多様化する様々な悩み
を持つ生徒・保護者において、効率的・意欲的な支
援や活動により問題解消の方向へ導くことで良い成
果を挙げている。しかし、今後もこのような相談件数
は増加の傾向にあるため、現状維持とする。

3240Ab1 学校教育課
小学校教員英語研修講
座事業

小学校教員の基本的英会話
能力の育成及び指導力の向
上を図る

英語指導法の紹介や基本的な日常会話，英語を用いた
ゲーム等の紹介をし，小学校教員の基本的英会話能力
の育成及び指導力の向上を図っている。２１年度は年間
４回実施し，多くの教師が参加できる機会を確保した。

¥89,000 A 現状維持
小学校教員の多様な英語指導法や基本的英会話
能力は一層求められ、この充実した研修会は、大変
有意義であるため、現状維持とする。

3241Ax2 学校教育課 国際交流推進事業
三沢市小・中学校日米交流
学習推進事業として交流学習
の支援・援助・補助、国際交
流サロン（英会話の場）を実

三沢市内小5・6、中1・2、小中学校教員を対象に国際交
流サロンを開き英会話能力向上に役立った。参加者人
数は、開講期間（6日間）中80名。

¥301,000 A 現状維持

3242Ba1 学校教育課 総合的学習推進事業費
ゲストティーチャー等を活用
し、多様な学習機会の創出を
推進する

内容としては，ふるさと講話，紙飛行機等の製作，日本
の伝統文化体験などが実施されている。また，国際機会
教育として，中国，アイスランド，イタリアの方を講師に，
それぞれの国の風俗・風習等に触れる学習も実施して
いる。本物に触れる機会を保障することによって，学習
内容の幅を広げる良い機会となっている。

¥3,088,000 A 現状維持

国際理解教育、総合的な学習の時間において、外
部より講師を招くことによって、大変貴重で幅広い
学習内容を得ることができることから、現状維持と
する。

3243Ad1 学校教育課
外国人青年招致事業（Ａ
ＬＴ）

外国語指導助手の中学校へ
の英語学習参加により、英語
でのコミュニケーション能力の
向上を図る

２人のALTがほぼ毎日中学校を中心に授業の補助に
入っている。ネイティブな発音に触れる機会が増え，言
語運用の能力が向上している。

¥9,693,000 A 現状維持

小学校のAETと同様に中学校のALTを派遣すること
により生きた英語を学ぶことが可能となり、国際的
な英語能力を得られ、大変貴重で充実した授業と
なっており、今後も継続的に必要であることから現
状維持とする。

3244Aa1 学校教育課
英語活動科推進事業（英
語教育特区）

小学校全学級にAETを派遣
し、英語でのコミュニケーショ
ン能力の向上を図る

小学校英語活動科の全ての授業にAETを派遣し，英語
でのコミュニケーション能力の向上を図っている。児童の
英語の聞き取りや発音の能力が向上している。

¥14,750,000 A 現状維持

小学校英語活動科全てにAETを派遣することによ
り、生きた英語を学ぶことが可能となり、豊かな国際
感覚・豊かなコミュニケーション能力の向上を図って
いる。９０％以上の生徒から「楽しい」という感想を
得られ、より充実した英語活動が期待できるため、
現状維持とする。

3245Ax1 学校教育課
英語教育改善調査研究
事業費

英語教育改善についての調
査研究

英語教育の教育課程上枠組みの検討や英語を用いた
コミュニケーション能力を育成するための学習指導上の
先進的な取り組みを行う。

¥3,870,000 B 事業完了

3251Aa1 生涯学習課
生涯学習のまちづくり推
進事業費（「指導者登録
名簿」整備事務）

各分野で優れた知識、技能を
持つ指導者の登録名簿を整
備し、広く市民に紹介する

２１年度は指導者登録名簿の更新を行った。既登録者
に対して今回発行する名簿への再登録の確認作業を行
い、新規登録者の受付と、登録削除の受付も行った。ま
た、各分野の指導者を探しているという問合せに対し
て、数件紹介を行った。

¥955,000 A
見直し（予算を

伴わない）

情報の提供自体は必要性が高いが、個人情報保護
の観点と、情報提供方法のデジタル化に対応する
必要性があることから、運営方法を見直す必要があ
る。

3251Ab1 生涯学習課
生涯学習のまちづくり推
進事業費（指導者派遣事
業）

「指導者登録名簿」に登録さ
れた指導者を町内会、サーク
ル等の依頼のあった団体に
派遣する

市民の学習機会を拡充し、生涯学習社会の形成を図る
ため、各領域で活躍している指導者を活用し、学習活動
の推進を図っている。平成２１年度は、グラウンドゴルフ
教室、和紙人形作り教室に派遣回数４回、総参加者数８
１名であった。

¥51,000 A
見直し（予算を

伴わない）

制度の認知度を上げるため、教室開催時にはケー
ブルテレビに取材を依頼するなどし、教室の様子を
放送してもらうことにより、この制度をアピールをす
る方向で検討する。

3251Ba1 生涯学習課
生涯学習のまちづくり推
進事業費（弘前大学公開
講座）

生涯学習の推進を図るため
高度で体系的な大学講座を
開催する

①９月２５日「自分で出来る心の健康管理」講師：保健管
理センター　高橋恵子
②９月３０日「教育現場における児童心理」講師：教育学
部教授　豊嶋秋彦
③１０月７日「過食と嘔吐」講師：つくしが丘病院診療部
長　栗林理人
④１０月１４日「心の病気とその対処」講師：大学院医学
研究所助教　佐藤研
以上４回開催受講生２５名・延べ参加者総数９６人で
あった。[受講料4,000円（テキスト代を含む）]

¥166,000 A 現状維持
高度な内容の学習をしたいという市民のニーズと
マッチし、受講料や市の経費も殆どかからないこと
から、この事業を継続、実施していく。
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事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２１年度の取組状況
平成２１年度事業費

（フルコスト）
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3252Ax1 観光物産課 趣味の家運営費
市民の生きがいを持てる趣味
活動の支援

指定管理者に維持運営させた。 ¥18,085,000 B 現状維持
陶芸教室としての機能を維持すべきと考える。
生涯学習担当部署への移管が望まれる。

3310Aa1 生涯学習課 公民館費（市民文化祭）

市民の文化芸術活動の振興
と普及、並びに成果発表の機
会を提供するため、舞台部門
と展示部門を実施する。

専門的知識及び活用できる趣味講座、多様化する社会
情勢に対応する教養講座を開講し市民の学習意欲に応
えるとともにその成果を発表する機会を提供した。参加
文化団体：　　８３団体、舞台公演：１０日間

¥0 A 現状維持

3310Ba1 生涯学習課
社会教育総務費（表彰事
業）

三沢市における学術・文化の
向上発展に貢献した者及び
文化意識の高揚とその普及
に尽力した者を表彰、また、
市内の児童生徒を対象に各
種文化活動・技能大会・展覧
会等において優秀な成績を
収めた者を表彰する。

三沢市における学術・文化の向上発展に貢献した者及
び文化意識の高揚とその普及に尽力した者を表彰した。
また、市内の児童生徒を対象に各種文化活動・技能大
会・展覧会等において優秀な成績を収めた者を表彰し
た。
①１０月３０日（金）公会堂小ホールにて、文化功労賞　２
名を表彰。
②２月５日（金）同ホールにて、少年少女文化奨励賞　６
６名を表彰。（表彰式後に１名追加有り）

¥535,000 A 現状維持

　　文化賞等受賞に関しては、昭和４８年度より毎年
実施されており、今年で３８回目を数える歴史ある
表彰事業である。文化的功績のある個人、団体を
公の場で表彰することは、市の更なる文化振興を図
る観点からも意義深く、永く継続していくべき事業で
ある。　　同様、少年少女文化奨励賞も、昭和５８年
度開始されているが、児童生徒の文化意識の高揚
と活動の推進を促進、奨励するため是非継続してい
くべき事業である。

3311Ab2 生涯学習課
公会堂運営管理費外（企
画展）

様々な分野で企画し、優れた
芸術文化を鑑賞させる機会を
確保するとともに、芸術文化
に対する意欲の高揚を図る。

青少年に優れた文化芸術を鑑賞する機会を与える。
小学校低学年と高学年に演劇、中学校全学年に音楽鑑
賞の機会を提供した。また、年長組みの幼児を対象に幼
稚園・保育園に招待の案内をし１８２名が鑑賞した。

¥0 A 現状維持

3313Ab1 生涯学習課
寺山修司記念館管理費
（テラヤマ・ワールド）

未公開作品の展示を定期的
に交換し来館者に公開する。
またテラヤマの魅力を様々な
角度から捉えたイベントを開
催する。

「テラヤマ・ワールド2009 in 三沢」２１年８月２日（日）午
後２時～　於：寺山修司記念館　屋外多目的スペース
○第１部：トーク『寺山修司・最後の一句と父親像をめ
ぐって』　出演＝榎本了壱　世良　啓　九條今日子
○第２部：三上博史ライブ朗読『父ありき書物のなかに
春を閉ぢ』　出演＝三上博史　エミ・エレオノーラ
※当日入館者数　５４９名　　イベントのみ　４００名

¥62,000 A 現状維持

　寺山修司が没してから既に２７年経過しているが、
テラヤマ芸術は今なお評価が高く出版・演劇・イベ
ント等で取り上げられ、賑わいを見せており、若い
世代のファンも数多い。このような芸術家の記念館
が三沢市に存在することは郷土の誇りであり、その
文化的功績は非常に大きい。平成２１年度より指定
管理者が企画運営をおこなっているが、寺山ファン
のみならず一般向けのイベントも企画し、ますます
内容が充実している。イベント当日の入館者数も増
加していることから、寺山フェスティバルは継続、実
施していく。

3320Ba1 生涯学習課
社会教育総務費（社会教
育活動推進補助金）

民俗芸能保存会連絡協議会
への後継者育成費及び道具
等購入費の補助を行い指定
文化財の保存・整備を図る。

・概ね１０年以上、民俗芸能保存会で活動してきた少年
少女を表彰し、後継者の育成を図った。
・民俗芸能保存会連絡協議会へ道具等購入費の補助を
行った。

¥1,226,000 A 現状維持

民俗芸能は、特殊な道具や衣装等を使用している
ため購入・修理に多額の費用を要することが多い
が、県からの助成や各保存会の努力により、現段
階では現状維持で購入・修理に支障はないと考え
る。

3321Aa1 生涯学習課 遺跡発掘調査事業
各種開発行為に伴う遺跡の
発掘調査及び出土品の整理
作業。又、調査成果の公開

①猫又(2)遺跡発掘調査　面積９３５㎡
②母衣平出生(1)遺跡発掘調査　面積２６，０００㎡
③米軍基地内試掘調査　面積９，７００㎡

¥23,050,000 A 現状維持
発掘調査面積の規模により拡大、縮小の繰り返し
である。このような状況でも、過分な調査費用になら
ないように調査方法等、厳密に精査していく。

3330Aa1 生涯学習課
社会教育総務費（社会教
育活動推進補助金）

　貴重な文化遺産として継承
されてきた民俗芸能を市民に
紹介するため、市民俗芸能保
存会連絡協議会と共催で公
演会を開催する。また、後継
者育成費及び公演会で使用
する道具等の購入費を助成
する。

平成２２年１月１１日の成人の日に、公会堂小ホールに
て、三沢市民俗芸能保存会連絡協議会と共催で公演会
を開催、８団体、約１３０名が１４演目を演じた。入場者
は約２００名。また、今年度、道具類購入のため助成した
団体は、三沢民謡保存会と浜三沢神楽保存会の２団体
である。

¥243,000 A 現状維持

公開機会の増加は市の伝統芸能のPRにもなるが、
保存会構成メンバーは、会社員や小中学生がほと
んどであることから、今後とも民俗芸能公演会、及
び三沢まつり中日行事参加により行っている。

3410Ab1 市民スポーツ課 各種競技普及支援事業
アイスホッケー教室、フィギュ
アスケート教室、水泳教室の
開催

アイスホッケー教室、フィギュアスケート教室、水泳教室
の開催

¥0 A 現状維持
各教室とも、競技人口の増加と技術向上に必要な
事業であり、市民のニーズにも合致している。

3410Ca1 市民スポーツ課
ウォーキングサークル支
援事業

中高年層の運動の習慣化を
図るウォーキングサークルを
実施する

毎週月水金の早朝６時から、公会堂をスタート地点とし
て市内遊歩道を約４キロ程度歩くウォーキング教室を実
施した。
毎回５０名ほどの参加者があり、盛況である。

¥850,000 A 現状維持
　生活習慣の中に運動を取り入れる機会の提供を
図るうえで、極めて有効な施策であることから、今後
も引き続き実施するものである。
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3411Aa1 市民スポーツ課
保健体育総務費（スポー
ツ大会運営費補助金）

体育協会加盟団体が競技普
及と技術力向上を目的に開
催する各種スポーツ大会運
営費への助成

北東北親善ゲートボール大会三沢大会運営費補助金
200,000円　（参加人員　40チーム・216名）
県民駅伝競走大会三沢市実行委員会補助金
400,000円　（市の部9位　総合の部20位）

¥815,000 B 現状維持
　それぞれの競技において、目標とする大きな大会
があることは、充実した練習につながり、競技力の
向上につながる。

3411Ac1 市民スポーツ課
保健体育総務費（市体育
協会補助金）

プロOBや認定指導者による
高度な技術指導を行うための
助成

市体育協会補助金として交付 ¥1,800,000 B 現状維持 　当市の競技力向上のため、必要な事業である。

3420Ba1 市民スポーツ課
保健体育総務費（市体育
協会補助金）（再掲）

資格取得者を活用した各競
技ごとの教室開催に対する助
成

体育協会加盟団体それぞれが、競技の普及拡大と競技
人口の増加を図るため、独自の教室を開催

¥1,800,000 B 現状維持
　当市の競技スポーツのレベル向上に、必要な事
業である。

3411ad1 市民スポーツ課
保健体育総務費（体育指
導委員報酬）

チャンピオンスポーツにこだ
わらない楽しむことを目的と
するスポーツを普及するため
の体育指導

市民歩こう大会や市民ドッジボール大会、国際こどもア
イスフェスティバル等の活動の中で、軽スポーツを気軽
に楽しめる機会の提供

¥787,000 A 現状維持
　体育指導委員の配置は、法律に定められているも
のであるが、当市のスポーツ振興を図るうえで、大
きな役割を担っている。

3411Ba1 市民スポーツ課
保健体育総務費（体育指
導委員報酬）（再掲）

種目にこだわらず色んなス
ポーツを楽しむ地域クラブ活
動の育成・支援

月２回程度土曜日に開催 ¥0 A 現状維持
　子供達をはじめ、市民の皆様にスポーツに気軽に
楽しんいただくために、最適な事業である。

3411Ax1 観光物産課
勤労青少年体育施設運
営費

レクリエーション大会等の推
進

指定管理者に維持運営させた。 ¥5,631,000 B 現状維持
施設の機能は維持すべきと考えられる。
スポーツ担当部署への移管が望まれる。

3417Ad2 観光物産課
屋内ゲートボール場管理
費

ゲートボール競技の推進 指定管理者に維持運営させた。 ¥8,392,000 B 現状維持
現状の機能を維持すべきと思われる。
スポーツ担当課への移管が望まれる。

4110Ba1 産業政策課
商工振興費（創造的中小
企業支援資金貸付金）

市内の商工業者で、新規創
業者又は新たな事業分野を
開拓するために創造的活動
を行っている中小企業者に対
して融資する。

貸付制度説明会において市内中小企業者に対し創造的
中小企業支援資金貸付金制度の説明を実施した。ま
た、金融機関と協議し中小企業者に融資を受けやすい
体制作りを検討した。

¥20,093,000 C 現状維持
市内の中小企業者などの創造的企業の立ち上がり
または、新事業を図るため支援体制の充実を図る
必要がある。

4111Ab1 観光物産課
新商品開発費（ほっき丼
普及宣伝事業）

地域資源である北寄貝を活
用した商品を開発する三沢市
内企業への支援の在り方に
ついて検討する。

飲食店が実施する「三沢ほっき丼」の提供を、関係機関
とともにPRした。

¥5,850,000 B 現状維持
当初は２２年度までの３年間の事業機関で定着させ
るとしていたが、今年度の様子を見て、必要であれ
ば継続したい。

4120Aa1 産業政策課 三沢市誘致企業懇談会
三沢市誘致企業懇談会を開
催し、市内誘致企業間の相互
交流を図る。

平成21年7月1日　平成21年度第1回三沢市誘致企業懇
談会開催

¥0 A 現状維持
担当課・内部評価者ともに事業の必要性を認め、高
い評価を得ている。

4120Ba1 産業政策課
商工振興費（中小企業近
代化資金貸付金）

中小企業が運転及び設備資
金の融資を受ける際、青森県
信用保証協会が保証人とな
ることで融資を円滑にする制
度。

貸付制度説明会において市内の中小企業者に対し中小
企業近代化資金貸付金制度の説明を実施した。また、
金融機関と協議し中小企業者に融資を受けやすい体制
作りを検討した。

¥30,093,000 A 現状維持
市内の中小企業者の経営の安定と事業の活性化
を図り、地元の産業の振興を期す必要がある。

4130Ac1 産業政策課
賃金や労働条件など労
使間における相談

国、県の関係機関との連携に
より労使間におけるトラブル
相談に対応。

解雇、賃金等のトラブルの労働相談を三沢広報に掲載
実地した。

¥505,000 B 現状維持

金融危機が雇用面にも影響を及ぼし労働者にとっ
て厳しいものとなっている。そのために労働者が安
心して快適に、意欲的に働ける労働環境の確保が
求められている。

4132Aa1 産業政策課
職業補導費（雇用対策協
議会補助金外）

商工会が行う、労働環境の改
善に関する講習会・セミナー
開催への支援活動、ポスター
掲示、チラシ配付等を行う。

セミナー等の開催（参加人数）
・ヒューマンスキルアップセミナー（参加人数１１名）
・新人従業員教育講座（６社参加人数３３名）
・中堅社員レベルアップセミナー（４社参加人数１０名）

¥409,000 B 現状維持
新卒就労者や若年労働者対し各種講演、研修を実
施することにより、経済情勢と労働力事情の変化に
即応した対策を協議推進することができる。

4132Ab1 産業政策課
職業補導費（優良事業
主・従業員表彰式）

地域産業の発展に寄与され
た事業者、従業員の表彰。

地域産業の発展に寄与された事業者、従業員並びに卓
越した技能者の表彰実施し講師による講演、記念品を
授与を行った。
優良事業主：２社
優良従業員：１８９名

¥509,000 B 現状維持
市内の優良商工業者や長年勤続する優良従業員
の表彰を行い雇用・経営の安定を図る。
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4140Bc1 産業政策課
三沢市企業立地促進条
例活用事業

平成20年2月に改正した三沢
市企業立地促進条例の活
用。

・三沢エンジニアリング株式会社
　奨励金交付済額　36,804千円
・多摩川精機株式会社
　奨励金交付済額　56,392千円

¥93,196,000 A 現状維持
担当課・内部評価者ともに事業の必要性を認め、高
い評価を得ている。

4141Aa1 産業政策課 企業誘致費
パンフレット等を作成し企業
等へ積極的にアプローチしな
がら、企業誘致活動を行う。

企業誘致用パンフレット「企業立地ガイド」の作成・配布 ¥483,000 A 現状維持
担当課・内部評価者ともに事業の必要性を認め、高
い評価を得ている。

4142Ba1 産業政策課 細谷工業団地整備事業
細谷工業団地のインフラ整
備。

市道細谷・小川原湖線の道路照明灯修繕料　1,382,220
円
細谷工業団地内用地測量業務委託料　　　　　4,725,000
円

¥6,108,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））
担当課・内部評価者ともに事業の必要性を認め、高
い評価を得ている。

4210Ca1 農政水産課

農業振興費（農業経営基
盤強化資金利子助成事
業、三沢市特別融資制
度推進会議）

低利な農業関係制度資金の
貸付認定により、農業経営の
支援対策を実施

三沢市特別融資制度推進会議において、法人１件に融
資決定額200,000千円を貸付決定した。

¥3,974,000 A 現状維持

農家の設備投資を支援するにあたり、政策金融公
庫資金である農業経営基盤強化資金の貸付は、特
に規模拡大などの経営改善を目指す担い手農家に
とっては非常に有益であり、市農業への貢献も高い
ことから継続の必要性がある。

4210Cb1 農政水産課
農業振興費（農業経営基
盤強化資金利子助成事
業）（再掲）

農業関係制度資金の融資を
受けた農業者に対する利子
助成により、農業経営の支援
対策を実施

法人４件及び個人１４件の制度資金残高1,165,726千円
に対し、県1,987千円、市1,987千円、計3,974千円の利子
助成を実施した。

¥3,974,000 A 現状維持

農家の設備投資を支援するにあたり、政策金融公
庫資金である農業経営基盤強化資金の貸付は、特
に規模拡大などの経営改善を目指す担い手農家に
とっては非常に有益であり、市農業への貢献も高い
ことから継続の必要性がある。

4211Aa1 農政水産課
農業次世代育成振興費
（三沢市担い手育成総合
支援協議会負担金）

認定農業者相談会、審査会、
スキルアップ研修により支援
対策を実施

三沢市担い手育成総合支援協議会の下部組織として、
「アクションサポート会議」（農業者で構成）及び「アクショ
ンサポートチーム」（関係機関の実務担当で構成）を設
置し、経営能力向上の講演会や先進地視察研修を実施
した。

¥396,000 A 現状維持

当市の農業情勢は兼業化、高齢化、離農化により、
農業の担い手不足が深刻化している中、意欲と能
力のある農業者の指導・育成を行い、当市農業の
振興を図るうえで継続する必要がある。

4211Aa2 農政水産課
あおもり園芸産地育成総
合整備事業（青森県野菜
等生産力強化対策事業）

県補助事業を活用し農家の
生産力向上と経営安定を図
るため、支援を行う。

認定農業者３名が人参収穫機２台、ニンニク収穫機１
台、またJAおいらせが長芋ネット巻取り機１５台を導入し
た。

¥20,722,000 A 現状維持

地域の牽引役である認定農業者が機械等を導入
し、野菜生産力の向上することで、地域の農業生産
向上はもとより、当市農業の振興が図られるため、
継続が必要である。

4211Aa3 農政水産課
農業次世代育成振興費
（強い農業づくり交付金
事業費補助金）

当市の野菜等の産地競争力
の強化、経営力の強化に資
するため、農家に対する収穫
機等の機器の導入を促す。

作業時間の短縮によるコストの低減や作付面積の拡大
を図るため、農家が導入した人参収穫機１台、にんにく
植付機３台に対し、県の補助金１／２を間接補助によ
り、交付した。

¥6,641,000 A 現状維持 県の事業であり、平成２３年度で終了する予定。

4211Ba1 農政水産課

農業次世代育成振興費
（三沢市担い手育成総合
支援協議会負担金）（再
掲）

就農計画書の作成支援、制
度資金の相談等により支援
対策を実施

市、農業委員会、農協、県普及指導室でアクションサ
ポートチームを構成し、市農政水産課にワンストップ支
援窓口を常設し、農業者に対する支援体制を整えた。

¥396,000 A 現状維持

当市の農業情勢は兼業化、高齢化、離農化により、
農業の担い手不足が深刻化している中、意欲と能
力のある農業者の指導・育成を行い、当市農業の
振興を図るうえで事業の継続は必要である。

4211Bb1 農政水産課
農業次世代育成振興費
（三沢市農業青年会議育
成費補助金）

農業後継者が中心となって組
織する三沢市農業青年会議
に対する支援対策を実施

農政水産課所管の圃場を提供し、試験栽培による技術
習得・向上に利用させているほか、圃場運営費等の費
用として利用できるよう補助金を交付し支援した。

¥236,000 A 現状維持

当市の農業情勢は兼業化、高齢化、離農化により、
農業の担い手不足が深刻化している中、担い手で
ある農業後継者の育成・支援の継続が市農業の振
興を図るうえで必要である。
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4220Ab1 農政水産課
三沢市食肉処理センター
事業（特別会計）

安全で衛生的な食肉の流通
を確保し、畜産農家の経営安
定化を図るために実施する食
肉処理センター運営に係る経
費全般。

　三沢市食肉処理センターにおける安定した処理を目指
し、常に良好な状況で施設運営が可能となるように施設
の優良な維持管理に努めるとともに、処理頭数の増頭
が図られるよう、各関係機関との連携を図った。

　参考：⑴　H21処理頭数実績：２８０，３７４頭
　　　　 ⑵　誘致企業の雇用状況（H21年度：㈱スターゼ
ン）雇用数：１８９名

¥0 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

食肉処理センターの処理頭数は年々増加しており、
現行のと畜枠1,300頭/日では搬入ピーク時におけ
る対応が難しい状況となっている。また、当センター
は平成８年の竣功から約15年が経過しており、機械
設備を中心に老朽化が著しい状況となっているた
め、大規模改修によって処理頭数の増大並びに施
設の改修を実施し、市内雇用の拡大や、より低コス
トな施設運営により増築に係る整備費も含めて黒字
経営となるような管理運営を目指す。
なお、予算拡大についても、一般会計からの繰入れ
（税金の投入）はせず、利用者からの使用料だけで
対応できる範囲で実施する。

4220Bb1 観光物産課
三沢市グリーンツーリズ
ム推進への支援

高校生の農業体験修学旅行
を実施し、三沢市農業の情報
発信をする。

大阪初芝富田林高校の修学旅行生を９０名受け入れ。
特産物セットを生徒９０人、一般２０人に販売した。

¥309,000 B 現状維持

22年度において、初芝富田林高校の修学旅行受け
入れは１５回目を数え、高校側からは三沢の農家と
の関係を今後も継続したいとの意向が強い（航空機
でなく新幹線で来る）。受入れ農家側も、経済上のメ
リットより高校生との交流を楽しむことを期待してお
り、この関係は維持していくべきと考えている。自分
が宿泊した農家の「お父さんお母さん」とその後も手
紙をやり取りするなど、高校生にとっても非常に思
いで深い出会い・体験となっており、それだけでも十
分価値のある事業であるが、高校生たちはいつか
また、思い出の地三沢に旅行にくることも考えられ、
観光事業としての意義も失ってはいない。

4220Bc1 農政水産課 おいらせ農協市場調査

流通体系の視点から、消費
者ニーズの調査を行い、野菜
のブランド化の方向性を探る
ことの支援を行う。

【6月】福岡　【7月】熊本
試食による消費者の反応をアンケート等により調査、ま
た各種野菜の売れ行き結果から、消費地の傾向を把握
し対策を検討した。

¥0 A 現状維持

消費者ニーズの調査により、当市産野菜のブランド
化戦略の方向性を定め、さらなる販売向上を目指
し、農業者の所得向上につなげるため継続が必要
である。

4220Bx1 観光物産課
畜産業費(市牛・じゃがま
つり実行委員会補助金)

畜産共進会、牛肉・牛乳の消
費拡大ＰＲ、じゃがいも掘り、
市民参加のゲーム、ふれあ
い小動物園の開設により土
に親しみ,農業に対する理解
を深め、農畜産業の振興を図
る。

メインのイベントとして「畜産共進会」を行ったほか、「い
もほり体験」その他集客メニューを実施。

¥4,706,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））

市内産農産物の販売促進に結びつく効果が見られ
ない割に多大な労力を要することから縮小すべきと
考えている。なお、市民に一定の人気がある「じゃ
がいも掘り」は、斗南藩記念観光村の自主事業とし
て行われる見込み。

4220Ca1 観光物産課
農産物加工ｸﾞﾙｰﾌﾟへの
支援

ビードルドーム定期市、市民
の森定期市の実施により地
場産品の消費拡大を進める。

道の駅みさわでの販売のほか、ビードルドーム定期市は
週2回プラス「九の市」にあわせ開催、また市民の森やす
らぎ荘でも産直売り場を開催、味噌・焼肉のたれ、ごぼう
チップス等を販売した。

¥617,000 A 現状維持
「みさわ味彩の会」は高齢化などにより年々参加者
数が減っているが、活動者がある程度いる限りは継
続すべきと考えている。

4220Cx2 観光物産課
（仮）産直郷土食フェア運
営費補助金

地元農産物に触れる機会を
通して販路拡大と消費拡大に
つながる地域密着型イベント
を検討する。

みさわ地産地消フェアと題し、アメリカ広場とその周辺を
会場として、ステージショーや各種アトラクションとともに
野菜や魚介類を販売するイベントを12月の日曜日に実
施した。

¥20,215,000 C
見直し（予算を

伴わない）

当市は大規模農家が多く、地域で少量を販売する
ことに対する農家側の期待は大きくない。しかし消
費者の側には地場産品について一定の需要がある
ことから、手法を変えて販売促進を実施したい。

4221Bx2 観光物産課 農産物販路の開拓
「みさわ農産物を知って買っ
てもらい隊」派遣事業

大阪初芝富田林高校学園祭及び心斎橋アンテナショッ
プにて野菜販売等PR活動を実施。
当市職員２名、農業関係者８名が大阪に赴き、上記２ヶ
所で１日間、野菜・米を販売した結果、計２３万円の売上
があった。

¥1,363,000 C 現状維持

この事業は、初芝富田林高校から修学旅行農業体
験の受け入れのお礼の意味をこめて、招かれて出
店したものであり、販売が目的というよりは、長年続
いている同校と三沢農家との交流事業的な意味合
いが強いため、その意味で継続していく価値があ
る。売上金額は小さいが、同校の保護者を通じて少
しずつ、口コミ等で広がり、ながいもやごぼうの消費
促進に繋がることも全くないとは言えない。
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4222Cx1 学校給食センター
農産物加工施設設置事
業（学校給食センター）

学校給食等に地元農産物を
加工・供給し、食育の必要
性、安全安心の消費拡大を
図り、地産地消を推進する

農産物加工施設設置事業（学校給食センター）に係る実
施設計及び地質調査業務を完了した。 ¥28,521,000 A 現状維持

4223ba1 農政水産課
農産物販路促進費(市民
農園設置事業)

市民の農業に対する理解を
深めるため、農産物生産の場
を提供する。

開園期間は4/12～11/15。所在は大字三沢字南山8番1
号。私有農地を有償で借り上げし無料で市民に貸与。1
区画約30㎡(約9坪)で区画数85区画のうち84区画を貸付
け。開園期間の前後に機械借り上げにより作業を委託し
圃場整備を実施した。

¥219,000 A 現状維持

民間の市民農園も開設していることから、将来的に
継続・廃止について検討する必要があると思われる
が、現状は、応募人数が区画数を超えるなど、市民
の農業に対する関心の高さが伺えることから、現状
維持とした。

4230Aa1 農政水産課 エコファーマー認定支援
安全・安心な農畜産物を消費
者に提供できるようエコファー
マーの資格取得を支援する。

エコファーマー65件の認定を支援した。 ¥0 A 現状維持

現在、環境問題への関心が高まる中、農業におい
ても化学肥料・農薬の多用により生じる環境汚染や
農地の生産力低下が問題となっており、環境に配
慮し、かつ生産力を維持・増進する農業が求められ
ていることから、継続が必要である。

42410Ac6 農政水産課
県営仏沼地区湛水防除
事業

仏沼地区排水ポンプの施設
更新

県において、実施設計 ¥10,855,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。増大する堪
水被害を防止する事業であることから今後も事業を
継続することに意義があるため、現状維持とする。

42411Ac7 農政水産課
県営北三沢地区農地集
積加速化基盤整備事業

北三沢土地改良区管内イカト
地区において基盤整備を実
施する。

県において、調査・計画の実施 ¥8,815,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。農地の集団
化を総合的に実施することで、農業生産の安定化を
図れることから、事業完了まで継続事業とする。

4242Aa1 農政水産課 農道整備事業
農道簡易舗装工事、農道補
修用砂利の供給

富崎地区Ｌ＝２３０．０ｍ、高野沢地区Ｌ＝２０８．８ｍ計２
路線の簡易舗装整備。農道保全用として各町内会へ約
１，０４０㎥の砕石を供給。

¥17,569,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。農道の安全
性・利便性を確保することで作業の円滑化、又、荷
傷み防止等にも多大な効果があるため現状維持と
する。

4243Ac1 農政水産課
県営仏沼地区溜池等整
備事業

北三沢改良区で行った用水
路改修工事の償還に対する
償還金の補助

償還金を補助することにより経営の健全化と農家の負
担軽減が図られる。

¥11,397,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。償還金を補
助することで農家の負担軽減を図ることができるこ
とから、今後も事業展開していく必要があることか
ら、現状維持とする。

4244Ac2 農政水産課
県営相坂川左岸地区灌
漑排水事業

２市４町にまたがる灌漑排水
事業であり、土地改良施設の
更新を図るための負担金。

安定した用水灌漑と管理費の軽減が図られる。三沢市
工区は完了済み。

¥8,667,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。基幹水利施
設の維持等の事業であることから恒久性も非常に
高いため現状維持とする。

4246Ab1 農政水産課
県営三沢地区農村振興
総合整備事業

農地の冠水被害防止のため
の排水路整備　農道、集落道
の整備のための負担金

織笠地区、塩釜地区の畑からの雨水排水の農地での滞
留を防止することにより、農作物の根腐れ防止、冠水被
害の防止が図られる。また、農道整備の実施により、荷
傷み防止、大型機械の通行が可能となり、作業効率に
つながる。

¥119,278,000 A 事業完了

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。しかし平成
22年度で当事業は完了となるものの、複数の地域
に農業用排水路、農道等多種多様な整備もでき効
果も高いため、今後、当事業を展開できるよう、地
域の要望を取りまとめ県に要望していくこととする。
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4247Ab2 農政水産課
県営三沢地区農村振興
総合整備事業費委託金
（用地補償）

県営事業の内、用地補償に
ついて県より委託を受け、市
が代行して実施

事業区域内の用地買収を実施。 ¥40,441,000 A 事業完了

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。しかし平成
22年度で当事業は完了となるものの、複数の地域
に農業用排水路、農道等多種多様な整備もでき効
果も高いため、今後、当事業を展開できるよう、地
域の要望を取りまとめ県に要望していくこととする。

4249Ac5 農政水産課
県営谷地頭地区ふるさと
農道緊急整備事業

農道を整備し、農作業の効率
化を図るもの。

事業概要書提出 ¥7,715,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であることを認識している。比較的、長
い距離の農道の安全性・利便性を確保することで作
業の円滑化、又、荷傷み防止等にも多大な効果が
あるため現状維持とする。

4249Ba1 農政水産課
畜産環境費(家畜自衛防
疫事業委託料)

県及び市で家畜伝染病の予
防のため実施する予防接種
を獣医に委託する。

平成２１年度予防接種実績　：　５，８５０頭
青森県畜産協会から市への徴収事務委託料　：　１頭に
つき１０円～２０円、H21歳入合計額：７０，２６０円
市から各獣医への徴収事務委託料　　　　　　　：　１頭に
つき７円～１５円、H21歳出合計額：４５，６５４円

¥45,654,000 A 現状維持

　宮崎県で発生している口蹄疫をはじめとする家畜
伝染病は、畜産農家への被害はもちろん、付近住
民に至るまで影響を及ぼすことから、常日頃からの
防疫活動が大変重要となっている。このため、当該
家畜防疫事業については、現状維持により予防措
置を講じていくこととし、更に、各種家畜伝染病が発
生した際における防疫体制確立のため、家畜伝染
病防疫計画の策定を早期に実現していく。

4250Aa1 農政水産課
農用地利用集積計画の
策定

利用権の設定などにより、農
地の有効利用・集積を推進す
る。

農地の利用集積を希望する農業者に対する農業委員会
のあっせん事務の円滑な進行に協力し、利用権設定に
係る公告などの事務手続きを行った。

¥0 A 現状維持

農地利用を集積し、団地化を進めることで農業生産
の効率性や生産性が向上するとともに、経費の削
減も図ることができることから、その促進事務は継
続は必要である。

4250Bb1 農政水産課
三沢市肉用雌牛（黒毛和
種）貸付事業

肉用雌牛を貸付けることによ
り、農業経営の安定及び肉用
雌牛の資質向上を図るものと
する。

　青森県家畜導入事業により、県からの補助（約１０
０％）を受け、宮崎県から優秀な肉用雌牛１４頭（昨年度
と合計で２８頭）を導入し、市内畜産農家に貸付けを実
施した。　※当該事業は、県の実施要領に基づき、家畜
導入事業基金の運用で事業を実施（５年間貸付けし、５
年後に購入価格を市に返納してもらい、当該金額を基に
して、また優秀な肉用雌牛の導入ができる。）

¥6,116,000 A 現状維持

　当該事業は、青森県からの補助金を基金に積み
立て、当該基金の運用として、優良な肉用雌牛（計
２８頭）を導入し、市内畜産農家へ貸付けしているも
のである。
　また、当該事業は、貸付期間（５年間）が終了した
際に、導入した牛の価格を市に返納することとなっ
ており、市では、当該返納金を基にして、再度、優
良肉用雌牛を導入できる事業であるため、現状維
持で継続しても新たな予算化をせずに、事業の有
効性が継続されるものである。

4250Bx2 農政水産課
畜産環境費(アカバネ病
予防対策事業費補助金)

牛の流産・死産等の異常産を
起す病気を予防するための
経費の一部を助成する。

予防接種頭数：３１２頭 ¥120,000 A 現状維持

　当該助成によって、予防接種率の向上による家畜
伝染病予防だけでなく、市営牧場における放牧頭
数の増加にも寄与している。
　また、昨今における緊迫した畜産経営を救済する
ためにも、現状維持により当該事業を継続すること
とした。

4250Ca2 農政水産課
畜産環境費(仏沼排水機
場維持管理事業費補助
金)

仏沼干拓地の環境を維持す
るため、排水機場運転にかか
る経費の一部を助成する。

　排水機場の維持管理及び関連機器類の点検整備を実
施し、仏沼地区の保全（水没の防止）が図られた。

¥2,232,000 A 現状維持

　市の所有地となっている仏沼の水没を防ぐにあ
たって必要不可欠な事業であり、また、維持管理経
費のコスト削減に努めているものの、原油価格の高
騰をはじめとした必要資材や使用料金の値上げ等
により、補助金額の現状維持で精いっぱいの状況
であることから、現状維持とした。

4250Ea1 農政水産課
水田農業再生プロジェク
ト事業

遊休水田を活用し、飼料米の
試験的作付けを行い、畜産振
興と水田の景観保全に努め
る。

むつほまれ、みなゆたか、キタアオバをそれぞれ２０ａ、
うしゆたか１０ａ（計７０ａ）の４品種の多収品種を選抜し、
当市北部の遊休水田へ飼料米試験栽培を行った。

¥0 A 事業完了

当事業は、平成２０年度から平成２２年度までの３ヶ
年計画であるが、試験結果を踏まえ、関係機関と今
後の取り組みついて検討する必要があると思われ
る。
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4250Eb1 農政水産課 耕畜連携水田活用対策
転作田を活用した粗飼料生
産や稲わらの飼料利用を促
進する。

国の水田農業構造改革促進交付金で補助 ¥0 A 現状維持

転作田における効果的な飼料作物の生産と畜産業
の推進を図るため、転作田の団地化等による飼料
作物の作付を支援する当事業の継続は必要であ
る。

4251Aa2 農政水産課 肥料高騰対策事業
肥料に係る経費の一部を補
助することで農業者を支援す
る

増額分146,866千円に対し、国は増額分の70%である
102,806千円を、市は増額分の5%である7,343千円の計
110,149千円を助成した。

¥110,149,000 A 事業完了

当事業は、平成２１年度の事業であったが、これか
らの経済情勢を鑑みながら、また、国の補助金など
を活用しながら、農家の経営安定のために今後とも
取り組む必要があると思われる。

4251Ex1 農政水産課 飼料米活用促進事業
飼料米作付けにより水田を有
効活用し、併せて飼料の安定
供給を図る。

三沢市北部地区の遊休水田の有効活用のため、ＪＡ全
農と連携し、飼料米２０ｈａの大規模試験栽培を実施。

¥25,000,000 A 現状維持

飼料米を栽培することにより、当市農業の懸案事項
である湿田による耕作放棄地の解消や近年の高騰
する家畜飼料の自給率向上が図れるため、国や農
協等の助成を活用や、試験栽培の結果等を踏まえ
ながら低コストによる飼料米の作付拡大を図り、農
家所得の安定に資するため、継続が必要である。

4251Ex2 農政水産課
紫黒米・赤米等古代米試
験栽培事業

古代米栽培による米の高付
加価値化の可能性を探り、水
田の耕作放棄地解消につな
げる。

ゆきのはな、ねばりゆき、紫の君、式部糯米をそれぞれ
１０ａ（計４０ａ）の４品種の試験栽培をしたほか、販路確
保やイベントなどでのＰＲ活動などを行った。

¥660,000 A 現状維持

　湿田で野菜転作できない遊休水田の利活用する
ことにより、当市農業の課題である耕作放棄の解消
やまた新たな特産物として定着・普及を図るため、
事業継続は必要である。

4251Ex3 農政水産課
湿田転作新作目開発事
業

湿田の多い北部地域の耕作
放棄地解消のため、適性の
ある新作目の栽培を検討す
る。

湿田転作新作物開発のための研修会に参加した。ま
た、当市北部の遊休水田にイネ科多年性植物「まこもた
け」300㎡の試験栽培を行った。

¥180,000 A 現状維持

　湿田で野菜転作できない遊休水田の利活用する
ことにより、当市農業の課題である耕作放棄の解消
やまた新たな特産物として定着・普及を図るため、
事業継続は必要である。

4254Ba1 農政水産課
畜産業費(酪農ヘルパー
導入助成事業費補助金)

酪農経営及び生活環境の向
上を図るための酪農ヘル
パーの活動運営に要する経
費を助成する。

ヘルパー利用日数：２９５．５日 ¥720,000 A 現状維持

　酪農経営は、業務の性質上、毎日の給餌や搾乳
が必要不可欠であるため、従来では冠婚葬祭への
出席も儘ならない状況であったため、酪農家の労働
条件の改善を健康維持のため、必要不可欠な事業
となっている。
　新たな担い手の確保のためにも、現状維持により
事業を継続することとした。

4254Bx1 農政水産課
畜産業費(酪肉種育成奨
励対策事業費補助金)

酪農、肉牛経営の体質強化
及び牛肉資源の拡大を図る。

育成実績頭数：
　　乳用牛：１１６頭
　　肉用牛：１５６頭
　　 合計　：２７２頭

¥1,369,000 B 現状維持

　当該事業により、畜産経営の向上はもちろん、消
費者が安全安心で低価格な牛肉を消費することが
可能となり、食料自給率の向上にも繋がっている。
　また、現在、畜産農家を取り巻く情勢は、原油の
高騰や、輸入飼料の高騰等によって、大変厳しい経
営状況にあることから、予算の削減をせずに、現状
維持により対応していくこととした。

4311Aa1 農政水産課
水産振興費（三八漁業士
会負担金）

漁業士交流の場を設け、漁
業振興・漁業後継者の育成
指導等の実施

　平成21年4月に北海道函館市の南かやべ漁協に整備
された、本県にはない海水氷製氷施設の視察を実施し
た。また、岩手県漁業士会久慈支部との交流会を行い、
漁業技術の向上に努めた。更には、日本海支部漁業士
会との技術交流会を行った。

¥319,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であると認識している。又、事業を実施
にあたっては漁協、市、県が連携し、更には漁業士
自らが安定した漁業経営の確立のため、今後も事
業展開していく必要があることから、23年度以降の
方向性としては現状維持とする。

4311Ba1 農政水産課
水産振興費（県漁業信用
基金協会出資金）

漁業者の債務保証を行う漁
業保証機関に対する出資

　水産業を取り巻く環境は魚価の低迷、燃油高騰、大型
クラゲの来襲等依然として厳しく、このため中小漁業者
の経営は非常に厳しいものです。このため中小漁業者
の信用力を補完し、金融機関の代位返済を円滑化する
とともに保証債務に積極的に取り組み融資制度を円滑
化するため、県漁業信用基金協会に対し出資を行い、
安定かつ充実した保証対応を継続させる事ができた。

¥131,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であると認識している。
　漁船等燃油価格高騰、大型クラゲ被害等非常に
厳しい漁業情勢であるからこそ、今後も当該出資事
業を継続することにより、漁業者の信用力を補完し
円滑な資金融通に努めるため現状維持とする。
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4320Ab1 農政水産課
水産振興費（東部海区沿
岸漁業振興協議会負担
金）

沿岸水産資源の増養殖事業
の推進及び魚礁の効果調査

階上沖の人口礁の造成漁場の潜水調査を実施し、魚類
のい集状況や網掛かり箇所等を把握した。また、大型ク
ラゲの来襲による被害が大きかったため、東部海区にお
ける被害状況を調査し県に対し要望活動を実施した。

¥1,031,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であると認識している。又、事業を実施
にあたっては県で設置した人口魚礁を効果的・効率
的に運営していくために、漁協、市、県が連携、今
後も事業展開していく必要があることから、23年度
以降の方向性として現状維持とする。

4323Aa1 農政水産課
水産資源管理費（県水産
振興会負担金）

資源管理型漁業の推進を図
る

ヒラメやマコガレイ等の漁獲規制の適正な履行を推し進
める資源管理型漁業の推進、及び生産基盤整備のため
「青森県水産要覧」や「青森県漁業の働き」等の作成や
県水産賞の表彰等を行った。

¥971,000 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価にお
ける有効性が若干低いが、つくり育てる漁業、資源
管理型漁業の推進のため、今後も必要な事業であ
ると認識しており現状維持とする。

4323Ba1 農政水産課
水産資源管理費（県さ
け・ます増殖流通振興会
負担金）

増殖事業として、さけ等の種
卵の確保及び稚魚の放流

海産新魚及び卵の確保に関する事業や稚魚の放流事
業を実施した。また、「北国青森のさけ」を県内外に宣伝
するためのホームページの運営、及びテレビ、ラジオを
使った普及・宣伝活動、更にはアスパムや空港等の水
産物展示コーナーを活用し消費拡大にも努めた。

¥87,000 B 現状維持

事務事業評価における担当課及び内部評価におけ
る有効性が若干低いが、つくり育てる漁業、資源管
理型漁業の推進のため、今後も必要な事業である
と認識しており現状維持とする。

4330Aa1 農政水産課
海中蓄養施設パイロット
事業

三沢市漁業協同組合におい
て漁港内に海中蓄養施設を
設置し、ひらめの蓄養試験を
実施する

平成20年度に設置した生簀を更に、ヒラメがストレスなく
蓄養できるように改良したが、設置・出荷まで至らなかっ
た。

¥0 B 現状維持

事務事業評価における担当課及び内部評価におけ
る有効性、効率性が若干低いが、今後も畜養試験
を重ねながら継続して事業を実施する必要があると
思われるため、現状維持とする。

4330Ba1 農政水産課 海水取水設備改善事業
魚市場の海水取水施設機能
を強化し、衛生的で安定した
海水を供給する

三沢市魚市場における海水取水施設は長年の使用に
より、ポンプ施設の老朽化や稚貝が管内に付着し成長
することによる目詰まりが発生していたため取水量が減
少し、かつ目詰まりした貝殻の破片や泥が配管から流
れ出ていたが、ポンプ施設や配管設備の改修により衛
生的で安定した量の海水を供給できるようになった。

¥11,883,000 A 事業完了
平成21年度で事業完了し、計画どおりの取水量を
確保することができ、海水を安定して供給できるよう
になった。

4330Bb1 農政水産課 三沢漁港清掃活動 漁港内の清掃活動の実施

　４月に三沢漁港及び三沢ビードルビーチにて、米軍関
係者と漁業関係者により開催された日米合同清掃活動
をはじめ、４月から１０月にかけてボランティアによる環
境整備を６回実施した。（日米合同清掃、三川目小学
校、木崎野小学校、日本原燃、東部地区連合町内会、
ワークランドつばさ）

¥62,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であると認識している。又、事業を実施
にあたっては、市民及び各種団体の自主性によるも
のであるため、環境整備ボランティアに関する気運
を高めるべく、今後も漁協、市が連携し現状どおり
事業を継続して行っていく。

4330Cc1 農政水産課
海水浴場周辺広場環境
整備事業

多目的運動広場や緊急避難
場所の整備

海水浴場の後背地において、約３ｍに盛土した約2.5ha
の土地に平面種子植付、及び法面張芝前の排水設備
整備を実施した。延べ300ｍのＵ字側溝の設置や悪天候
時には環境整備などを実施した。
【緊急雇用創出事業】
雇用期間は9月から12月までで、雇用人数は１２名。

¥10,033,000 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価にお
ける有効性が若干低いが、平成21年度から23年度
までの3カ年の計画であり、事業も計画どおり実施し
ているため現状維持とする。

4331Cb1 農政水産課 広域漁港整備事業
外郭施設、浮体式桟橋など
の漁港整備

三沢漁港外郭施設（沖防波堤）　ケーソン、ブロック製
作、ケーソンの据付L=15mを実施した。
総事業費に対する1/10負担。

¥351,852,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であると認識している。又、漁港を整備・
拡張することによって市内漁業者の利便性が増すと
ともに、県内外からの外来船が増加し、販売額の増
により地域の漁業振興に繋がるため、23年度以降
の方向性としては現状維持とする。

4332Ca1 農政水産課 製氷施設機能強化事業
製氷施設の機能を強化し、安
定した氷の提供

平成２０年度（平成２１年３月完成）で事業完了。 ¥0 A 事業完了
　平成20年度で事業完了し、計画どおりの氷を製氷
することができ、漁業者に安定した量の氷を供給で
きるようになった。
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4340Ba1 農政水産課
水産振興費（みさわ港ま
つり協賛会補助金）

地場産品の販売

８月３０日に開催されたみさわ港まつりにおいて、県内漁
協の特産物をはじめ三沢産海産物のＰＲ･販売し、好評
を得た。また、各種イベント等により水産業に対する理
解を深めた。

¥5,164,000 A 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価が、
必要性・有効性・効率性ともに高評価であり、今後も
必要な事業であると認識している。年に一度のみさ
わ港まつりを毎年楽しみにしている市民も大勢いる
ことから現状維持とする。

4340Bb1 農政水産課 ホッキ貝宣伝販売事業
量販店においてホッキ貝を販
売し、販路拡大を図る。

３月２１日、三沢漁港魚市場内特設会場にて、三沢市漁
協が事業主体となりほっき祭りを開催した。無料試食会
や安価販売により、販路拡大、普及宣伝を行った。ま
た、ホッキ貝の料理方法の講習会・試食会を開催した。

¥0 B 現状維持

　事務事業評価における担当課及び内部評価にお
ける有効性、効率性が若干低いが、実施方法・開催
時期なども含め、手段の最適化を検討しながらの現
状維持とする。

4411Aa1 産業政策課
商工振興費（中心市街地
活性化誘客対策事業費
補助金）

１００円バスによる消費者の
更なる利便性向上を図る。

１００円バスによる市街地の利便性確保を図るため関係
団体と協議を実施した。

¥4,077,000 B 廃止

平成２２年１１月の病院移転、１２月新幹線開通に
伴い三沢市地域公共交通会議において１００円バ
スに変わるコミュニティバスバスとして計画する方向
で進んでいる。

4411Ab1 産業政策課
商工振興費（経営改善普
及強化対策事業他）

商工会が行う、経営指導職員
による経営改善活動や労務
対策事業への支援。

具体的実施事業内容
・講習会等の開催による指導
・各種金融機関に関する相談及び斡旋
・商工業者に対する巡回及び窓口相談指導の実施
・記帳継続指導

¥5,509,000 A 現状維持

商業者への指導・支援を強化するには、経営指導
をはじめとする指導員の自己改革・自己啓発を促進
すると共に、その中核である事務局機能および指導
体制の維持が必要不可欠であるます。本事業を通
じて小規模事業者に対して徹底した経営改善・経営
改革等の指導の指導強化を図るものです。

4411Ac1 産業政策課
商工振興費（商工会商工
振興事業費補助金他）

商工会が行う調査や共同事
業支援等、各種取り組みに対
する支援。

商工会商工振興事業実施状況。
・経営改善普及活動強化対策事業
・商工振興対策事業
・商業街区活性化推進事業
・誘客推進対策事業
・商店街共同事業支援事業

¥18,538,000 B 現状維持
市内商工業者の総合的な改善発達と商工業者の
育成を図りつつ、地域経済の総合的発展のため魅
ある商店街を目指すとともに安定経営を図る。

4510Da1 観光物産課 コンベンション誘致事業
コンベンションの誘致及び開
催の促進

胃がん学会や全国教育長会議等の市内開催が決まっ
た。

¥0 B 現状維持
全国大会などが当市で開催されれば、一定の経済
効果・宣伝効果があるため今後も取組んで行きた
い。

4511Aa1 観光物産課
観光費（観光ＰＲ推進事
業）

ホームページ、パンフレット等
の充実

観光パンフレットの印刷・配布、ホームページでの情報
発信。

¥1,351,000 B 現状維持
観光情報発信の基本的な手法であるので今後も継
続すべきと思われる。

4511Aa2 観光物産課
観光振興費（観光資源Ｐ
Ｒ事業費補助金）

観光協会が実施するモニター
ツアー及びＤＶＤ製作事業に
補助

観光協会の事業として、宮城県から19人の旅行業者を
招き1泊2日（9月15・16日）で市内の観光見どころをめぐ
るモニターツアーを実施、参加者から「小川原湖はお客
様を呼ぶほどの魅力がない」など業界のナマの意見を
得た。また三沢市の観光ＰＲ用ＤＶＤ「来て見てみさわ」
を、３０００枚製作する事業を、ほぼ全額補助した。ＤＶＤ
は、東北各地の市町村、全国１０００の旅行業者その他
に逐次配布する予定。

¥3,279,000 C 事業完了 単年度事業である。

4511Ba1 観光物産課
観光費（小川原湖広域観
光協議会負担金）

構成市町村による広域的な
観光宣伝と誘客

ホームページやケータイQRコードの作成等により小川原
湖周辺の観光情報を発信したり、岩手県からのモニター
ツアーを実施するなどの事業を行う小川原湖広域観光
協議会に対し負担金を拠出した。

¥762,000 C 廃止

近隣市町村で構成する「十和田エイトライン観光協
議会」において小川原湖の情報も発信できることか
ら、「小川原湖広域観光協議会」からは脱退すべき
と思われる。

4511Bb1 観光物産課
観光費（十和田エイトライ
ン観光協議会負担金）

構成市町村による広域的な
観光宣伝と誘客、観光ルート
の確立

十和田市他の構成団体とともに、広域観光マップ作成等
の事業を実施した。

¥941,000 C 現状維持
七戸町も参加し、上十三地域の広域観光協議会と
して熱心に活動しているので今後も継続すべきと思
われる。

4511Bc1 観光物産課
観光費（小川原湖広域観
光協議会負担金外）（再
掲）

加入団体主催の観光・物産
展への参加

観光パンフレットの作成、ホームページによる情報発信
など。

¥2,379,000 C 現状維持
今後も観光展にはできるだけ参加してＰＲにつとめ
たい。

4511Bc2 観光物産課
観光費（青森県物産協会
負担金外）

加入団体主催の観光・物産
展への参加

東京表参道で実施された「とことん青森２０１０」に参加し
て「三沢ほっき丼」を出店するなどした。

¥1,347,000 C 現状維持
観光物産キャンペーン等には今後もできるだけ参加
して宣伝していきたい。

4511Ca1 観光物産課
観光費（小川原湖広域観
光協議会負担金外）（再
掲）

広域観光資源をルートに組み
込んだ旅行商品の開発

小川原湖広域観光協議会や十和田エイトライン広域観
光協議会において、旅行のモデルコースとしてのプラン
を作成し、パンフレットに印刷する等して宣伝した。

¥883,000 B 現状維持
近隣市町村と協力してやっていくことで情報共有も
進むため、継続していきたい。
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4520Aa1 観光物産課 おもてなし研修実施事業
観光関係者の協力により、お
もてなしマニュアルを作成し、
各種研修を実施する。

三沢おもてなし大学を３回開講し、参加者を公募。旅館
ホテルの従業員及び公共施設・観光協会職員等が受講
し、観光ガイド等としての役割も実施できるよう、研修を
行った。「おもてなしマニュアル」は未作成。検討中。

¥115,000 C 現状維持

今年度は、東北新幹線全線開業の年であるので、
経済効果獲得のために市民の奮起を促す意味で
も、実施したい。「おもてなし研修」と「おもてなし大
学」は一体として考えている。

4520Ab1 観光物産課 おもてなし大学設立事業

ご当地検定の実施など、三沢
市の歴史から施設の概要
等、観光のエキスパートを育
成します。

古牧温泉の佐藤総支配人や市史研究家の伊野氏を講
師に招き、計３回開講、市内の歴史や観光施設等につ
いて、旅館ホテルの従業員及び公共施設・観光協会職
員等が受講した。

¥115,000 C
見直し（予算を

伴わない）

昨年度は、三沢の歴史の勉強や施設見学として実
施した。今年度は新幹線の経済効果獲得に向けて
奮起を促す内容にしたいと考えており、来年度以降
はどのように実施するか未定。必要性が認められな
ければ事業完了とする可能性もあり。

4520Ac1 観光物産課 観光案内所の充実
既存施設への観光ガイド等
の設置

施設職員を「おもてなし大学」を受講させ、案内機能の向
上を図った。

¥370,000 B 現状維持
ＭＧプラザ内に観光案内所を置くという構想があり、
設置に向けて調整中。

4530Aa1 観光物産課 観光資源の発見・発掘
冬期限定「三沢ほっき丼」や
既存施設のPRに加え新たな
三沢市を発見する。

様々検討した。 ¥926,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

新たな観光資源を発掘して、三沢市の観光的な魅
力を高めて経済効果を上げることは昨今の不景気
下においてますます重要と思われる。

4530Ac3 観光物産課
先人記念館管理費（指定
管理料）

先人記念館の指定管理費
（斗南藩記念観光村と一括計
上）

企画展を実施する等、リピーターを集める活動も実施し
た。

¥18,673,000 D 現状維持
斗南藩関係の資料展示という機能は維持したい。
デッドスペースの有効活用や入館料については検
討したい。

4530Ad1 観光物産課 モニターツアー等の実施

首都圏等から旅行関係者を
対象に実施し、本市に対する
意見などを今後の事業に役
立てる。

小川原湖広域観光協議会が、岩手県からのモニターツ
アーを実施した。

¥854,000 B 事業完了
三沢市観光協会等においてモニターツアーを実施
し、市内観光施設等に関するアンケートをとるなどし
ているので、事業完了としたい。

4530Ba1 観光物産課
グリーンツーリズム旅行
商品の企画

（検討中）
大阪富田林高校の修学旅行を三沢ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑ協議
会において受け入れ、農家に宿泊させた。

¥309,000 B 現状維持

市内の受け入れ農家側が、富田林高校とだけの関
係を大切にしたいと考えており、受け入れ余力もこ
れ以上ないとのことなので、ｸﾞﾘｰﾝﾂｰﾘｽﾞﾑの新規開
発は難しいようである。

4530Ca1 観光物産課 物産販売促進事業
各種物産展への参加及び開
催

三沢市商工会において日本原燃が事務局となって組織
した「六景楽市」に参加し、他市町村の商工会とともに地
元物産の販促活動を行ったが、残念ながら当市では目
立った特産品がほとんどない状態であった。物産展の参
加の前に、特産品の開発が急務である。

¥3,966,000 B
見直し（拡大（予

算を伴う））
東京などでの物産展の機会は多い。全国にＰＲでき
る特産品を増やし、物産展で大いに宣伝したい。

4530Cb1 観光物産課 特産品の開発
地域資源を活用した特産品
の開発・販売

「ごぼうチップス」を「三沢味彩の会」に製造販売させた。 ¥8,024,000 B
見直し（拡大（予

算を伴う））

三沢市で製造されている特産品（１次産品のぞく）が
少ない状態は、当市の産業構造の特徴でもあるた
め、一概に悪いともいえないが、食品加工産業等が
発展すれば、雇用にも繋がることから、特産品の育
成・開発に取組みたい。

4530Da1 観光物産課
観光費（観光客誘致対策
事業費補助金）

市内観光に不可欠な二次交
通の確保を図る(観光バス)

みさわ観光バスを夏季６３日間運行した。 ¥2,861,000 C
見直し（縮小（予

算を伴う））

どのように見直したらよいかわからないが、観光客
増につながる方向で、引き続き見直しに向けて検討
したい。

4530Db1 観光物産課
三沢市の観光における
二次交通研究協議会

市内に点在する観光施設等
を結ぶ交通手段として観光関
連団体等にて協議会設立

３回協議会を開催して検討したが結論は出なかった。 ¥617,000 A 事業完了 今年度で協議会は結論を出し、終了予定。

4532Ac1 観光物産課
斗南藩記念観光村管理
費（指定管理料）

道の駅みさわ斗南藩記念観
光村の指定管理費

指定管理者に維持運営させた。 ¥55,743,000 B 現状維持

指定管理料は拡大することなく、より魅力ある施設
に改良していきたいという意味で「現状維持」とした
が、現在、指定管理区域に含めていない北側拡張
部分についての有効活用方法を検討しているところ
であり、その結果によっては、その区域まで指定管
理区域に含める場合も考えられる。
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4533Ac2 観光物産課
小川原湖畔施設管理費
（指定管理料）

小川原湖畔の指定管理費
湖水浴場、コテージ、キャンプ場、オートキャンプ場につ
いて、指定管理者に維持運営させた。

¥13,939,000 B 現状維持
コテージやキャンプ場など、一定の利用客があるの
で、施設の機能は維持していきたい。

4534Ab1 観光物産課
観光振興費（三沢市観光
協会補助金）

観光協会が実施する事業に
対する補助

観光協会職員人件費、中央公園ライトアップ、湖水まつ
り、斗南ウインターファンタジー等を対象に補助金を交付
した。

¥22,918,000 B
見直し（縮小（予

算を伴う））

小川原湖水まつりなど、毎年協賛金として多額のお
金を市内の事業者等からいただきながら、さらに補
助金を使用して多額の経費をかけながら、市内へ
の経済波及効果が少ないと見られる事業への補助
金については見直したい。

5110Aa1 土木課
上北横断道路整備事業
要望

地方主要都市間を結ぶ上北
横断道路の整備促進を国に
要望する

青森県東北縦貫自動車道八戸線建設促進期成同盟会
等の会員として、要望を行った。

¥309,000 A 現状維持

　上北横断道路は、みちのく有料道路と、第2みちの
く有料道路を結ぶ延長約26㎞の路線として計画さ
れており、その内、現在は、上北道路の約7.7㎞が
平成24年度の供用を目指して国直轄により整備が
進められている。また、上北道路の西端についても
上北天間林道路7.8㎞が、平成20年度に新規事業
着手している。これまでの活動に、一定の成果は認
められるものの、残区間があることから、今後も関
係機関と共に、国に働きかけることとする。

5110Ab1 土木課
一般国道３３８号整備事
業要望

車道及び歩道の拡幅整備、
並びに架橋整備を県に対して
要望する

エネルギーの道国道３３８号整備促進期成会幹事会、総
会、要望活動を行った。

¥285,000 A 現状維持

国道３３８号線の道路拡幅等について、周辺自治体
が協働して取り組むことに関し、必要性・有効性・効
率性のいずれも高い評価を得ている。なお、高瀬川
架橋整備については今後の国の事業である高瀬川
放水路整備方針等を見極めながらの要望展開が必
要と思われる。

5110Ac1 土木課
仮称千代田・松原線整備
事業要望

県道三沢七戸線と県道三沢
十和田線を接続する路線を
県に対して要望する

県に対して三沢市の重点要望事項として要望を行った。 ¥309,000 A 現状維持

　県からは、中央町金矢線の推進状況（現在のとこ
ろ、平成23年度末完了予定だが遅れている。）や、
今後の交通需要を勘案するなど、将来の検討課題
とする旨の回答を得ている。
　市としても、中央町金矢線開通後の、車の流れを
見ながら具体的な要望内容を検討することも必要と
考えていることから、当面は、現状維持としたい。

5110Ca2 政策調整課
三沢飛行場第二滑走路
建設事業要望

民間航空機優先の三沢飛行
場第二滑走路建設について
の要望活動等

青森県及び防衛省に対し、三沢空港の安定運用を図る
ため、民間機優先の第２滑走路の建設について、要望
活動を実施。

¥31,000 B 現状維持

第二滑走路の建設は民間航空利用者利便の確
保、また、今後の企業誘致活動においても大きなメ
リットがあると考えられるため、今後も強く要望して
いく必要がある。

5110Da1 政策調整課
三沢市地域公共交通会
議事業

地域の総合的な交通体系に
ついて検討等

平成２０年度に実施したアンケート調査をもとに、より詳
細な地域のニーズを把握するため、バスの乗り込み調
査やヒアリング調査を実施し、市内の住民団体の代表
者や関係機関の長などで組織する三沢市地域公共交
通会議において、三沢市の望ましい公共交通体系の構
築に向けた「三沢市地域公共交通総合連携計画」を策
定した。（OD調査：1,458名、病院調査：341名、商業施設
調査：480名、十鉄駅調査：56名）

¥1,930,000 A 現状維持

鉄道や航空の利用者にとって二次交通の整備は非
常に重要であり、引き続き、接続性を考慮した公共
交通の整備を図る。今後は、観光客等を視野に入
れた広域的な二次交通の整備についても検討する
必要がある。

5111Ba2 政策調整課
交通拠点整備費（十和田
観光鉄道活性化協議会
負担金）

十和田観光鉄道活性化協議
会を通じた鉄道近代化に係る
支援

十和田観光鉄道活性化協議会を通じ、事業者に対する
一部整備費支援を行った。（鉄道軌道輸送高度化事業：
①継電連動装置の改良（三沢駅）、②自動列車停止装
置の新設（三沢駅）、③ホームの延伸（三沢駅））

¥2,858,000 A 現状維持

　人口減少等の影響により利用者が減少し、今後も
ますます厳しい経営が見込まれる状況において、事
業者による大規模改修は難しい状況であることか
ら、公共交通機関のひとつである鉄道の安全確保
のため今後も計画的に支援する必要がある。

5111Bb1 政策調整課
交通拠点整備費（十和田
観光鉄道活性化協議会
負担金）（再掲）

十和田観光鉄道活性化協議
会を通じた各種利用促進活
動

十和田観光鉄道の利用者の増加を図るため、十和田観
光鉄道活性化協議会を通じ、各種利用促進活動を実
施。
○イベントの実施：かぶと虫電車、お花見電車、七夕
ビール電車、十鉄電車開通記念の日＆感謝祭

¥15,000 B 現状維持

人口減少等の影響により利用者が年々減少してい
ることから、公共交通機関の維持のため、今後も事
業者や関係機関と協力して利用促進活動に取組む
必要がある。
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5111Ca1 政策調整課
交通拠点整備費（三沢空
港振興会負担金外）

三沢空港振興会及び三沢空
港利用促進期成会を通じた
要望活動等

三沢空港の利便性向上を図るために、三沢空港振興会
及び三沢空港利用促進期成会を通じ、青森県及び㈱日
本航空へ要望活動を実施。
※青森県：重点事業要望項目で東京便4便体制の復活
等を要望。　㈱日本航空：東京便4便体制の復活等を要
望。

¥1,417,000 B
見直し（予算を

伴わない）

経済情勢の悪化等により航空業界が低迷している
ことにより地方路線からの撤退が相次いでいる中
で、従来の要望活動では要望を受け入れてもらうの
は難しいため、要望活動の手法を検討する必要が
ある。

5111Cb1 政策調整課
交通拠点整備費（三沢空
港振興会負担金外）（再
掲）

三沢空港振興会及び三沢空
港利用促進期成会を通じた
各種活動や地域活性化を促
す取組支援

三沢空港の維持・拡大を図るため、三沢空港振興会及
び三沢空港利用促進期成会を通じ、利用促進等対策事
業を展開。
・旅行商品造成支援事業（商品造成会社：7社、1,944名）
・三沢空港・札幌丘珠空港間チャーター便事業（三沢、
札幌利用者合計132名）
・東京ディズニーリゾートギフトカード贈呈事業（利用者：
45名）
・三沢空港利用パッケージ旅行助成金事業（利用者：22
名）

¥3,115,000 B
見直し（予算を

伴わない）

利用促進活動による利用者数は増加しているもの
の、経済情勢の悪化等による利用者数の減少によ
り、全体の利用者数は年々減少してきていることか
ら、より良い手法について検討し、利用促進活動を
強化する必要がある。

5120Aa1 政策調整課
三沢市地域公共交通会
議事業

地域の総合的な交通体系に
ついての検討等

平成２０年度に実施したアンケート調査をもとに、より詳
細な地域のニーズを把握するため、バスの乗り込み調
査やヒアリング調査を実施し、市内の住民団体の代表
者や関係機関の長などで組織する三沢市地域公共交
通会議において、三沢市の望ましい公共交通体系の構
築に向けた「三沢市地域公共交通総合連携計画」を策
定した。（OD調査：1,458名、病院調査：341名、商業施設
調査：480名、十鉄駅調査：56名）

¥1,930,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

自家用自動車の普及により年々バスの利用者が減
少しているため、利用しやすい公共交通網の整備を
進めるとともに、今後、地域住民への意識啓発等に
よるモビリティマネジメントの推進について検討す
る。

5120Ab1 政策調整課
三沢市地域公共交通会
議事業（再掲）

地域の総合的な交通体系に
ついて検討等

平成２０年度に実施したアンケート調査をもとに、より詳
細な地域のニーズを把握するため、バスの乗り込み調
査やヒアリング調査を実施し、市内の住民団体の代表
者や関係機関の長などで組織する三沢市地域公共交
通会議において、三沢市の望ましい公共交通体系の構
築に向けた「三沢市地域公共交通総合連携計画」を策
定した。（OD調査：1,458名、病院調査：341名、商業施設
調査：480名、十鉄駅調査：56名）

¥1,930,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

自家用自動車の普及により年々バスの利用者が減
少しているため、より利便性の高い公共交通網の整
備を進めるとともに、利用者にやさしい公共交通利
用環境の整備に取り組む。

5120Bc1 政策調整課
三沢市地域公共交通会
議事業（再掲）

地域の総合的な交通体系に
ついて検討等

平成２０年度に実施したアンケート調査をもとに、より詳
細な地域のニーズを把握するため、バスの乗り込み調
査やヒアリング調査を実施し、市内の住民団体の代表
者や関係機関の長などで組織する三沢市地域公共交
通会議において、三沢市の望ましい公共交通体系の構
築に向けた「三沢市地域公共交通総合連携計画」を策
定した。（OD調査：1,458名、病院調査：341名、商業施設
調査：480名、十鉄駅調査：56名）

¥1,930,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

バス路線の再編等に係る事後調査により住民ニー
ズを把握し、必要に応じてデマンド型サービス等の
新たな交通手段の導入について検討する。

5120Bb1 産業政策課
市街地循環１００円バス
運行補助事業

商工会を事業主体とする、市
街地循環１００円バスの運行
事業を補助し支援する。

１００円バスによる市街地の利便性確保を図るため関係
機関と協議を実施した。

¥4,077,000 D 廃止

平成２２年１１月の病院移転、１２月新幹線開通に
伴い三沢地域公共交通会議において１００円バスに
変わるコミュニティバスとして計画する方向で進んで
いる。

5121Ba1 生活安全課
地域交通対策費（生活交
通路線維持費補助金外）

生活交通路線維持費補助金
3路線・域内生活交通路線維
持費補助金3路線

広域的な幹線の運行経費（欠損額）に対し沿線市町村
が協調して支援する

¥9,208,000 B 現状維持

交通弱者と呼ばれる高齢者・学生にとって通院・通
学等に必要不可欠な公共交通手段であるバス路線
の運行を確保することで市民サービスの向上を図
る。

5210Aa1 都市整備課
都市計画マスタープラン
の改正

都市計画マスタープランは、
長期を見据えたまちづくり進
めるため、社会経済状況や都
市を取り巻く環境の変化に伴
い総合的見地から市町村マ
スタープランの見直しを行う。

業務委託の発注（２ヶ年業務）
市民2,000人を対象にまちづくりについてのアンケート調
査を実施。
都市計画マスタープランワークショップを開催。

¥8,237,000 A 事業完了
平成２２年度で都市計画マスタープラン見直しが完
了。
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5210Ac1 都市整備課
三沢都市計画マスタープ
ラン見直し業務

三沢都市マスタープランにお
いて、将来的な土地利用につ
いて検討を行う。

都市計画マスタープラン見直し業務を発注（２ケ年業務）
三沢市土地利用の方針について検討

¥772,000 A 事業完了 ２２年度でマスタープラン見直しが完了.

5210Ac2 都市整備課 土地対策費
5,000㎡以上の土地取引の届
出受付及び活用状況の調査

土地取引の届出により、利用目的を審査し、適正かつ合
理的な土地利用が図った。
また、遊休土地についても利用実態調査を実施した。

¥905,000 A 現状維持
国土利用計画法に基づく、県からの委譲事務であ
る。今後も土地の違法売買並びに乱開発などの防
止を含め、事務や調査を継続する。

5210Ba1 都市整備課
中央町地区都市再生土
地区画整理事業

中心市街地活性化を目的
に、中央町地区における土地
の集約及び再編を区画整理
手法を用いて行い、賑わいの
ある個性豊かな商店街の基
盤整備を図る。

　前年度に引き続き歩道整備工事（ILB舗装、電線地中
化、融雪設備、照明灯設置）を行い、ハード面の整備が
全て終了した。これに伴い、次年度に実施予定の換地
処分に向け、出来形確認測量、換地計画作成の業務を
実施した。

¥300,314,000 A 事業完了

5210Bx1 産業政策課
市立三沢病院移転跡地
利用検討事業

市立三沢病院移転跡地利用
検討委員会開催による跡地
利用の検討

市立三沢病院跡地利用事業者提案募集要項に基づき、
「鑑定評価額による跡地の一括売却」という条件で購入
希望者からの事業提案を公募した結果、応募はなかっ
た。

¥2,315,000 A 現状維持 平成24年度からの跡地貸与に向けて推進を図る。

5210Cx1 都市整備課
堀口地区雨水排水施設
整備事業

雨水配水を処理する調整池
の整備

用地買収：A≒6,900㎡
流末水路：L≒170ｍ

¥79,500,000 A 事業完了

5210Db1 都市整備課 屋外広告物等許可事務

屋外広告物法等に基づき、屋
外広告物について規制を行
い、良好な景観形成を図る。
屋外広告物の審査、許可事
務。

屋外広告物法に基づき、屋外広告物に許可事務及び現
況調査を実施。
電柱などに張られている張り紙の除去を実施。

¥2,325,000 A 現状維持
屋外広告物法に基づく、県からの委譲事務である。
基準に基づく屋外広告物の指導、許可を引続き実
施する。

5210Eb1 建築住宅課 南ニュータウン整備事業
全区画数１４０区画
総面積約７．２ヘクタール

　平成21年度に公共施設（道路、上下水道）、宅地造成
工事が一部完成し、２工区分51区画を分譲した。

¥2,206,000 A 現状維持

　分譲初年度となった平成21年度における売却区
画数が、目標値を大きく上回ったことからも、市民
ニーズの高さが伺え、人口の流出を防ぎ、定住化の
促進を図るうえでの効果も大きい。
　また、市税や地方交付税の増収、及び主に建設
業等への二次的な波及効果など、市経済の活性化
に大きく寄与するものと期待できるので、このまま事
業を継続するべきである。

52112Ca7 都市整備課
公園施設長寿命化計画
策定業務

H21年度において、公園施設
の老朽度調査及び改修計画
を作成し、安全で管理しやす
い環境整備の促進を図る。

開設後１０年以上経過した公園施設の調査業務を実施 ¥9,543,000 A 事業完了

公園施設の老朽化、危険度調査を実施し、改修計
画が作成され、
２２年度からの補助事業で改修事業が経済的かつ
効率的に実施される。

5211Da1 都市整備課 景観形成対策費

景観に影響を及ぼさないよう
にするため、一定規模を超え
る建築物等について、届出の
受付及び検討し、県に進達す
る。

青森県景観条例における大規模行為基準に基づき、景
観に影響を及ぼさないようにすえうために、一定の規模
以上を超える建築物、工作物等の新築等の行為につい
て、市が県への申請窓口となり、受付及び諸調査を行っ
た。届出件数　６件

¥801,000 A 現状維持
県景観条例に伴う委譲事務である。
景観に配慮した指導などを引続き実施する。

5212Ab1 都市整備課
都市計画総務費（都市計
画道路見直し業務委託）

道路見直し検討、路線評価カ
ルテ作成、道路調書作成等

都市計画法に基づく、法手続きの実施。 ¥8,310,000 A 事業完了
平成２１年度で都市計画道路の路線見直しが完
了。

5214Ca4 都市整備課 墓地公園整備事業
規制墓地９０区画、納骨堂1
基整備。

規制墓地（芝生墓地）　４０区画
規制墓地（普通墓地）　５０区画
永代供養堂　　　　　　　　１棟（７．０５㎡）

¥19,557,000 A 事業完了

市民から要望されていた安価な規制墓地を整備し、
規制墓地不足を解消した。
今後は、残区画数を見ながら、必要に応じ整備を進
める。

5216Dc1 都市整備課 街路樹整備事業 植栽工事 市道２７８、６６号線に３１本植栽した。 ¥1,707,000 A
見直し（予算を

伴わない）

現在、街路樹植栽整備で工事発注しているが、今
後、街路管理業務（公園管理
業務）内で植栽する方向で見直しを進める。

5219Ca3 都市整備課
三沢飛行場周辺整備統
合事業

公園及び道路整備

公園
用地買収及び補償：用地≒20,000㎡　補償2件
道路
松原深谷線 L=185m、深谷10号線L=310m、実施設計 1
式

¥322,766,000 A 現状維持

本事業は、航空機事故や地震等の災害時による緊
急避難施設を整備するため、平成20年度に事業開
始し平成24年度の完了を目指していることから、今
後も継続していく必要がある。
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5220Aa1 下水道課
三沢市農業集落排水事
業（建設事業費）

鹿中・三川目地区農業集落
排水の整備

　平成２１年度は管路工事、処理場の実施設計及び用
地補償等を実施した。

¥581,391,000 A 現状維持

三沢市総合振興計画策定時の市民アンケートでも
下水道事業の重要度が高く、事業の目的でもある
水質保全、農村生活環境の改善を図るため進めて
いる事業であり、総合評価でも高い評価を得ている
ことから現状維持し平成24年度の完成を目指もの
である。

5220Ab1 下水道課
三沢市農業集落排水事
業（汚水処理費）

農業集落排水を施工した地
区の利用促進活動

排水設備設置等に係る新規資金融資あっせん契約件
数１件、資金貸付金利子補給金７９件（３２５，５３７円）、
広報記事への掲載、三沢市管工事組合への協力要請、
未加入者への戸別訪問による加入促進活動（排水設備
工事期限の周知、融資あっせん制度の説明、未加入要
因の聞き取り等）５３１戸を実施し、加入率の向上を図っ
た。

¥3,086,000 A 現状維持

農業用用排水の水質保全、農村生活環境の改善を
図ることを目的で整備した施設で市民の方々に有
効利用していただくことが重要であり、その周知と加
入促進活動が利用率向上に繋がるため。

5230Ab1 土木課
仮称千代田・松原線整備
事業要望（再掲）

県道三沢七戸線と県道三沢
十和田線を接続する路線を
県に対して要望する

県に対して三沢市の重点要望事項として要望を行った。 ¥309,000 A 現状維持

　県からは、中央町金矢線の推進状況（現在のとこ
ろ、平成23年度末完了予定だが遅れている。）や、
今後の交通需要を勘案するなど、将来の検討課題
とする旨の回答を得ている。
　市としても、中央町金矢線開通後の、車の流れを
見ながら具体的な要望内容を検討することも必要と
考えていることから、当面は、現状維持としたい。

5230Ac1 都市整備課
駒沢バイパス整備（県
営）

早期完成に向け、要望活動を
行う。

実施設計及び用地補償 ¥31,000 A 現状維持
安全対策上の事業効果が早期に図れるよう、早期
完成に向け今後も青森県への要望活動を継続して
いく必要がある。

5230Ac2 都市整備課
３．５．２駒沢中央町線整
備要望

早期に県道八戸野辺地線
（都市計画道路３．５．２駒沢
中央町線）の整備がなされる
よう、要望活動を行う。

三沢市の重点事業として要望書を提出 ¥77,000 A 現状維持

安全対策上事業効果が高い当路線を整備すること
により、交通渋滞及び交通事故の抑制が図れるた
め、早期に事業着手が出来るよう今後も青森県へ
の要望を継続していく必要がある。

5230Ad1 土木課
県道八戸・野辺地線整備
事業要望

県道八戸野辺地線の整備に
ついて、要望活動を行う。

県に対して県の単独道路管理事業として要望を行った。 ¥309,000 A 現状維持
　今後も、継続して要望を行っていく。
　なお、県の対応を見ながら要望の手法等について
検討して参ります。

5230Af1 土木課
上北横断道路整備事業
要望

地方主要都市間を結ぶ上北
横断道路の整備促進を国に
要望する

青森県東北縦貫自動車道八戸線建設促進期成同盟会
等の会員として、要望を行った。

¥309,000 A 現状維持

　上北横断道路は、みちのく有料道路と、第2みちの
く有料道路を結ぶ延長約26㎞の路線として計画さ
れており、その内、現在は、上北道路の約7.7㎞が
平成24年度の供用を目指して国直轄により整備が
進められている。また、上北道路の西端についても
上北天間林道路7.8㎞が、平成20年度に新規事業
着手している。
　これまでの活動に、一定の成果は認められるもの
の、残区間があることから、今後も関係機関と共
に、国に働きかけることとする。

5230Ag1 土木課
一般国道３３８号整備事
業要望

車道及び歩道の拡幅整備、
並びに架橋整備を県に対して
要望する

エネルギーの道国道３３８号整備促進期成会幹事会、総
会、要望活動を行った。

¥285,000 A 現状維持

国道３３８号線の道路拡幅等について、周辺自治体
が協働して取り組むことに関し、必要性・有効性・効
率性のいずれも高い評価を得ている。なお、高瀬川
架橋整備については今後の国の事業である高瀬川
放水路整備方針等を見極めながらの要望展開が必
要と思われる。

5230Ba1 土木課
市道側溝整備事業及び
道路維持（再掲）

松園町地区外の側溝整備 松園町地区外側溝整備工事Ｌ＝692.2ｍ ¥31,867,000 A 現状維持

　予算や人材など、その他道路事業とのバランスを
考慮すると年次計画をもって現状維持とする。
　ただし、市民からの要望も高い事業であることか
ら、徐々に事業規模の拡大を検討したい。
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5230Bb1 土木課
道路新設改良、市道舗
装整備事業（再掲）

塩釜地区外の道路改良舗
装、市道園沢２号線外の道路
舗装等

道路新設改良工事（改良舗装工事） ¥68,550,000 A 現状維持

　新設改良を望んでいる路線（住民）は多いものの、
近年は、用地確保に難のある箇所も見られることか
ら、当面は現状維持としたい。
　また、市道舗装整備事業については、予定箇所の
整備は平成22年度で終了するものの、今後はその
他道路事業とのバランスを見ながら、補助金の活用
により、市費負担の軽減を図りたい。

5230Bc1 土木課
（仮称）市道岡三沢・下田
線外交差点改良事業

市道岡三沢・下田線交差点
改良事業

実施設計及び用地補償（22年度へ繰越） ¥38,970,000 A 事業完了
　当該予定していた、市道岡三沢・下田線交差点改
良事業は、平成22年度をもって完了予定となってい
る。

5230Bc2 土木課
市道６７号線外１歩道整
備事業

市道６７号線外１歩道整備事
業

市道６７号線外１歩道設置工事　Ｌ＝172.0ｍ ¥23,571,000 A 事業完了 平成21年度で完了

5230Bd1 土木課
道路維持（除雪業務委
託）（再掲）

道路除雪業務委託 道路除雪業務　一式 ¥98,002,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　除雪業務につきましては、大衆路線が年々増加し
ていることはもとより、除雪に対する市民からの要
求レベルは年々高まっております。
　しかしながら、除雪業務に参入する業者及び、除
雪機械は年々減少しており、除雪業者及び職員の
負担も増しております。
　こうしたことから、今後は、委託態勢や単価の見直
しなどを含めた除雪業務の再構築を図る必要があ
ると思われます。

52310Ax7 土木課 市道側溝整備事業
松園町地区外市道側溝整備
工事

松園町地区外側溝整備工事Ｌ＝692.2ｍ ¥31,867,000 A 現状維持
　側溝を改修すべき路線は多数残っておりますが、
その他道路事業とのバランスを考慮し、現状維持と
して年次計画をもって、計画的に進めて参りたい。

52311Ax8 土木課
市道三沢・下田線外１整
備事業

市道三沢・下田線外１改良舗
装工事、公有財産購入、障害
物移転補償

市道三沢・下田線外１改良舗装工事　Ｌ＝169.6ｍ ¥39,154,000 A 現状維持

市道三沢・下田線外１整備事業については、県道
天ヶ森三沢線と県道大町三沢線を結び、近くの三沢
小学校及び三沢第二中学校の通学路にもなってい
る交通量が多く狭隘な歩道しか整備されていない主
要路線である。必要性・有効性・効率性のいずれも
高い評価を得ている。よって現計画通りに事業を推
進するものである。

52314Ax11土木課 市道５９号線整備事業
市道５９号線改良舗装工事、
障害物移転補償

市道59号線改良舗装工事　Ｌ＝46.4ｍ整備（Ｈ20年度か
ら繰越）

¥56,765,000 A 事業完了
市道５９号線整備事業については、平成２１年度で
事業完了している。

52316Ae1 都市整備課 都市計画街路事業
都市計画道路3･4･3中央町金
矢線工事

トンネル及び橋梁部の一部施工（負担金：事業費の
15％）
事業費840,000千円×15％

¥126,309,000 A 現状維持
三沢駅周辺の混雑解消など役割が大きい重要路線
であるため、事業進捗及び効果が早期に繁栄され
るよう、今後も継続していく必要がある。

5233Ax1 土木課 道路維持
道路清掃委託、道路除雪委
託、道路維持補修工事等

道路清掃委託、道路除雪委託及び道路維持補修工事
等を実施し、道路の機能の回復を図り交通の安全が確
保された。また、除雪車２台及び融雪剤散布機１台を購
入し除雪体制の向上が図られた。

¥253,136,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

　道路維持の全般において、市民要望・苦情は多
く、また、年々管理補修すべき路線が増えているこ
とから、徐々に予算、人材の見直し拡大を図りた
い。

5234Ax2 土木課 道路新設改良
市道塩釜・古間木線改良舗
装工事外

市道塩釜・古間木線外改良舗装工事等を実施し、地域
の生活道路等の整備が進み市民の利便性の向上が図
られた。

¥64,693,000 A 現状維持
　新設改良を望んでいる路線（住民）は多いものの、
近年は、用地確保に難のある箇所も見られることか
ら、当面は現状維持としたい。

5235Ax3 土木課
市道古間木２号線外１整
備事業

市道古間木２号線外１改良舗
装工事、障害物移転補償

公有財産購入　１筆
障害物移設補償　２権利者
市道古間木２号線外１改良舗装工事　Ｌ＝180ｍ（H21国
債）

¥33,764,000 A 事業完了
市道古間木２号線外１整備事業については、平成２
２年度で事業完了予定である。

5236Aa1 土木課 市道４６号線整備事業
公有財産購入、障害物移転
補償

公有財産購入　４筆（Ｈ22年度.へ繰越）
障害物移設補償　３権利者（Ｈ22年度へ繰越）
市道46号線改良舗装工事　　Ｌ＝95ｍ発注（Ｈ21国債）

¥44,171,000 A 現状維持

市道４６号線整備事業については、市中心部と市東
西地区を結ぶ基幹路線であり都市計画道路として
も位置づけられている。必要性・有効性・効率性の
いずれも高い評価を得ている。よって現計画通りに
事業を推進するものである。
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5237Ae2 土木課
市道岡三沢・平畑線外１
整備事業

市道岡三沢・平畑線外１改良
舗装工事、障害物移転補償、
公有財産購入

用地測量　一式 ¥14,534,000 A 現状維持

市道岡三沢・平畑線外１整備事業については、現道
の大部分が普通車両のすれ違いもできない狭隘な
箇所であり、必要性・有効性・効率性のいずれも高
い評価を得ている。よって現計画通りに事業を推進
するものである。

5237Ax4 土木課
市道岡三沢・平畑線外１
整備事業（再掲）

市道岡三沢・平畑線外１改良
舗装工事、障害物移転補償、
公有財産購入

用地測量　一式 ¥14,534,000 A 現状維持

市道岡三沢・平畑線外１整備事業については、現道
の大部分が普通車両のすれ違いもできない狭隘な
箇所であり、必要性・有効性・効率性のいずれも高
い評価を得ている。よって現計画通りに事業を推進
するものである。

5238Ax5 土木課
市道大町・中央町線整備
事業

市道大町・中央町線改良舗
装工事、障害物移転補償

公有財産購入　２筆
障害物移設補償　１権利者
市道大町・中央町線改良舗装工事　Ｌ＝55ｍ

¥49,078,000 A 事業完了
市道大町・中央町線整備事業については、平成２１
年度で事業完了している。

5239Ax6 土木課
市道東岡三沢・松原線整
備事業

市道東岡三沢・松原線改良
舗装工事、公有財産購入、障
害物移転補償

障害物移転補償　３件
市道東岡三沢・松原線改良舗装工事　　Ｌ＝1760ｍ実施

¥441,315,000 A 現状維持

市道東岡三沢・松原線整備事業については、三沢
空港近くから県道三沢十和田線バイパスまで整備
するものでこれにより第２みちのく有料道路及び東
北自動車道八戸線に連絡される幹線道路である。
必要性・有効性・効率性のいずれも高い評価を得て
いる。よって現計画通りに事業を推進するものであ
る。

5240Aa1 水道施設課
施設整備事業（配水場建
替事業）

第一・三配水場建替工事
導・配水管布設工事　φ350　L=292m　φ500　L=319m
第一配水場築造工事に係る土木工事　一式

¥416,909,000 A 現状維持 更新は、必要不可欠である。

5240Ba1 水道施設課
配水管施設改良事業（老
朽管布設替工事）

老朽化した配水管の布設替
工事

防衛9条交付金事業により石綿セメント管Φ150　Ｌ＝180
ｍを更新（ダクタイル鋳鉄管ＮＳ形耐震継手　Φ150　Ｌ
＝180ｍ）　単独事業により石綿セメント管Φ125～Φ75
Ｌ＝2,203ｍを更新（配水用ポリエチレン管耐震継手　Φ
150～Φ50　Ｌ＝2,867.1ｍ）

¥68,408,000 A 現状維持 老朽化した管の布設替えは、必要である。

5250Aa1 下水道課
三沢市下水道事業（建設
事業費）

汚水管渠整備

岡三沢地区、千代田町地区、泉町地区及び堀口地区
（建設中の病院周辺）等の汚水管渠工事を施工した。
また、堀口地区(東岡三沢地区を含む)、浜三沢地区、春
日台地区、本町地区等の汚水管渠実施設計並びに三
沢浄化センターの長寿命化計画策定を実施した。

¥580,640,000 A 現状維持

　三沢市総合振興計画策定時のアンケート調査結
果分析においても、下水道事業は重要度・満足度と
も高い項目となっており、町内会会長会議において
も常に下水道の早期完成要望がある事から市民
ニーズにあった効率的な公共サービスの提供と都
市基盤整備を進めるため。

5250Ab1 下水道課
三沢市下水道事業（汚水
処理費）

汚水管渠を整備した地区の
接続促進活動

排水設備設置等に係る新規資金融資あっせん契約件
数１６件、資金貸付金利子補給金９１件（３６４，４８５
円）、広報記事への掲載、三沢市管工事組合への協力
要請、新規供用開始区域の家屋所有者等への水洗化
促進文書発送（排水設備工事期限の周知、融資あっせ
ん制度の説明）５７９件を実施し、水洗化率の向上を図っ
た。

¥1,234,000 A 現状維持

快適な生活環境と安全な都市機能の形成を図り、
公共水域の水質保全が目的で下水道整備を計画
的に推進しており、水洗化率は８０％程であります。
このようなことから現状維持を保つと共に現状以上
の利用率向上を図るため。

5250Ba1 下水道課
三沢市下水道事業（建設
事業費）

雨水管渠整備
下久保地区の雨水排水の施工を行った。また、東岡三
沢地区の雨水排水の実施設計を行った。

¥72,045,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

三沢市総合振興計画でも目指す姿で雨にも安全な
都市機能の基盤整備推進を掲げている事からイン
フラ整備の遅れている地域及び浸水被害の地域を
平成26年度までの計画で事業採択された為。

5250Ca1 下水道課
三沢市下水道事業（汚水
処理費）

汚泥・沈砂を肥料化する等、
有効利用を産業界へ働きか
ける

下水汚泥・沈砂の処理（発酵処理）を産業廃棄物処分業
者に委託し、農業用肥料への製品化を行っている。
さらに、業者において製品の販売を行い、農業関係者等
により耕作に利用されている。

¥20,928,000 A 現状維持

業者に委託して肥料化しており、本来市が行うべき
汚泥処理を行う必要がなくコストの節減にもつなが
り環境問題への対応や循環型社会への取組として
高いため。
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5310Ab1 ＣＡＴＶ情報課
ケーブルテレビ施設の双
方向化（インターネット整
備）

伝送路によるインターネット利
用環境の整備の検討

　従来まではケーブルテレビ施設の双方向化について
は防衛３条事業による共同受信施設の改修に併せて実
施してきたが、地上デジタルへの障害が認められないた
め総務省補助事業による伝送路改修を検討した。

¥10,495,000 A 現状維持

　平成２２年度の共同受信施設の改修により、三川
目・淋代地区等に対してインターネット提供が可能と
なることから、民間事業者の高速インターネット提供
エリアと併せて、市内全域が高速インターネット利用
可能地域となる。
　このことから今後、大規模の施設改修等は要しな
いものと考えられるが、民間施設の都合上、実際的
にはサービス利用が出来ない地域も発生している
ようなので、状況把握に努めながらエリア拡張を検
討する。

5310Ba1 ＣＡＴＶ情報課 放送番組の充実
従来の行政広報番組に加
え、市民の生涯学習に活用で
きる番組の充実

　自主放送のデジタル化とともに、実験的にデータ放送
と連動する番組制作を行った。

¥37,711,000 A
見直し（予算を

伴わない）

　　自主放送のデジタル化により新たにデータ放送
サービスを開始するなど、放送完全デジタル化に向
けた物理的な施設整備は概ね完了したが、ソフト面
については番組のほとんどが行政情報提供に集中
しており、視聴対象に偏りがあるものと考えられる。
このことから地域コミュニティに特化した番組を検討
するなど、新たな利活用への推進する必要がある
が、その体制を確立するため、特殊業務については
外部委託することなどを検討する必要がある。

5310Bc1 ＣＡＴＶ情報課 映像ライブラリの充実
ＣＡＴＶの映像資産をインター
ネットで、視聴できる環境の
整備

　新たな利活用に関して、構築手法等を検討。 ¥201,000 C
見直し（予算を

伴わない）

　インターネットによる動画配信サービスについては
技術革新が激しく、民間と同程度のサービスを維持
することは費用対効果の面から望ましくないと考え
られる。利用数が減少していることもあり、今後は庁
内ＬＡＮ設備と連携により学校等で利用するなど、従
来とは異なる利用方法を検討する。

5311Ac2 ＣＡＴＶ情報課
地域情報通信基盤整備
推進事業

共同受信施設の地上デジタ
ル対応改修を実施する

実施設計の実施 ¥6,924,000 A 事業完了

5314Ac1 ＣＡＴＶ情報課 有料放送再送信事業費
デジタル放送端末の安価な
提供による高度なテレビサー
ビスの普及促進

　デジタル放送説明会を実施により加入促進を行った。 ¥63,557,000 B 現状維持

　有料放送サービスについては民間サービスも充
実してきており、行政が直営する必要性が低下して
いるものであるが、現在利用している装置類のリー
ス残が残っており、支払を有料放送利用料により
賄っていることから、当面は現状を維持する。
　ただし、今後の方向性として、本事業の完全委託
による経費節減についても検討を進めていくことと
する。

5320Ab1 行政経営課 地域情報web 検討会の実施

総務省が実施した地域情報通信技術利活用推進交付
金事業を活用し、現在求められているホームページのシ
ステム更新を図るとともに、官民参加型地域ポータルサ
イト（地域情報が集積したデータベース）の構築を行い携
帯電話やパソコンを介して情報発信することを目的とし
て事業申請を行ったが、国の地域情報化評価会におい
て交付すべきとは認められなかった。

¥69,000 B 現状維持

全国的な地域情報ｗｅｂの普及、活用状況などを踏
まえると、導入は時期尚早との感がある。しかし、高
度情報化の流れは刻々と進んでおり、普及状況や
技術の進歩などによる経費の低廉化も急激に進む
ことが考えられる。したがって、国等の補助事業な
どもによる市の負担軽減も検討しながら、今の段階
では、定期的に検討進めることが必要であると考え
られるため。

5320Ax1 行政経営課
情報管理運用体制の構
築

内部統制システムの導入に
より、行政情報及び個人情報
の適切な運用を図る。

平成21年7月17日に内部統制システムの契約を締結し、
10月1日から運用を開始した。
SynerG掲示板により、職員へ周知した。

¥7,918,000 A 現状維持

内部統制システムの運用により、職員への情報セ
キュリティ対策をより浸透させ、コンピュータウイル
スの流入やデータ流出等の防止を図るとともに、万
が一の事態が生じた場合の経路、原因等を探るこ
とで、再発防止策を講じるものである。
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5320Ba1 行政経営課 総合窓口の検討 行政事務改善委員会で検討

平成２０年度に行政事務改善委員会窓口改善部会で検
討した結果、実施の必要性が重視されるという結果に
なったが、実施にあたり課題が多々あるため、２１年度も
総合窓口化について検討した。検討結果としては、現在
できる範囲内でのワンストップサービスの検討、実施の
メリット、デメリット及び課題検討を次年度の検討事項と
した。そのほか、行政サービス市民評価（アンケート）を
２２年度中に１回～２回実施する予定であり、質問の中
に窓口手続きについての質問を設けてあり、その回答を
参考に総合窓口の規模等を検討する。

¥62,000 B 現状維持

市民サービス評価（アンケート）の結果及び先進事
例等から市民ニーズを把握するるとともに費用対効
果を検討する中で、ＩＣＴを活用した窓口一本化体制
を構築するのか、それともＩＣＴを活用しない範囲で
のワンストップ化を目指すのかの方針を定める。

5320Bb1 総務課
（仮）文書管理システム
の構築

（検討中）

メーカーによる文書管理システムのデモンストレーション
が行われ、導入した場合による効果等について行政事
務改善委員会文書管理改善部会員及び行政経営課の
職員で学び、文書管理の今後のあり方について検討を
進めた。

¥8,000 B
見直し（予算を

伴わない）

公文書管理法等に基づき、現在、国において公文
書の適正な管理方法の検討が進められている。当
市においてもこれを参考とし、当市に適した行政文
書の管理方法を早急に定めるため、引き続き検討
を進めることとする。また、並行して電子アーカイブ
化が必要か、必要な場合でもどこまでの文書を電子
アーカイブ化すべきなのかなどの方針を定めること
とする。

5320Bb2 総務課
行政史文書データベース
化事業

当市に残されている明治から
昭和初期の行政史文書をデ
ジタルデータベース化し、専
用のパソコンで公開する

三沢市行政史文書は平成5年度から簿冊の整理、件名
及び内容の解読作業を行っていたが、デジタル画像によ
るパソコンでの公開を目指し、平成18年度から職員が通
常業務のかたわら、デジカメ撮影、パソコン処理などの
作業を行ってきた。平成21年度は、青森県緊急雇用創
出対策費補助金（補助率１００％）を活用し、行政史文書
の乾燥、整理、デジカメ撮影、ＰＣ処理作業を一括して業
者委託し、平成22年3月末現在、全体（2,641冊）の約
55％の撮影を終えるとともに、約50％を公開している。な
お、平成21年度、職員はパソコン処理のみを行ってい
る。

¥7,796,000 B 現状維持
平成２３年度も緊急雇用創出対策費補助金を活用
し実施する予定。

5320Bc1 広報広聴課 電子広報検討事務
CATVのデジタル化による本
格的利用方法についての検
討を行う

デジタル放送が開始され、各課より文字データ放送が市
民に提供されるようになった。

¥0 A 事業完了

5320Bd1 広報広聴課
広報体制再構築検討事
務

基幹ネットの継続利用につい
て検討を行う

新システム（CMS）の導入方法について、各種検討を
行った。その中で、総務省が行っている「地域情報通信
技術利活用推進交付金事業」に該当するか検討し、申
請したが採択を受けることはできなかった。補助事業とし
ての事業進展が難しいことから、市単費での新システム
導入を検討し、平成２２年度の予算化を図った。その後、
平成２３年度をもって廃止される、青森県の基幹ネットと
の共同システム導入を行政管理課と検討している。共同
システム導入により、ホームページを管理するサーバー
とメール等を管理するサーバーを個別に契約するよりも
コストが抑えられる予定である。

¥2,315,000 A 事業完了

5320Bd2 行政経営課
ホームページリニューア
ル

ホームページの利便性を追
求しトップページからリニュー
アルする

広報広聴課と行政経営課（旧行政管理課）で協議し、方
針を決定した。
方針内容としては、・平成２２年度中にホームページ全
面更新することとした。・今まで広報広聴課のパソコンで
しか更新できなかったものを各担当課にて職員自らがタ
イムリーにページを作成・公開していくことができるように
する。

¥77,000 A 事業完了 平成２２年度に事業完了予定。

5320Be1 総務課 電子文書化の検討
行政事務改善委員会、コン
ピュータシステム検討委員会
で検討

事務の効率化と文書管理の適正化を目的とした電子文
書管理システムの構築について検討をした。
公文書（紙文書及び電子文書）の管理、利用、廃棄・保
存のあり方について、公文書の管理に関する法律が昨
年度は審議中であったが、平成２３年４月施行を目途と
して法整備がされ、それに伴い、公文書管理法セミナー
を開催し、文書管理改善部会のメンバー及び庶務担当
者が参加し（３０名）、法律の内容について学んだ。

¥66,000 B 現状維持

現在国が公文書管理法に基づきその運用を検討し
ている最中なので、その検討結果を参考に、当市に
適した公文書管理のあり方を検討する必要がある
と考えている。文書管理システムについても、その
あり方を検討する中で、費用対効果も含め、導入の
必要性を引き続き検討していくことが必要がある。
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平成２２年度　事務事業評価一覧表 資料１　

事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２１年度の取組状況
平成２１年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２３年度の方向性 方向性理由

5410Ab1 政策調整課
旧米軍専用線跡地活用
方策検討業務

米軍基地専用鉄路用途廃止
に伴う活用方策に係る米軍
等関係機関との協議

平成２１年１１月３０日からアメリカ村地区に隣接する区
間（３４５ｍ）の引込線撤去及び歩道・ブロック塀整備工
事が米軍直轄で実施されることとなり、現在当該部分の
工事を実施している。現工事区間の南側から三沢駅ま
での区間（1,395ｍ）の取り扱いについては、有効活用が
図られるよう引き続き米軍と協議していくこととしている。

¥77,000 B 現状維持

　平成２１年度において、米軍側から一部を歩道等
への改修工事があると発表され、平成２２年度に工
事が行われている。今後は、未着手の部分につい
ても同様に活用の方策に関して米軍側との意見交
換・協議を行うこととする。

5410Ba1 産業政策課
（仮称）市立三沢病院跡
地利用計画事業

（検討中）

市立三沢病院跡地利用事業者提案募集要項に基づき、
「鑑定評価額による跡地の一括売却」という条件で購入
希望者からの事業提案を公募した結果、応募はなかっ
た。

¥2,315,000 A 現状維持
平成24年度からの、跡地貸与に向けて推進を図
る。

5410Db2 産業政策課
戦略的中心市街地商業
等活性化支援事業

ＭＧplaza整備（ハード事業）と
並行して行うソフト事業として
ＭＧインターナショナル㈱が
実施する集客イベント企画実
施

MGプラザの完成及び「街の駅みさわ」の開設に伴い、13
のイベントを実施した。

¥1,737,000 A
見直し（予算を

伴わない）

イベント実施については、実施していく方向である
が、その手法については、既存イベントと新たなイ
ベントを計画的かつ効果的に実施する必要がある。
ＭＧＩが稼動していない中、商店会を巻き込んだイベ
ントを進めるべく見直しを図る。

5410De1 産業政策課
商工会実施一店一宝運
動情報発信事業

商工会が実施する中心商店
街における各個店自慢の商
品･サービス徹底と、ＩＴを活用
した情報発信の支援

ＩＴ関連の情報媒体の見直しを図り、次年度からの加入
店舗増に向けて検討を進めた。

¥0 B
見直し（予算を

伴わない）

IT活用による商品情報提供については継続して進
めていくが、自慢の商品を開発することは中心市街
地においては困難な業種が多い状況である。アメリ
カ村内が連携をもったエリア全体の中での街区のＰ
Ｒを進める。

5410Eb1 産業政策課
観光二次交通利便性向
上事業

みさわ観光バス運行ルートに
アメリカ村を加えるとともに、
航空科学館無料送迎車の
ルートにアメリカ村を追加設
定

MGプラザの完成等に伴い、ルート設定を検討した。 ¥8,000 A 廃止
100円バスが廃止となり、コミュニティバスに移行す
るため

5410Eb2 政策調整課
三沢市地域公共交通会
議事業（再掲）

地域の総合的な交通体系に
ついて検討等

平成２０年度に実施したアンケート調査をもとに、より詳
細な地域のニーズを把握するため、バスの乗り込み調
査やヒアリング調査を実施し、市内の住民団体の代表
者や関係機関の長などで組織する三沢市地域公共交
通会議において、三沢市の望ましい公共交通体系の構
築に向けた「三沢市地域公共交通総合連携計画」を策
定した。（OD調査：1,458名、病院調査：341名、商業施設
調査：480名、十鉄駅調査：56名）

¥1,930,000 A
見直し（拡大（予

算を伴う））

バス路線の再編等に係る事後調査により住民ニー
ズを把握し、必要に応じてデマンド型サービス等の
新たな交通手段の導入について検討する。

5410Ec1 産業政策課
幸町市営駐車場利便性
向上管理運営検討

ＭＧplazaとアメリカ村広場へ
の集客に資する駐車場として
の利便性向上を図るべく管理
運営形態の改善策を検討

MGプラザの完成等に伴い、運営を検討した。 ¥0 A 現状維持
ＭＧプラザが本格稼動していないため、アメリカ村全
体に集客力がなく事業検討が進まないが、今後の
集客状況の変化に併せて進めていく。

5412Da2 産業政策課
中心市街地活性化推進
費（みさわ産直推進協議
会補助金）

集客拠点施設「街の駅みさ
わ」の整備補助金

商工会が平成21年12月に中心市街地の拠点施設であ
るＭＧプラザ内に「街の駅みさわ」を開設、その運営主体
である「みさわ産直推進協議会」に対し、円滑な運営が
図られるよう備品等の整備費として補助金を交付した。

¥2,000,000 C 事業完了 開設に伴う、備品等の整備の終了により補助終了。

5412Db1 産業政策課
中心市街地活性化推進
費

アメリカ村オープニングイベン
ト実施

MGプラザの完成等に伴い、12月19日当該イベントを実
施した。

¥3,231,000 B 事業完了 オープニングイベント終了による

5413Da1 産業政策課
中心市街地活性化拠点
施設整備事業

アメリカ村拠点施設ＭＧplaza
整備費の公共機能部分にか
かる整備費補助及び用地取
得

三沢市土地開発基金の所有地を一般会計予算により取
得

¥20,462,000 B 事業完了
用地取得及びＭＧプラザ建設に係る補助について
は終了し、施設整備は完了した。
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事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２１年度の取組状況
平成２１年度事業費

（フルコスト）
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5414AX1 都市整備課
ゲート前歩道環境整備事
業

用地は一部米軍敷地となる
が、かねてより市民と米軍人
が共用しているメインゲート
前の歩道を、アメリカ村整備
に同調する形で電線類の地
中化と融雪設備を施し、安全
で快適な歩道整備を行う。
L=191ｍ、W=1.8～4.9ｍ

昨年度に引き続き歩道整備工事（ILB舗装、電線地中
化、融雪設備）を実施した。

¥27,729,000 A 事業完了

6110Aa1 広報広聴課
まちづくり推進委員会設
置検討事務

次年度以降のまちづくり推進
委員会設置に向けた検討を
行う

　平成２１年７月に「三沢市協働のまちづくり市民会議」
を設置した。

¥772,000 A 事業完了

6110Bb1 広報広聴課
市民活動促進拠点整備
検討事務

市民活動拠点の整備に向け
た検討を行う

　平成２１年度に設置された「三沢市協働のまちづくり市
民会議」において、拠点施設設置の必要性について、検
討した。

¥617,000 A 現状維持
　協働のまちづくりを推進するうえで、拠点施設設置
は重要であるため、今後も設置に向けた検討を続
ける。

6110Bd1 広報広聴課
人材・組織・ネットワーク
整備検討事務

まちづくり活動を促進するた
めの人材・組織・ネットワーク
整備のあり方について検討を
行う

　「協働のまちづくり市民提案事業補助金」の予算を計
上し、市民活動を行う事業経費に対して補助金を交付す
る。

¥5,463,000 A 現状維持
　市民活動団体が行う様々な事業に対し補助金を
交付することにより、団体の活動が活発化し、自立
意識も高まるため、継続する予定である。

6111Ba1 広報広聴課
まちづくり費（花と緑のま
ちづくり推進委員会活動
費補助）（再掲）

花いっぱい運動に係るまちづ
くり団体等の活動費（花苗購
入、花壇整備、イベント開催
等）に対して助成を行う

　「みさわ花と緑の会」に補助金を交付し、「花いっぱい
運動」を推進する団体へ花苗購入費の補助をすることに
より、市民団体のコミュニティ活動の活性化が図られた。

¥9,370,000 B 事業完了

6111Ba3 広報広聴課
町内会活性化事業費補
助金

地域コミュニティの活性化を
推進するため、活性化につな
がる事業を実施する町内会
へ補助金を交付する。

　地域コミュニティの活性化を推進するために町内会が
実施する事業に対し、補助金を交付した。（交付実績：95
町内会）

¥23,194,000 B 事業完了

6116Bc1 広報広聴課
ＮＰＯ支援費（市民ＮＰＯ
講座）

ＮＰＯ活動への理解を広める
講座の開催

１０月２２日・２９日の２回に渡り「よくわかる！ＮＰＯ法人
設立講座」～ＮＰＯ法人を作ろう～を開催。参加者２１
名。
ＮＰＯ法人の設立を検討している個人や団体に対して学
習する場を提供した。
ＮＰＯ法人設立についての考え方、認証に必要な書類の
作成方法及び法人設立後の運営に関することの講座を
実施した。

¥3,776,000 A 現状維持

　施策への市民参画を進めるうえで、市民に対して
ＮＰＯ活動を広く周知し、ＮＰＯ活動への理解と活動
の活発化が必要である。そのことから、現在実施し
ている講座等を継続し、ＮＰＯ活動への市民の参加
及びＮＰＯ法人設立へとつなげていく。
　また、既存のＮＰＯが自立し、活動を行政と協働す
る事によって、自治向上が進められる。

6120Aa1 広報広聴課 協働のルール策定事務
協働のルール策定の基本方
針や策定方法についての検
討を行う

　「三沢市協働のまちづくり市民会議」を設置し、協働の
まちづくりのルールとなる指針を策定するための、検討・
審議をした。

¥2,566,000 A
見直し（予算を

伴わない）

　協働のまちづくり市民会議による指針策定は、平
成２２年度で終了し、平成２３年度からは、指針を円
滑に運用するための組織を立ち上げる方向である。

6120Ab1 広報広聴課 市民活動啓発推進事務
協働のまちづくりを促す市民
意識の啓発のあり方につい
て検討を行う

　協働に関する市民活動に対する意識啓発のため、講
演会を開催した。

¥772,000 A 現状維持
　協働によるまちづくりを進めるためには、市民の意
識を啓発することが必要不可欠であるため、今後も
講演会等による啓発事業を行う。

6120Ac1 広報広聴課
協働推進会議設置検討
事務

協働のまちづくりに関する推
進会議設置に向けた検討を
行う

 61.1.0.A.a.1と重複しているため包括する。 ¥0 A 事業完了

6120Ad1 広報広聴課
協働のまちづくりに係る
調査研究

協働のまちづくり施策の先進
事例等に係る情報収集を行う

　協働に関する市民の意識を調査するためのアンケート
実施。 ¥1,543,000 A

見直し（予算を
伴わない）

　協働を進めるうえで、市民の意識に関しての調査
や他の先進事例についての調査研究は必要不可
欠なため、継続して事業を進める。
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事業コード 担当課 事務事業名 事務事業内容 平成２１年度の取組状況
平成２１年度事業費

（フルコスト）
総合
評価

２３年度の方向性 方向性理由

6131Aa1 広報広聴課 女性政策推進事業費
男女共同参画意識の醸成や
女性の人材育成を目的とした
講演や広報活動を実施

①6～12月、７回にわたり、まちづくり活動についての意
識啓発と女性人材の発掘を目的とした、みさわ女性まち
づくり講座「まち・きらきらセミナー」を開講。受講生によ
る『まちの情報紙きらきら』を制作。5000部発行。延べ受
講者93名。②10/3(土)青森県男女共同参画アドバイ
ザー登録講師によるコミュニケーションスキルアップ講演
会開催。参加者59名。③6/24(水)女性市民と市長の懇
談会「市長おでかけふれあいト～ク」開催。地域課題解
決のために話し合った。参加者14名。④3/6(土)男性の
自立支援と女性市民団体のまちづくり活動の支援を目
的に、Women'sVisionとの協働による「男女共同参画料
理教室」を開催。参加者20名。⑤1/31(日)青森県男女共
同参画センターと共催による、オープンカレッジ「パパの
極意を伝授します」を開催。テーマは男性の家事・育児
参画推進とパートナー理解。参加者数76名。（経費は県
男女共同参画センターが負担）

¥4,044,000 A 現状維持

　男女共同参画社会の推進は、住民生活に直結
し、多分野に関連することからも、時代背景や住民
ニーズに対応した、制度理解、意識啓発の機会は
今後も必要である。

6131Ab1 広報広聴課
女性政策推進事業費（再
掲）

男女共同参画意識の醸成や
女性の人材育成を目的とした
講演や広報活動を実施

①6～12月、７回にわたり、まちづくり活動についての意
識啓発と女性人材の発掘を目的とした、みさわ女性まち
づくり講座「まち・きらきらセミナー」を開講。受講生によ
る『まちの情報紙きらきら』を制作。5000部発行。延べ受
講者93名。②10/3(土)青森県男女共同参画アドバイ
ザー登録講師によるコミュニケーションスキルアップ講演
会開催。参加者59名。③6/24(水)女性市民と市長の懇
談会「市長おでかけふれあいト～ク」開催。地域課題解
決のために話し合った。参加者14名。④3/6(土)男性の
自立支援と女性市民団体のまちづくり活動の支援を目
的に、Women'sVisionとの協働による「男女共同参画料
理教室」を開催。参加者20名。⑤1/31(日)青森県男女共
同参画センターと共催による、オープンカレッジ「パパの
極意を伝授します」を開催。テーマは男性の家事・育児
参画推進とパートナー理解。参加者数76名。（経費は県
男女共同参画センターが負担）

¥4,044,000 A 現状維持

　女性向け講座「まち・きらきらセミナー」を継続開催
することで、まちづくり活動についての意識啓発と女
性人材（財）の発掘が期待できるだけでなく、参加者
同士のつながりも生まれている。よって、女性市民
の自主性を重んじ、市がコーディネータ機能を務め
る現状を維持するものとする。

6131Ac1 広報広聴課
女性政策推進事業費（再
掲）

男女共同参画意識の醸成や
女性の人材育成を目的とした
講演や広報活動を実施

①6～12月、７回にわたり、まちづくり活動についての意
識啓発と女性人材の発掘を目的とした、みさわ女性まち
づくり講座「まち・きらきらセミナー」を開講。受講生によ
る『まちの情報紙きらきら』を制作。5000部発行。延べ受
講者93名。②10/3(土)青森県男女共同参画アドバイ
ザー登録講師によるコミュニケーションスキルアップ講演
会開催。参加者59名。③6/24(水)女性市民と市長の懇
談会「市長おでかけふれあいト～ク」開催。地域課題解
決のために話し合った。参加者14名。④3/6(土)男性の
自立支援と女性市民団体のまちづくり活動の支援を目
的に、Women'sVisionとの協働による「男女共同参画料
理教室」を開催。参加者20名。⑤1/31(日)青森県男女共
同参画センターと共催による、オープンカレッジ「パパの
極意を伝授します」を開催。テーマは男性の家事・育児
参画推進とパートナー理解。参加者数76名。（経費は県
男女共同参画センターが負担）

¥4,044,000 A 現状維持

　「まち・きらきらセミナー」修了生アンケートや、各
種講座アンケートの結果から、参加した市民は、少
なからず、男女共同参画に対する理解を示し、意識
啓発が図られている。また、市政への関心度も増し
ていることから、「女性の人材育成とネットワークづく
り」との相乗効果も期待し、現状を維持することが望
ましい。

6210Aa1 総務課 組織・機構の適正化事務
時代に即した適正かつ効率
的な組織の見直しを進める。

７部３１課１室から７部２９課１室へ（市長部局）
定額給付金の支給に際し、受付・現金支給チームを編
成。

¥964,000 A 現状維持

平成１７年度から平成２２年度まで実施してきた集
中改革プランによる職員数の削減や組織のスリム
化を、平成２２年２月に策定した定員管理計画で引
続き継続することで、更なる定員適正化を進め、組
織体制の見直しや人材育成に努めることにより、効
率的な行政運営の確立を目指す。
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6210Ab1 総務課
集中改革プランに基づく
人員の適正な配置

集中改革プランに基づき、さ
らなる定員の適正化を進め、
限られた人員で効率的な行
政運営を図る。

集中改革プランに基づく計画職員数（６８６人）を８人
（H22.4.1現在６９４人）上回ったが、病院部門を除けば７
人の減となった。

¥964,000 A 現状維持

平成１７年度から平成２２年度まで実施してきた集
中改革プランによる職員数の削減や組織のスリム
化を、平成２２年２月に策定した定員管理計画に基
づき引続き定員適正化を進め、市民サービスに即し
た適正な人員配置を行っていく。

6210Ba1 総務課
一般管理費（職員研修旅
費外）

自治大学校、市町村職員中
央研修所等への研修派遣及
び職員相互研修の充実を図
る。また、自己啓発のための
研修案内を周知するととも
に、研修を受講する際の職務
専念義務免除制度の普及を
図る。

外部研修
自治大学校　２名
市町村職員中央研修所　６名
その他青森県自治研修所等　５９名
内部研修
職員相互研修外

¥3,072,000 A 現状維持

行政改革等により今後も職員数の減少が進む中、
少数の職員によって維持していくために担当業務に
係る基礎知識はもちろんのこと、様々な研修受講機
会を設け、職員一人ひとりがより高度な知識・技術
を身につけることにより、市民サービスの向上に繋
げる。

6210Bb1 総務課
一般管理費（職員派遣交
流旅費）

国、県等への派遣及び人事
交流を推進し、職員のスキル
アップを図る。

東北防衛局との人事交流　１名（～H23.3）
上北地域県民局県税部との人事交流　１名（～H22.3）
青森県後期高齢者医療広域連合への派遣　１名（～
H22.3）

¥964,000 A 現状維持

職員の視野の拡大、先進的な行政手法や専門的知
識の修得を図るため、国・県等の機関で研修するこ
とにより、視野の拡大や先進的な行政手法を直接
体験し、研修職員のスキルを高め、また派遣及び人
事交流をとおし、関係行政機関との連携を一層緊密
にする役割も担っていることから、今後も継続実施
していく。

6220Aa1 財政課
国・県補助金等の効果的
活用

予算編成における国・県の諸
制度の効果的活用

予算編成における国・県の諸制度の効果的活用を図っ
た。

¥0 A 現状維持

財政基盤の確立を図るためには国・県の諸制度を
積極的に有効活用すべきである。したがって、引き
続き、予算編成を通じて効果的活用を図り、一般財
源の負担軽減に努める。

6220Bb1 税務課
コンビニ収納及びクレ
ジット収納の検討事務

導入経費及び課題の検討
コンビニ収納　：2,401件、14,484,700円
クレジット収納：7件、313,910円

¥744,000 A 現状維持
利用者の約６割が、市役所窓口閉庁日、あるいは
窓口閉庁時間に利用しており、納税機会の拡大に
繋がっている。

6220Bc1 税務課 税務課窓口の時間延長
平日は毎日１８時３０分まで
延長

平成21年度実績
利用者数：582人
納付額計：20,189,934円

¥0 A 現状維持
納税者の収納機会の拡大と、市民サービスの向上
が図られている

6220Bd1 税務課 滞納処分の強化

早期納税相談、差押強化及
びインターネット公売の実施
（毎年度、徴収対策会議にお
いて計画を策定している）

差押の強化：745件
インターネット公売の実施：2,249,012円を滞納税に充当

¥46,290,000 A 現状維持
安定した市税収入の確保と納税者間の税負担の公
平性を確保しなければならないことから、必要不可
欠な事業である。

6220Ca1 財政課
施設使用料等の見直し
に係る検討事務

施設使用料の見直し及び利
用者の増加策の検討

予算編成を通じて、施設使用料の見直し及び利用者の
増加策の検討を促した。

¥0 B 現状維持

施設使用料を見直すことにより、受益者負担の適正
化を図り、より一層、計画的かつ効率的な財政運営
の確保に努める必要がある。したがって、引き続
き、予算編成を通じて公共サービスの適正化に努
める。

6220Da1 管財課 市有財産（土地）の売却
市有財産（土地）の売却促
進、利用度の低い財産の処
分

行政目的として使用する予定のない土地を売却した。 ¥571,000 A 現状維持
土地の売却には、測量費、鑑定評価費等の経費が
かかるが、売却により歳入の確保ができるため、現
状維持で事業を継続する。

6230Aa1 財政課
施設の統廃合・長寿命化
に係る検討事務

施設の統廃合及び計画的な
維持補修の検討

予算編成を通じて、施設の統廃合及び計画的な維持補
修の検討を促した。

¥0 A 現状維持

昨今の厳しい財政状況の中、施設の統廃合につい
て検討を行い、複合的な活用を図る。また、老朽化
した施設の計画的な維持補修を実施し、施設の延
命化を図る必要がある。したがって、引き続き、予算
編成を通じて安定的な公共施設の運営体制及び維
持管理を促進する。

6230Ab1 財政課 事業の選択と集中
新規事業に係る優先度を踏
まえた財政運営計画への登
載

年2回の財政運営計画の策定を通じ、新規事業に係る
優先度を踏まえた計画への登載を実施した。

¥1,852,000 A 現状維持

財政運営が厳しい中、新規事業の優先度を確認す
るとともに、事業の選択と集中を図る必要がある。し
たがって、引き続き、年2回の財政運営計画の策定
を通じ、優先度を踏まえた計画への登載を実施す
る。
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6230Ac1 財政課 ソフト事業の充実
既存施設のソフト事業による
効果的活用

予算編成を通じて、既存施設のソフト事業による効果的
活用を促した。

¥0 A 現状維持

既存施設のソフト事業による効果的活用を促し、計
画的かつ効率的な財政運営の確保に努める必要
がある。したがって、予算編成を通じて、既存施設
のソフト事業による効果的活用を促進する。

6230Ba1 行政経営課
適正な運用、制度の見直
し

利用料金制度、新規導入施
設等の検討

モニタリングの実施（初年度）
今後の制度新規導入等の検討

¥1,543,000 A 現状維持

既に指定管理者制度を導入している施設のより良
い運用や更新体制、新規導入施設などを今後も検
討し、制度の目的である民間のノウハウを生かした
市民サービスの向上等を目指していくことが必要な
ため

6230Ca1 財政課 財務諸表の整備事務
国の新地方行革指針に基づ
く財務諸表の整備

連結ベースでの財務諸表作成に取り組み、市民に公表
した。

¥1,852,000 A 現状維持

市の財政運営及び財務状況の開示が求められてい
ることから、財務諸表の作成を行い、市民に対し資
産・債務及び年間コスト等を公表する必要がある。
したがって、引き続き、市の資産・債務等の状況に
ついて、出来るだけ市民に分かりやすい財務諸表
が公表できるよう努める。

6230Da1 財政課
団体補助金の見直しに
係る検討事務

行政の責任領域や経費負担
のあり方を考慮した見直しの
検討

予算編成を通じて、行政の責任領域や経費負担のあり
方を考慮した見直しの検討を促した。

¥0 A 現状維持

補助金の必要性や妥当性等を再検証し、経営資源
の有効な活用を図る必要がある。したがって、引き
続き予算編成を通じて、補助金の目的及び効果の
明確化を図ることによって、コスト縮減に努める。

6230Db1 財政課
扶助費の見直しに係る検
討事務

高齢・少子化に沿った適正費
用への見直しの検討

予算編成を通じて、高齢・少子化に沿った適正費用への
見直しの検討を行い、長寿祝い金等の見直しを実施し
た。

¥0 A 現状維持

扶助費は財政圧迫の大きな要因となっており、現状
に即した経費の見直しが必要である。したがって、
引き続き、高齢・少子化に沿った適正費用へ見直
し、適切な予算執行が図られるよう努める。

6240Aa1 行政経営課
新しい行政評価システム
検討事務

行政事務改善委員会で検討

平成２０年度分の事務事業評価を実施し、市民の方で
構成される行政改革推進委員会で外部評価を実施し
た。また、２２年度から実施する施策評価について行政
事務改善委員会行財政運営改善部会で検討した。

¥11,665,000 A
見直し（予算を

伴わない）

行政評価は、総合振興計画の着実な推進を図るた
め、政策、施策、事務事業の段階ごとに実施する中
で、これを起点としたＰＤＣＡサイクルの確立を図り、
成果志向型の行政を目指していくものであることか
ら、継続的な取組みが必要であり、そのシステムも
まだまだ確立したものとはいえないので、継続的な
見直しもまた必要である。

6240Ba1 財政課
財務諸表分析による予
算編成システム検討事
務

財務諸表の分析結果を予算
編成に反映させるシステムの
検討

連結ベースでの財務諸表の分析結果を予算編成に反
映させるための検討をした。

¥0 A 現状維持

財務諸表から市の資産・債務及び年間コスト等を把
握することにより、予算編成へ反映することができ
る。したがって、引き続き、財務諸表を基に安定的
な財政運営を図る。

6240Bx1 政策調整課
行政経営システム推進
事務

行政評価結果に基づいて計
画、予算、組織・人事等を一
体的にマネジメントするため
の行政経営システム構築の
検討

　平成21年2月策定の三沢市行政経営推進プランにお
ける、庁内各課の具体的な取り組み方針などを調査し、
三沢市総合振興計画前期基本計画の最終年度である
平成24年度までの実施計画を政策調整課にて作成し
た。また、平成22年度からは三沢市行財政改革大綱実
施計画として管理することとし、行政管理課に事務を移
行し実施計画案を作成した。

¥772,000 A
見直し（予算を

伴わない）

　行政経営システムは、市が質の高い行政を行う上
で必要なシステムであり、その内容は勿論、運営手
法についても今後、様々な改善・修正が必要とな
る。
　平成２３年度からは行財政改革の中での管理を行
い、様々な改革項目とリンクする事により、事業効
果は高まると考えられる。

6250Aa1 総務課 情報公開制度の周知
ホームページへ掲載、積極的
な情報提供を図る

平成２０年度の実績については、市ホームページ及び広
報みさわに掲載し情報提供に努めた。また、情報公開開
示請求の様式や開示できない行政文書の要件なども市
ホームページに掲載することで制度について市民の理
解を深めることに努めた。

¥39,000 A 現状維持

広報みさわに概要を紹介するとともに、ホームペー
ジ及び情報公開コーナーで詳細な内容を紹介して
いる。今後においても、効率的な周知及び浸透が図
られるように努める。
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6260Aa1 政策調整課
企画管理費（上十三地域
広域市町村圏協議会負
担金外）

近隣市町村と組織する各種
協議会に参加し、広域的な課
題等に対して連携して対処す
るための活動

上十三地域広域市町村圏協議会を通じて、上北横断道
路及び下北半島縦貫道路の整備促進等について国及
び県に対して要望し、北奥羽開発促進協議会を通じて、
三沢空港の発着便数の拡充など、北奥羽圏域の産業及
び生活基盤整備促進の要望。
また、国の広域行政圏施策の廃止に伴い、上十三地域
広域市町村圏協議会を廃止しており、上十三地域の広
域的な課題に関する連絡調整を図る協議会を新たに組
織することとした。

¥53,000 C
見直し（予算を

伴わない）

広域的な問題に対する研究や取組みは必要である
ものの、現状の要望活動によって大幅な改善が見
られないことから、要望活動のあり方について検討
する必要がある。

6260Ab1 政策調整課
企画管理費（上十三地域
広域市町村圏協議会負
担金外）（再掲）

近隣市町村と組織する各種
協議会に参加し、広域的な課
題等に対して連携して対処す
るための活動

上十三地域広域市町村圏協議会において、新幹線「七
戸十和田駅」の誘客促進について協議し、また、北奥羽
開発促進協議会上十三支部において定住自立圏構想
に関する勉強会を開催した。

¥53,000 B
見直し（予算を

伴わない）

国の方針がこれまでの広域圏での取組から定住自
立圏への取組みに移行している中で、当市におい
ても定住自立圏構想に対する調査、検討をしていく
必要がある。
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